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住民族であるケルト人の時代から、塩の産地として発展し、12世紀には神聖ローマ帝国のフリードリッヒ・バルバロッ
サ時代に、銀貨の鋳造でも知られたところである。

絵 鈴木 新 ARATA SUZUKI
日本美術家連盟会員・JIAS国際美術家協会会員

シリーズ解説
我が国の最先端研究開発

No．1

18 ITER時代を迎えた核融合研究
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合。その研究開発を国際的に進めようとする動
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を紹介する。 二宮博正，久保博孝，秋場真人
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1 温暖化対策に大きな役割を果たす
原子力利用の国際展開 岸田文雄

時論

2 日本の原子力産業の実力
原子力商戦が本格化し，日本のメーカーの動

向と技術に関心が集まりだした。原子力産業を
めぐる世界の新しい地図はこれから，どう塗り
替えられるだろうか。 神田啓治
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ン濃縮技術への注目が高まっている。世界の原
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経年配管の構造信頼性評価手法
の開発
―経年劣化が進行した発電用原子炉
の配管が地震で壊れる確率は？
長く使われた配管には，さまざまな原因でき

裂が発生することがある。そのような配管に地
震による揺れが作用すると，どうなるのか。そ
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いのだろうか。伊藤裕人，鬼沢邦雄，杉野英治

追悼

4 伏見康治先生を悼む 大塚益比古

日本原子力学会誌 2008.7

ITERの鳥瞰図

¨



５ NEWS

●原産年次大会で福田首相が原子力で初の「所感」
（下に写真）
●原産協会が「メールマガジン」を創刊
●核不拡散問題検討会が提言を官房長官に手渡す
●世界で運転中の原子力発電所は435基に増加
●JAEA東海開発センターが，米国原子力学会受賞
で記念講演会
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主要会務，編集後記

学会誌記事の評価をお願いします。http : //genshiryoku.com/enq/
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―数値モデリングでチャレンジ（２）
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核融合を実現するためには，真空容器の中心

に，磁気で高温のプラズマを壁から離して閉じ
込めなければならない。しかしプラズマの一部
は，磁気面の外側にある境界層領域（SOL）に漏
れ出し，ダイバータを経由して排出される。今
回はそれらのありさまを，数値モデルで紹介す
る。 畑山明聖，滝塚知典
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―その半世紀の進化のあゆみ（10）

40 日本の軽水炉開発（ 4）
―第 1次改良標準化計画（BWR）
米国から導入された軽水炉は初期の運転段階

でさまざまなトラブルを経験する。このため技
術の安全性と信頼性を向上させるために，官民
は改良標準化に着手。その成果があらわれ，設
備利用率は大きく改善していった。
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54 「読みやすさ」と「内容の充実」をめざして
この１年間に寄せられた意見をまとめました。 小林容子

57 3月号のアンケート結果をお知らせします



エネルギー安定供給の確保と地球温暖化問題への対応という２つの課題の解決のためには，あらゆる有効な
対策を最大限に実施せねばなりません。原子力発電は，エネルギー安定供給の確保に貢献できるとともに，二
酸化炭素を発電過程で排出せず，ライフサイクル全体で比較しても，単位発電当たりの排出量が石油火力の３％
弱であり，地球温暖化対策としても有効な手段です。
我が国の原子力政策の基本方針である「原子力政策大綱」では，原子力発電を基幹電源と位置づけ，2030年以
後も総発電電力量の30～40％以上を担うとしています。また，海外においても，原子力発電の導入の機運が高
まってきており，世界の多くの国々で原子力発電所の新増設に向けた動きが活発になっています。
こうした中，昨年12月に，私が議長を務めた第８回アジア原子力協力フォーラム（FNCA）大臣級会合が東京
で開催されました。本会合では，「持続的発展に向けた原子力エネルギーの平和利用に関するFNCA共同コミュ
ニケ」として，原子力がエネルギー安定供給確保と地球温暖化対策の双方に貢献し得る有効な手段であるとの
認識を共有し，
� 原子力発電をクリーン開発メカニズム（CDM）※の対象とするなど，地球温暖化対策としてもその導入促
進を図ること
� 温室効果ガス排出の長期的かつ有効な削減手段として民生原子力発電の利用を推進するための政策対話
を積極的に促進すること
� 核不拡散，原子力安全及び核セキュリティの確保に努めること
� 技術的基盤や人材養成，規制体制などの社会的基盤に係わる情報の交換や経験の共有を促進すること

などを合意しました。地球温暖化対策として原子力発電の導入促進についてこのような声明を出すのは，世界
でも初めてのことであり，非常に有意義な会合であったと感じています。
また，本年４月には，フランスとの間で「原子力エネルギーの平和的利用における協力に関する宣言」が発出

され，両国が世界のエネルギー安全保障の強化と地球温暖化に果たす原子力の増大する役割を認識し，原子力
に係る様々な取組を行うことで合意しました。
エネルギーの安定供給を図りつつ，2050年に向けた温室効果ガス排出量の大幅削減を実現していくために
は，省エネルギー，エネルギー利用効率向上や再生可能エネルギー利用等の他の有力な対策の最大限の実施と
並んで，原子力の平和利用の拡大が不可欠です。
そのために，世界的には，
� 地球温暖化対策に原子力の利用拡大が不可欠との共通認識の形成と，利用拡大に向けた国際的な枠組み
の構築
� 核不拡散・原子力安全・核セキュリティの確保のための国際的取組の充実
� 今後原子力発電を行おうとする国における，人材育成などの基盤整備の取組への積極的協力

また国内においても，
� 原子力利用に係る安全性や地球温暖化対策への貢献等についての国民との相互理解の促進
� 高レベル放射性廃棄物の処分場の立地等の重要課題への取組の強化
� 原子力利用の拡大に資するための研究開発の強化

などに取り組んでいくことが求められています。
今月，G８北海道洞爺湖サミットが開催されますが，2050年に温室効果ガス排出量の半減という長期目標を
掲げた我が国としては，原子力に関して，各国と協調し，核不拡散，原子力安全及び核セキュリティの確保を
大前提としつつ，原子力の平和利用の世界的な拡大に積極的に対応することなどを通じて，長期目標達成のトッ
プランナーを務めてまいりたいと思います。今後とも引き続き，皆様の御協力をお願い申し上げます。
※クリーン開発メカニズム（CDM : Clean Development Mechanism）：京都議定書による京都メカニズムの一つ。議

定書の削減約束を達成するに当たって，先進国が，途上国において排出削減・植林事業を行い，その結果生じた削減
量・吸収量を「認証された排出削減量（クレジット）」として事業に貢献した先進国等が獲得できる制度。

（2008年 ５月15日 記）
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温暖化対策に大きな役割を果たす
原子力利用の国際展開

内閣府特命担当大臣（科学技術政策担当）

岸田 文雄（きしだ・ふみお）
早稲田大学法学部卒。日本長期信用銀行，衆
議院議員秘書を経て，平成５年の衆議院で初
当選（広島県第一選挙区）。昨年９月から現職
で，沖縄及び北方，科学技術政策，国民生活，
規制改革，消費者行政推進を担当。
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このところ世界各地で原子力発電プラントの新設が行

われようとしている。2007年11月にモスクワで開かれた

原子力発電所建設国際会議なるものにおいて，冒頭でロ

シア政府の見解が述べられたが，そこで「世界で原子炉

を建設できる会社は５社しかなく，そのうち３社が日本

であり，ロシアは６番目の会社になれるかもしれない。

そのためには日本と協力体制を築くことが重要である」

と強調していた。なるほどそういう見方もあると感心し

て聞いていた。

確かに，スリーマイル島事故とチェルノブイル事故以

降，原子力プラントの新設はスローダウンし，大手メー

カーの米国，フランス，英国，ドイツ，カナダ，ロシア

では，建設がほとんど中断していた。しかし，先進国の

中で日本だけは少しずつではあるが新設炉を製造し続け

ていた上，新しい型式のABWRとAPWRの開発を続

けてきた。07年５月にはG８サミットの前に日本で電力

サミット e８が開かれ，原子力発電が議題となった。原

子力は環境に良いという結論に至った。このとき座長を

務めたが，各国の考え方の違いに少々驚いた。

さて，日本の原子炉メーカーは現在どこの国のプラン

ト建設を目指しているのか，また，外国の電力会社は日

本の技術のどこに期待しているのだろうか。

2004年11月に経済産業省と外務省の強い後押しで日本

原子力産業会議（当時）の中に「原子力国際展開懇話会」が

設置され，産官学が一体となって日本の原子力産業の進

むべき道について議論を開始した。05年11月に米国へ調

査団を派遣し，日米間の協力体制が確立できることをお

互いに確認しあった。そして，原子力政策大綱に国際展

開についての文章が入ったことをもって懇話会は役割を

終えた。

懇話会が始まった当初は，中国，インドネシア，ベト

ナムといったアジア諸国を考えている委員が多かった

が，次第に，米国，欧州，ロシアへと対象国が変わって

いった。

各国との協議の中で忘れられないのは，日本製鋼所

（JSW）室蘭製作所のことである。世界的に原子炉が大型

化し，出力100万 kW以上になるとどうしても JSWの

鍛造技術に依らなければならない。フランスのEPRが

２基とも三菱重工を通じて JSWの圧力容器を購入した

ことでもわかるように，米国，ロシアにおいても JSW

の話題がしばしば出てくる。07年11月にワシントンで開

催された日米エネルギー会議における筆者の講演タイト

ルも，「JSWについて」で依頼されるほどであった。04

年に始まった懇話会では当初，日本の実力は外国から評

価されているのかという議論があったが，各国を回るう

ちに，そのようなことは杞憂に終わった。予想を超える

評価のされ方であった。

現在，商談が進んでいるのは第一が米国である。例え

ば，テキサス電力から引き合いのあった三菱重工の

USAPWRは日本のAPWRの燃料棒を少し長くして出

力を上げた米国仕様のものである。内定がきまったとき

ちょうどワシントンにいたが，ちょっとした騒ぎだっ

た。なぜ日本製が良いと判断したのかを関係者から聞い

てなるほどと思った。

その翌日，東芝がウェスティングハウスを買収した記

念式典に出席した米国政府の高官たちは，口々に東芝の

姿勢に感動したと話していた。そしてその日の夕刻，日

立がゼネラルエレクトリック（GE）と合弁会社を造るこ

とが決まった。誠に劇的な２日間であった。

フランスの連中と話をしていると，「JSWの14，000ト

ン水圧プレスの威力はすごい」と感じているようで，自

国用だけではなく輸出用も含めてEPRの圧力容器は

JSWに頼みたいといっていた。JSWが2010年までに

14，000トン水圧プレスをもう１基つくり，2010年から

は現在の年間４プラントの製造能力が8．5プラントに増

えることになったことを知らせたとき，大喜びをしてい

た。フランスでも大型プレスをつくってはどうかという

話をしたとき，JSWのように世界の信頼を得るのは大

変である，米国も中国も JSWに頼んでいるではないか

という話にもなった。

最近ではロシアも，市場を国内だけではなく東欧諸

国，インド，中国などへ拡げたいので，100万 kW以上

の大型炉となると，「JSWに頼みたい，いっそのこと日

本の工場を買いたい」とまでいっている。日ソ原子力協

神田 啓治 かんだ・けいじ

エネルギー政策研究所長
京都大学名誉教授
東京工業大学大学院工学研究科博士課
程修了。1966年に京都大学原子炉実験
所へ入所。94年教授（核物質管理学），
96年大学院エネルギー科学研究科教授
（エネルギー政策学）を経て，2002年京
都大学名誉教授。

日本の原子力産業の実力
時論
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力協定の改定をこれだけ急いでいるのは，日本の技術を

本格的に導入したいからと思われる。ロシアは東芝と08

年３月に協定を結んだが，三菱重工，日立とも協定を結

びたがっているようである。外務省は JSWを守るため

に努力している。ロシアについては，「2008年原子力学

会秋の大会」で詳しくお話をすることにしている。

英国は2008年１月に原子力白書を発表し，「気候変動

の緩和とエネルギー供給保障の確保策として，民間に原

子力発電所建設の選択肢を与えることは公益に適してい

る」との政府の暫定的見解を添えた。英国では政策が「白

書」という形で発表され，米国や日本の白書とは意味が

違う。新設炉の候補として，東芝－ウェスティングハウ

スのAP�1000，GE�日立のESBWR，アレバ社のEPR，

カナダのCANDU改良型のACR 1000の型式から決まる

らしいが，タス通信によると，英国とは今あまりいい関

係にないロシアも参加するとしている。原子力発電プラ

ントのビジネスも世界スケールで動き始めている。

話をアジアに向けると，2008年５月に国際原子力展示

会がベトナムで開かれたばかりである。ベトナムは経済

成長の著しい国であるが，エネルギー資源の豊かな国で

あっても原子力発電を導入する方向にあるらしい。プレ

FS（Feasibility Study）と「原子力法」が国会で承認される

のも間近であり，それが完了すればFSが開始されるの

ではないかと日本は期待している。最近のことなのでも

う少し詳しく書くと，ベトナム政府は展示会の後で，総

工費6，000億円をかけて２ヵ所で合計出力400万 kWの

原子力発電所を建設することに決めた。建設開始は2015

年，完成は2020年と見込まれている。ただし，この国で

は党（共産党の一党支配）と政府，首相，国会という組織

の力のバランスがなかなか理解しにくいところがある。

ロシアや韓国もチラチラと参入する気配を示している

が，日本にとって本当のライバルはフランスだけらし

い。米国国務省は，日本がベトナムと協力することにつ

いて前向きである。しかし，インドネシアについては必

ずしも賛意を示していない。なかなか困難そうに見え

る。

アジアといえばやはり中国とインドが大きな市場であ

る。フランス，ロシア，カナダ，韓国など日本以外にも

多くの国が参画して激しい争いが起きるものと思われ

る。フランスは国を挙げて攻めるやり方だが，ロシアの

戦略を聞くと，豊富な資金力を活かして資源を含めた複

雑な方法を考えているように思える。

各国の原子炉メーカー共通の悩みは人材問題である。

我が国も原子力の技術者・研究者が離散しないよう各社

それぞれ工夫をしている。米国では給与を高くして人材

を集めているようであるが，ロシアとフランスは人材不

足を補う格別の方法を考えているように思える。技術の

継承と人材育成は，各国とも資金の調達よりも難しいら

しい。

我が国の新規原子力発電プラントといえば，電源開発

㈱（Jパワー）の大間原子力発電所である。同発電所の特

徴としては，①原子力の青森県に建設されること，②世

界初のフルMOX装荷が計画されていること，③当初は

国策の新型転換炉ATRの実証炉が予定されていたの

に，95年に大議論の末ABWRに変わったこと，④安全

性と核特性を確認するため，仏カダラッシュでフル

MOX�BWRの臨界実験が日本の研究者参加で行われた

こと，⑤2006年に全面的に改訂された耐震設計審査指針

に基づいて審査された初の新設原子炉であること，など

が挙げられる。設置許可は08年４月23日に下り，設計お

よび工事の方法の認可は５月27日に下りたばかりであ

る。設置許可に当たって鈴木篤之原子力安全委員会が談

話を発表しているが，なかなかの名文で彼らしい人柄が

表れていると感じた。

さて，最後になるが，日本の原子力産業の好調はいつ

まで続くのだろうか。2030年になると，日本の原子炉も

建て替え（リプレース）が始まると思われるが，その頃に

なると，海外の原子炉よりも国内用の製造が忙しくなる

のではないか。米国はその頃には日本に技術が追いつ

き，日本とライバル関係になるともいっている。ロシア

その他の国も日本と争うようになるのではないかと思わ

れる。高速増殖炉の開発競争が激化している頃であろ

う。世界に本格的な原子力時代が来るのであろうか。

（2008年 ５月29日 記）
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昨年，白寿を迎えられた伏見康治

先生は４月半ばになって食欲をおと

され，入院の後，５月８日に逝去さ

れました。1909年に生れて百年にわ

たって生きられたことになります。

原子力に関する，先生の第一の功

績は？と問われれば，私は躊躇な

く，原子力平和利用の三原則を提唱

されたことと答えます。軍事目的の

原子力研究は一切行わないための方

策として，民主・自主・公開の三原

則を含む「原子力憲章・伏見案」を日

本学術会議の委員会に提出され

（1954，昭29），その主旨は学術会議

の国内声明となり，やがて原子力基

本法に取り入れられました（1955）。

その後，学術会議は諸学協会と協

同して原子力シンポジウムを３度開

催し，その動きが日本原子力学会の

誕生となりました（1959）。その折

り，先生は世話人の一人として発起

人会に加わり，発足後は理事を務め

られ，後年，会長を務められました

（1975～77）。

1956年，関西地区の大学の共同利

用のため，研究用原子炉の設置が計

画された折りには，大阪大学理学部

長だった先生は，地元住民との折衝

の矢面に立ち，候補地が宇治に始ま

り，高槻，水本村，四条畷に移り，

熊取に落ち着くまでの数年間，心身

をすり減らす経験をされました。

なお，原子力教育の面では，伏見・

大塚訳，グラストン・エドランド著

『原子炉の理論』（1955）がありまし

た。

さらに，核融合の基礎研究のた

め，名古屋大学にプラズマ研究所が

つくられた折りには，先生はその設

立に努力されたばかりでなく，初代

所長を務められました（1961～73）。

原子力行政に関していえば，原子

力委員会の原子炉安全基準専門部会

長を引き受けられて，原子炉立地審

査指針（1964）の制定に尽力されまし

た。

また，いまだに有名な原子力船「む

つ」の放射線漏れ事件は1974年のこ

とでしたが，原子力行政のあり方を

見直すべしという気運が高まり，翌

年，首相の諮問機関として「原子力

行政懇談会」（座長の名をとって通

称：有澤行政懇）が発足しました

が，１年半の間の正式審議回数は34

回に及び，その上，各方面からの意

見を調整する必要から，４名の学識

経験者（伏見康治，向坊 隆，田島英

三，青木賢一の諸氏）からなる通称

賢人会議が設けられて，正式審議の

あった日は，夜食を取って深夜まで

詰めの論議を重ねたと伝えられま

す。その結果として，従来，原子力

委員会のもとにあった原子力安全規

制の機能は分離されて，原子力安全

委員会の誕生となりました。

ところで，世界はいま，地球温暖

化問題をかかえ，さらには石油供給

の不安定と価格高騰に直面して，原

子力発電への期待は急速に高まって

います。けれども，世界的に見れば，

核兵器の脅威からくる制約のため

に，平和利用の健全な発展は容易に

期待しがたい状況にあります。しか

も，そのような時期に，核不拡散条

約（NPT）はすでに崩壊寸前といっ

た状態です。

伏見先生は，かねてから科学者と

社会問題との関わりに強い関心をも

たれ，とりわけ核兵器廃絶と世界平

和のために行動して来られました。

世界平和アピール七人委員会は1980

年代に入って活動が低下しました

が，先生の熱意によって2004年に再

発足することができました。

また，私たちの核拡散問題研究会

（1993）はささやかな集まりですが，

先生はほぼ毎月出席して下さいまし

た。去る３月25日に開かれた第150

回の会合にも，いつも通り電車を

使って参加されましたが，これが最

後のご出席となりました。今となっ

ては，ただ，ひたすら先生のご冥福

をお祈りするばかりです。

（2008年 ５月27日 記）

伏見康治先生を悼む
原子力システム研究懇話会 大塚益比古
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原産協会が東京で第41回年次大会開催，福田首相が原子力で
初の「所感」表明

日本原子力産業協会は４月１５，１６の両日，東京・

港区の東京プリンスホテルで第４１回原産年次大会を

開催，「人類の持続的発展と原子力の果たすべき役

割」を基調テーマに，日本を含む２３ヵ国・地域，３

国際機関から約８９０人が参加した。前回の大会は，

昨年４月９～１２日に青森市で開かれている。

福田総理大臣が所感を表明

今回，現役首相として初めて福田康夫首相が原産

年次大会に出席し，原子力の重要性について発言し

た。開会セッションで，今年７月に自ら議長として

開催するG８洞爺湖サミットに向けて，地球環境問

題やエネルギー・セキュリティー問題を考えると

き，原子力発電を抜きにして実行ある対策を打ち出

すことは極めて困難であることを強調。自ら同サ

ミットで各国首脳に働きかけを行うことを力強く表

明した。

福田首相は１月通常国会の施政方針演説では，基

本方針の中で，「地球環境や資源・エネルギー問題

などにどのような処方箋で対応するのか」との問題

提起を行ったものの，具体的には環境関連，省エネ，

新エネなどの技術開発については言及したが，直接

原子力については触れていなかった。

福田首相は，「近年，エネルギー安全保障の確立

と地球温暖化対策の観点から，世界的な原子力回帰

の動きがある。原子力ルネッサンスといわれるこう

した動きは，わが国が一貫して原子力開発利用を進

めてきたことが，決して間違いではなかったという

ことの証左ではないかと存じております」とも述べ

てきた。

福田首相スピーチの動画は，原産協会HPからご

覧下さい。（http : //www.jaif.or.jp/）

大会全般

まず開会セッションでは，今井敬・当協会会長が

所信表明を行い，「原子力の利用は，地球温暖化対

策のCO２削減に最も有効であり，日本だけでなく，

世界に浸透させなければならないものであります」

と強調し，原子力関係者は，「今，活躍すべき，大

事な時である。その責任は重大であることを肝に銘

じていただきたいと思います」と訴えた。

次いで福田首相が所信表明を行い，原子力開発の

各機関および会員からの情報をもとに編集します。お近くの編集委
員（目次欄掲載）または編集委員会 hensyu@aesj.or.jp まで情報をお
寄せ下さい。資料提供元の記載のない記事は，編集委員会がまとめ
たものです。
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重要性について初めてと言ってよいほど踏み込んだ

発言を行った。

セッション１「持続的発展への条件を問う」の議長

を務めた茅陽一・東京大学名誉教授は，パチャウリ

IPCC議長が急遽，今大会に出席できなくなったこ

ともあり，今大会の基調となる特別講演を行い，「原

子力発電は脱炭素対策のエース」と明言した上で，

今後は発展途上国での拡大をどのように行っていく

かが大きな課題だと指摘した。

次いで，国際エネルギー機関（IEA）の F．グエン

政策顧問が「世界のエネルギー需要の展望とエネル

ギー安全保障」，国際原子力機関（IAEA）の Y．ソコ

ロフ事務局次長が「持続可能な世界のための原子力

発電の重要性」と題して講演した。

両氏とも立場は異なるものの，国際社会から見

て，原子力発電の重要性が今後ますます高まってい

くことは明らかであり，その中でも日本などの果た

す役割はさらに高まるだろうと期待感を示した。

午後からのセッション２「環境とエネルギー―大

規模原子力発電開発と台頭しつつある国の戦略と

は」では，世界の原子力開発をリードするフランス，

ロシア，米国，中国，インド，ブラジル，南アフリ

カ，日本の代表が熱く自国の原子力開発情況を語っ

た。

２日目の午前，セッション３「世界の原子力ルネッ

サンスは本物か」では，米国原子力規制委員会

（NRC）の P．ライオンズ委員から「国際的な規制協

力，安全と安全保障の支え―将来の課題に応える」

との基調講演のあと，R．ウルセル・アレバNP社

長，岡闢俊雄・日本原子力研究開発機構理事長，金

鍾信（キム・ジョンシン）韓国水力原子力社長，A．

カマルディノフ駐日カザフスタン特命全権大使，R．

バンネーメン米国濃縮会社（USEC）上級副社長，I．

レシュコフ・ロシア原子力庁長官補佐官がパネル討

論を行った。

原産年次大会の動画（総集編）は原産協会HPから

ご覧下さい。（http : //www.jaif.or.jp/）

（資料提供：日本原子力産業協会）

原産協会が「メールマガジン」を創刊
原産協会は今年４月から，協会の活動を紹介する

月刊電子メールマガジン（無料）を創刊した。この

メールマガジンは，今年４月まで約２年間発行して

きた「原産協会季報」に代わるもので，毎月１回，２５

日に発行し，その月々の原産協会の活動を紹介する。

インターネットを通じて，会員および原子力関係

者と，一層濃密なコミュニケーションを持つことを

ねらっている。

定期購読を希望される方は，以下のリンクから登

録をお願いします。

https : //reg１８．smp.ne.jp/regist/is?SMPFORM=

pin-ldtik-cc６５５５e７４１f６caf８３５６cc４４８２３１abaa８

（資料提供：日本原子力産業協会）

核不拡散問題検討会，「原子力平和利用推進と核不拡散強化の
ための提言」を町村官房長官に手渡す

また同協会・服部理事長が委員として議論に参加

している核不拡散問題検討会（委員長＝柳井俊二・

元駐米大使）は，「原子力平和利用推進と核不拡散強

化のための提言―地球温暖化とエネルギー安全保障

の同時解決に向けて」を取りまとめ，柳井委員長が

４月１５日，町村信孝官房長官に手渡したほか，４月

１６日に記者会見し，発表した。提言は，外務省，経

済産業省，文部科学省などにも提出し，原子力委員

会には４月２２日の定例会議で報告した。

同提言では，近年の核不拡散上の問題点として，

核不拡散条約（NPT）に加盟していないインド，パ

キスタン，イスラエルの問題，NPTに加盟しなが

ら核開発疑惑がもたれているイラクやイラン問題を

指摘，さらには非国家主体が放射性物質を盗取し，

ダーティ・ボム（汚い爆弾）としての使用することへ

の懸念も指摘している。

そのため提言では，�１国際原子力機関（IAEA）の

検証機能の強化として，保障措置協定の「追加議定
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書」の締結条件化，�２原子力供給国グループ（NSG）

と IAEAが連携し，対象資機材や技術の最終用途や

最終仕向け地の検証体制の創設，�３核拡散の防止は

第一義的には政治的努力の問題であり，技術のみで

防ぐことはできないが，核拡散抵抗性のある技術開

発の促進 などが重要としている。

また，NPT体制を補完する取組みの強化として，

燃料供給保証構想の重要性を指摘した上で，０６年の

IAEA総会の特別イベント時になされた６ヵ国提案

やドイツ提案，日本提案，ロシア提案，英国提案な

どを，「いまやこれをG８等において統合的に検討

し，具体化すべき時期に来ている」と訴えている。

（提言の内容は原産協会HPに掲載）

（資料提供：日本原子力産業協会）

拡大続く世界の原子力発電，運転中は435基に増加 原産協会
が「世界の原子力発電開発の動向」2007�2008年版を発行

２００８年１月１日現在，世界で運転中の原子力発電

所は４３５基，合計出力は３億９，２２４．１万 kW（前年は

４２９基・３億８，７０４．８万 kW）となり，運転中の基数

は６基増，合計出力は前年を約５００万 kW上回り，

過去最高となった（＝表，８頁）。特に，原子力発電

所の合計出力は，既存炉での出力増強や，新規炉の

出力大型化傾向を反映し，１９９８年以降，上昇の一途

をたどっている。

このデータは，原産協会が毎年行っている世界の

電力会社等へのアンケート調査の結果から得られた

もので，原産協会はこの結果を『世界の原子力発電

開発の動向２００７�２００８年版』として４月１７日に刊行し

た。価格は税・送料込みで，７，０００円（会員），１４，０００

円（非会員）。また，原産協会HP（http : //www.jaif.

or.jp/）からその概要を見ることができる。

お問い合わせは原産協会・情報・コミュニケー

ション部（担当：津田，TEL０３�６８１２�７１０３）まで。

（資料提供：日本原子力産業協会）

原子力機構の東海開発センター原子力科学研究所，JRR�3の
米国原子力学会ランドマーク賞受賞記念講演会を開催

日本原子力研究開発機構（原子力機構）の東海研究

開発センター原子力科学研究所（茨城県東海村）は４

月１４日，テクノ交流館「リコッティ」（茨城県東海村）

において JRR�３の米国原子力学会ランドマーク賞

受賞記念講演会を開催した。

当日は，小山田原子力科学研究所長による「研究

炉の半世紀の歩みと今後の展望について」の報告の

後，授賞式があり，ドナルド．C．ヒンツ米国原子

力学会会長から日本原子力研究開発機構の岡闢理事

長に認証プレートの授与が行われた。その後，「役

立つ研究用原子炉と中性子利用」（原子力機構・藤井

保彦），「新しいパワーエレクトロニクスの動向とシ

リコン半導体」（産業技術総合研究所・大橋弘通氏）

の特別講演が行われた。会場は，自治体，原子力関

係者約２００名の参加者で満席となり盛況であった。

原子力機構では，今回の受賞は，日本で初めての

国産原子炉である研究用原子炉「JRR�３」が，４０年

以上にわたる安定かつ安全な運転を通して，わが国

の原子力技術の確立および先進的な中性子科学分野

の進展に貢献したことが評価されるとともに，今

後，産業利用を含めたさらなる貢献への期待が込め

られたものと受け止めている。

（資料提供：日本原子力研究開発機構）

米国原子力学会 ドナルド．C．ヒンツ会長から原子力機構
岡闢理事長へのランドマーク賞の認証プレートの授与の様子
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（情報提供：日本原子力産業協会）

日本原燃，再処理工場のしゅん工時期を 7月に変更
日本原燃は５月２９日，青森県六ヶ所村の再処理工

場のしゅん工時期をこれまでの「０８年５月」から「０８

年７月」に変更する旨を発表した。

同社は，２月１４日からアクティブ試験（実際の使

用済燃料を用いた試験）の最終段階である第５ス

テップを行っている。

しゅん工に向けた最後の課題は，第４ステップに

引き続き高レベル廃液ガラス固化設備の試験である

が，現在は第４ステップで試験を行ったガラス溶融

炉内の残留物の分析・評価や，過去のデータの評価

や実験・解析などにより設備の安定運転条件の検討

を行っており，今後，運転方法に関する報告書を取

りまとめた後，国の委員会等の場での審議・評価を

経た上で同試験を再開する予定としている。

工程変更の理由について，同日，会見を行った兒

島伊佐美社長は，「ガラス固化設備に関しての国の

委員会などでの審議や試験期間を考慮し，総合的に

検討した結果」と述べた。 （資料提供：日本原燃）

海外情報

［欧州］

英仏が規制分野で協力，EPRが
英国での事前審査対象炉型に

英仏首脳は３月２７日，英国で機運が高まる新規原

子力発電所の建設に向け，原子力安全や事前認可等

の分野で緊密に協力することで合意した。英国では

これまでに４炉型の包括的設計審査（GDA）フェー

ズ１を終了。今後，対象炉型数を３炉型へ絞る予定

だが，仏アレバ社製 EPRが審査対象に選ばれるこ

とは確実となった。

英国を訪問したN・サルコジ仏大統領とG・ブラウ

ン英首相の共同声明によると，両国の規制当局は相

互に人員を派遣し，共同で原子力安全，セキュリ

ティ，廃棄物管理，原子炉許認可等を検討。原子力

発電所新設に向けた法規制整備を，効率よく迅速に

進める考えだ。

将来的には，英仏以外の欧州諸国が参加すること

も想定されており，欧州共通の原子力法規制整備に

拡大する可能性もある。

また英仏両国は，国際原子力機関（IAEA）主導の

「核燃料供給保証構想」の実現に向け協力することも

確認している。

仏電力公社（EDF）の英法人 EDFエナジー社は昨

年１０月，「新設に向けた法規制が整備されれば，政

府からの資金援助なしに，EDFエナジー社単体，

あるいは他の出資者と共同で，新規原子力発電所を

運開させることが十分可能」とするパブリック・コ

メントを英政府に提出。①新規建設計画に関する申

請手続きの合理化，②新設サイト特定のための戦略

的サイト評価に関する保証，③採用炉型の事前設計

認可の実施，④新たに生じる放射性廃棄物などバッ

クエンド問題への対応 等の施策を英政府が実施

■施設の安全機能および機器・設備の性能確認

第１ステップ ・せん断・溶解施設のA系列で

PWR燃料により確認

・燃焼度 低～中

・冷却期間 長～中

処理量 約３０トン

第２ステップ ・引き続き，A系列で PWR燃料に

より確認後，BWR燃料について

も確認

・燃焼度 低～中

・冷却期間 長～短

処理量 約６０トン

第３ステップ ・第１，第２ステップで確認した事

項を中心にB系列で確認

・燃焼度 低～高

・冷却期間 長～短

処理量 約７０トン

■工場全体の安全機能および運転性能確認

第４ステップ ・工場全体の処理性能等を PWR燃

料により確認

・燃焼度 高

・冷却期間 中～短

処理量 約１１０トン

第５ステップ ・工場全体の処理性能等をBWR燃

料により確認

・燃焼度 低～高

・冷却期間 長～短

処理量 約１６０トン
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すれば，２０１７年までに初号機を，２０２５年までに計４

基の EPRを英国で運開させるとの自信を示してい

た。英仏首脳の今回の合意は，ほぼ EDFエナジー

社の要求に沿った形となっている。

英国では４月末をメドにGDA審査対象を，①カ

ナダ原子力公社（AECL）製 ACR１０００（１２０万 kW），

②仏アレバ社製 EPR（１６０万 kW），③米GE日立

ニュークリア・エナジー社（GEH）製 ESBWR（１５５

万 kW），④米ウェスチングハウス社製AP１０００（１１０

万 kW） の４炉型から３炉型に絞る予定だが，

今回の英仏合意により EPRが審査対象の３炉型に

選ばれることは，ほぼ確実となった。

エネ大臣は原子力の大幅拡大を主張

一方，英ビジネス・企業・規制改革省（BERR）の

J・ハットン・エネルギー担当大臣は３月２６日，原

子力発電所新設は大規模に実施すべきであり，その

経済効果は英産業界にとって北海油田開発以来，最

大規模になるとの考えを示した。

英国最大の労組ユナイトが主催する国際会議に出

席した同大臣は，「地球温暖化対策に真剣に取り組

み，英国のエネルギー・セキュリティを可能な限り

確保するためには，原子力発電を大幅に拡大する必

要がある」と言明。そして，欧州の原子力ルネッサ

ンスを牽引するためにも，英国の総発電電力量の約

２０％を供給する既存の原子力発電所をリプレースす

るだけではなく，英国内で大規模な新規建設を実施

すべきとの自説を展開した。

ハットン大臣は，原子力発電の安全性は十二分に

証明されていると指摘し，廃棄物処分問題について

も，「処分方法はすでに決定しており，後は処分場

を決めるだけになっている」と強調。原子力発電に

対する技術面での懸念は払拭されているとの見方を

示した。

また大臣は，原子力発電所の建設は既存炉のリプ

レース分だけでもヒースロー空港の新第５ターミナ

ル建設の３倍もの工事規模であり，１万人分の雇用

を生み，経済効果は２００億ポンドに達するとの試算

を示した。

CANDU炉は不利に

なおユナイトは同日，英国で採用される炉型につ

いて声明を発表し，世界標準となる炉型を選択する

よう要望した。英国産業界が世界標準炉の建設およ

び運転に精通することで，製品およびサービスの海

外輸出が見込める，との考えだ。

EPRは，すでにフィンランドとフランスで，実

機の建設を開始している。ESBWRと AP１０００も，

米国や中国で新設プロジェクトが存在している。

これに対し，カナダ原子力公社（AECL）製の最新

型CANDU炉であるACR１０００は，カナダ国内以外

での新設プロジェクトがなく，不利な立場に立たさ

れることになりそうだ。

［フランス］

アレバ社，ウラン採鉱量を 5年で
倍増へ

フランスのアレバ社はこのほど，エンジニアリン

グ大手テクニップ社とパートナーシップ協定を締

結。アレバ社のウラン生産量は年間６，０００トン（２００７

年実績）だが，同協定により，今後５年間で年間生

産量を倍増させると意気込んでいる。

具体的には，アレバ社傘下のSGN社が，テクニッ

プ社と合弁会社TSUプロジェクト社を設立。３０億

ユーロを投じて，アフリカ地域を中心に１０鉱山を新

規に開発する。１０鉱山の中でも特に，イモーラレン

鉱山（ニジェール）と，トレッコピー鉱山（ナミビア）

の開発を加速させるという。

［トルコ］

トルコ・アックユ発電所の初号機
建設で国際入札開始

トルコ電力公社（TEAS）は３月２４日，トルコ初と

なる原子力発電所の初号機建設について国際入札を

開始した。入札期限は９月２４日。TEASの計画では，

地中海沿岸のアックユ地点に３基（合計出力４００万

kW）を建設するという。これまで候補に挙がって

いた黒海沿岸のシノップ地点は撤回されたようだ。

トルコでは昨年，「原子力発電所の建設・運転・

売電に関する法案」が成立し，新規原子力発電所の

運開後１５年間，配電認可を持つすべての電力会社

が，原子力発電による電力を一定量購入するよう義

務付けられた。これにより原子力発電所の運転者（も

しくは出資者）は一定額の回収が保証されることに
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なる。

エネルギー資源に恵まれないトルコは，イランや

ロシアからの天然ガス供給に頼らざるを得ないのが

現状だ。R･T・エルドアン首相は「２０１５年までに初号

機を運開させる」と宣言しており，H・ギュレル・エ

ネルギー天然資源相も「２０年内に総発電電力量に占

める原子力シェアを２０％にする」との目標を掲げて

いる。

アックユ 1号機に 4社が応札

またTEASはこのほど，すでに４社が応札して

いることを明らかにした。

入札しているのは，カナダ原子力公社（AECL），

仏建設大手VINCI 社，仏スエズ社，伊藤忠の４社。

応札者は，トルコ企業とコンソーシアムを組むこと

を義務付けられている。

TEASによると，そのほかにも仏アレバ社，韓国

電力，ロシアおよび米企業が関心を示しているとい

う。

［エジプト］

原子力導入計画にロシアも参画

エジプトのH・ムバラク大統領のロシア訪問に合

わせ，H・ユーネス・エジプト電力・エネルギー相

とS・キリエンコ・ロシア原子力庁長官は３月２５

日，懸案となっていた原子力協力協定を締結。これ

によりエジプトが計画する原子力発電導入計画に，

ロシアも参画することができる。

ムバラク大統領は昨年１０月，原子力発電開発プロ

グラムに着手することを正式に発表。エネルギー源

を多様化させることにより，石油やガス資源を将来

世代に遺すと明言。諸外国の協力や国際原子力機関

（IAEA）の支援を仰ぎながら，核不拡散の観点から

透明性を持った枠組みの中で，初号機を運開させる

意向を明らかにしている。建設する基数や炉型，着

工時期などの詳細は不明。

［バーレーン］

米国と原子力協力で覚書

米国務省のC・ライス長官とバーレーンのK・ハリ

ファ外相はこのほど，原子力発電に関する協力覚書

（MOU）を締結した。バーレーンのエネルギー供給

安定性とエネルギー源多様化を確保することがねら

い。

駐米バーレーン大使館の声明によると，同国は

IAEAおよびNPTの枠組み内で原子力発電開発を

実施する計画。

アラブ諸国は近年，原子力発電開発に意欲を見せ

ており，４月６日からエジプトのカイロで開催され

る原子力発電に関するワークショップには，バー

レーン，エジプト，サウジアラビア，アラブ首長国

連邦，ヨルダン，アルジェリア，スーダン，シリア

のエネルギー担当大臣が出席するという。同ワーク

ショップは IAEAの助言に従い，２０２０年までの原子

力発電開発計画の立案を目指したもの。

アラブ諸国は原子力導入の理由として「増大する

電力需要や海水脱塩」を挙げているが，イランが推

進する原子力発電開発計画に対する政治的な牽制と

の見方も依然として強い。

［米国］

COL申請，月末までに計 9件15基

米国で３月３１日，新たに２件の建設・運転一体認

可（COL）が，原子力規制委員会（NRC）に申請され

た。部分申請の２件を含め，これまでにCOLが申

請された新規原子力発電所建設プロジェクトは，こ

れで９件１５基になった。

ボーグル・サイト

サザン・ニュークリア・オペレーティング社

（SNC，サザン・カンパニーの子会社）はアルビン・

W・ボーグル原子力発電所サイト（ジョージア州）を

対象としたCOLを，NRCへ申請。AP１０００を２基

建設することを想定している。

SNCの B・ビーズリー社長兼CEOは，「ジョージ

ア州では２０１５年以降に電力需要が大幅に増加する」

との見通しを示し，「原子力発電は，環境影響が小

さく，安全で，供給安定性が高く，コストの低い電

源。今回のCOL申請により，将来の電力需要に対

し原子力オプションを保持することができる」と

語った。

SNCは２００６年８月，ボーグル・サイトを対象と
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した事前サイト許可（ESP）も NRCに申請してお

り，現在審査中である。ESPを取得すれば，COL

手続きが大幅に効率化され，早期にCOLを取得で

きると見込まれている。

サザン・カンパニーは，原子力発電所の新規建設

をめざしてCOLの実証を目的としたコンソーシア

ムであるニュースタート・エナジー・デベロップメ

ントのメンバー企業。昨年５月には，デューク・エ

ナジーと共同で進めていたウィリアム・ステイツ・

リー３原子力発電所プロジェクトから撤退。ボーグ

ル・サイトでのプロジェクトに，資金と人材を集中

する方針を明らかにしていた。

サマー・サイト

サウスカロライナ・エレクトリック＆ガス社

（SCE&G）とサンティ・クーパー社も３月３１日，サ

ウスカロライナ州のバージル・C・サマー原子力発

電所サイトを対象としたCOLを，NRCへ申請し

た。こちらも同じく，AP１０００の２基増設すること

を想定している。

SCE&Gの K・マーシュ社長は，「正式に建設を決

定したわけではない」としながらも，「原子力発電は

安全でCO２を排出せず，サウスカロライナ州にとっ

て正しい判断」と強調。サンティ・クーパー社の L・

カーター社長兼CEOも，「サウスカロライナ州の

電力需要が増大する中で，原子力発電は電力供給の

カギとなる」とした上で，今回のCOL申請は，原

子力発電を引き続きオプションとして堅持する姿勢

を示すものと指摘した。

両社は早ければ２０１１年にもCOLを取得。サウス

カロライナ州公益事業委員会等の承認を得れば，

COLの取得直後に着工し，ベースロード電源の需

要増が予測される２０１６年頃に初号機を運開させたい

考えだ。

SCE&Gも，ニュースタート・エナジー・デベ

ロップメントのメンバー企業だ。

資器材調達も

なおSCE&Gは４月１日，同プロジェクトの実

施に必要な主要資器材の調達で，ウェスチングハウ

ス社およびショー・グループと合意したことを発表

した。AP１０００の建設に必要な大型鍛造品や，工程

上重要な原子炉やタービンの部品など，調達のリー

ドタイムが長い資器材を確保するのが狙いだ。

マーシュ社長は，資器材調達はプロジェクト・ス

ケジュールの順守に欠かせない要素と指摘し，「１

日も早く正式なエンジニアリング・資器材調達・建

設（EPC）契約を締結したい」との意向を明らかにし

ている。

ウェスチングハウス社のS・トリッチ社長兼CEO

は今回の合意を，「米国の原子力ルネッサンスに向

けた大きな一歩」だとして，EPC契約の締結に向

け，３者で詳細を詰めていくと語った。

世界的に原子力発電所の建設が拡大する中，大型

鍛造品等の供給不足は十分に起こりうる事態だ。プ

ロジェクト・スケジュールの遅延により泥沼に落ち

込んだ過去のある米電力業界にとって，スケジュー

ルの順守は最重要事項となっている。

［カナダ］

AECLは国内に専念
最新型 CANDU炉事業で方針転換

カナダ原子力公社（AECL）は４月４日，ACR１０００

の販売および許認可取得に向けた事業戦略を転換。

カナダ国内での事業に集中することを発表した。

AECLは，新規建設の機運が高まる英国でのACR

１０００採用を目指し，英当局に事前設計認可を申請し

ていたが，今回の戦略転換に従い申請を取り下げた

ことも明らかにした。

AECLの H・マクディアミド理事長兼CEOは，

「新規原子力発電所建設プロジェクトが浮上してい

るいくつかの州で，ACR１０００の採用が検討されて

いる」と指摘。「カナダ国内でACR１０００を建設する

ことが，世界市場で成功する最良の選択」と強調し

た。

なおACR１０００は，世界の原子力発電市場では不

利な立場にある。世界的に大勢を占める軽水炉では

なく，カナダ式重水炉（CANDU）という独特な炉型

であることに加え，近年，世界市場を他社に席巻さ

れ，カナダ国外での新規建設プロジェクトに採用実

績がないことが原因だ。

新規建設を検討する国や事業者にとって，採用炉

型が世界的な標準炉であることは，建設コスト削減

の観点だけでなく，設計審査や規制の観点からも大

きな意味を持つ。また標準炉の建設および運転に精
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通することで，製品およびサービスの海外輸出の可

能性も開かれる。

世界最大の原子力発電国である米国では，現在多

数の新規建設プロジェクトが乱立しているが，米国

での採用炉型は，ウェスチングハウス社製AP

１０００，東芝製ABWR，GE日立製 ESBWR，仏アレ

バ社製 EPR，三菱重工製APWRが占めており，最

新型CANDU炉であるACR１０００の採用は見込めな

いのが現状だ。加えて英国ではさきごろ，英仏の規

制機関の協力強化が発表され，事前設計認可の今後

の審査対象からACR１０００が除外されることは確実

視されていた。

AECLにとって頭が痛いことに，カナダ国内での

新規建設プロジェクトでのACR１０００の採用も，不

透明な状況にある。オンタリオ州やアルバータ州で

のプロジェクトは，経済性の観点から，必ずしも

CANDU炉にこだわらない姿勢を示している。唯一

同炉の採用を宣言しているニューブランズウィック

州でのプロジェクトも，ビアビリティ・スタディ（事

業可能性調査）では，同炉が建設／運転実績がない

点を指摘し，経済性を疑問視する報告が出されてい

る。

こうなるとAECLは，一刻も早く国内でのACR

１０００建設プロジェクトを実現させ，スケジュール通

り，予算通りに建設を実施してみせるしかないだろ

う。EPRを採用したフィンランドのオルキルオト

３号機の建設スケジュールが，ずるずると遅延して

いることは周知の事実であり，AECLはそこにわず

かな勝機を見い出せる。そしてACR１０００の好調な

運転実績を示すことが，世界市場へのなによりのア

ピールとなる。

カナダ国外でCANDU炉は，アルゼンチン，中

国，韓国，パキスタン，ルーマニアの５ヵ国で計１０

基が運転中だ。アルゼンチンでは，CANDU６（７０

万 kW級）の新規建設へ向けた動きも活発化してい

る。AECLは，「CANDU６については今後も国際

展開を継続する」と強調している。
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1．はじめに

経済協力開発機構（Organization for Economic Coop-

eration and Development）�原子力機関（Nuclear Energy

Agency）（本文においては以降（OECD�NEA）と略記す

る）は本年２月１日にその創立50周年を迎えた。その前

身であるOEEC（Organization for European Economic

Cooperation：欧州経済協力機構）が設立された時期

（1948年４月16日）までさかのぼると60周年になる。これ

を記念して，ANS Nuclear News は2008年２月号で標記

の記念記事を特集した。

この記事の著者，Dr. Gail H. Marcus を紹介する。女

史はANSの元会長であり，日本の原子力安全委員会に

駐在されたこともあり，また東京工業大学の原子炉工学

研究所に滞在されたこともある知日家である。さらに，

Dr. Marcus は2004年４月から2007年３月までOECD�

NEAの総括事務次長（Deputy Director General）をされ

ており，この記事をまとめるには最適の人である。

2．OEEC時代

OECD�NEA，IAEAなどの原子力関連の国際機関は

1940年台にその萌芽を見ており，この記事はその当時の

ことを理解するために大変役に立つ。

第２次世界大戦終了後，荒廃した欧州の復興計画とし

てマーシャルプランが立ち上げられ，多額の（計画終了

までに125億ドル）資金が欧州（西側）諸国の復興に供給さ

れた。この計画をマネージする機関としてOEECが設

立された。

1953年，OEEC理事会は戦後のヨーロッパにおける

エネルギー供給問題の解決をするための方策の検討を

行った。この報告書は1955年５月のOECC理事会に報

告されたが，それには「原子力エネルギーの利用の重要

性」が述べられており，また，そのために欧州諸国の協

力の必要性が強調されたものであった。

この報告書の内容に対応するため，1956年に OEEC

理事会は臨時にワーキンググループを設置し，OEEC

の取るべき「原子力エネルギー利用方策」について検討す

ることとした。この検討結果を受け，OEEC理事会は

欧州原子力機関（European Nuclear Energy Agency :

ENEA）を設立することし，ENEAは1958年２月１日に

発足した。

ENEAは欧州のための組織であったので欧州以外の

国は正式には参加していなかった。当初のメンバーは，

オーストリア，ベルギー，デンマーク，フランス，西ド

イツ，ギリシャ，アイスランド，アイルランド，イタリ

ア，ルクセンブルグ，オランダ，ノルウェー，ポルトガ

ル，スウェーデン，スイス，トルコ，スペインの17ヵ国

であった。ただし，米国とカナダは準加盟国として当初

よりENEAに協力していた。

ENEAが設立された時，ENEAは原子力の平和利用

に関する協力を行うことにあった。中でも，次の３つに

重点が置かれた。

� 共同プロジェクトの設立

� 各国の法制上の違いの調和を図る

� 各国のプロジェクトを検討・協議し，調和を図る

ための場を提供する

1950年代は各国の原子力開発計画が形成されるのと並

行して，

① 欧州原子力機関（ENEA）

② ヨーロッパ原子力共同体（Euratom）

③ 国際原子力機関（IAEA）

などが続々と設立された時代でもあった。

3．OECDへの移行とその後

OEECの下で1950年代も法制度の整備，安全問題，

放射線防護などの問題が検討され，後にプロジェクトと

なる「ユーロケミック計画」，「ドラゴン計画」，「ハルデ

ン計画」などの芽も育てられた。IAEA，ENEAが設立

され，世界の原子力発電も拡張し欧米以外でも原子力の

利用が拡大して来た時，日本も原子力技術大国への道を

歩んでいた。 また，世界経済への日本の影響力も無視

し得ない時代に入りつつあった。

このような状況の下，日本は1965年 OECDに準加盟

し，また，1972年４月には正式加盟した。これは欧米以

外の国がOECDのメンバーとなった最初の例であり，

これに伴い，機関名は，ENEAから「European」の字が

消え，NEAと改称されることとなった。

OECD�NEAとなった後の活動については，よく知ら

れているところであり，また，特集記事の中に「NEA年

表」として良くまとめられている。記事から読み取れる

ように，OECD�NEAの活動は最初は欧州のために始ま

り，原子力国際協力の例となった。その後，日本など西

側諸国の加盟があり，加盟国の増加（現在28ヵ国）とこれ

に対処するために組織改善とその効率的運用が図られ

た。さらに，IAEAなど他の国際機関との協力の強化，

NN The OECD Nuclear Energy Agency at 50
ewsを見てuclear 2008年２月号 p.27�33

Dr. Gail H. Marcusの“The OECD Nuclear Energy Agency at 50”を読んで
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GIF（Generation-IV International Forum）の事務局を務

める，など国際協力の幅を広げている。

4．おわりに
OECD�NEAは小ぢんまりした組織であるが，その各

種委員会の活動は加盟国から年間3，600名の参加を得，

その成果は世界的に高く評価されている。さらに，OECD

は2007年５月に，チリ，エストニア，イスラエル，ロシ

ア，スロベニアなどと加盟交渉を開始すると発表した。

予想される新規加盟国のうち，原子力に関心のある国は

NEAに加盟することも考えられる。

50周年は次の50年の始まりである。現在多くの国際協

力の必要性が喧伝されている。よく歴史を理解し，正し

い次の国際協力に備えたいものである。

（日本原子力産業協会・植松邦彦，

2008年３月23日記）

学会誌への投稿原稿採否に関する判断条件

2006年11月 編集委員会

編集委員会では，会員の皆様から寄せられる投稿原稿，投書には，謙虚に耳を傾け誠実に対応するようにしてい

ます。

記事の内容については，著者に責任がありますが，学会誌へ投稿された原稿を記事として掲載するかどうかにつ

いては，編集委員会が判断いたします。

編集委員会が以下のいずれかに該当すると判断した投稿原稿，投書については，記事として掲載することをお断

りすることにしています。

（１） 事実を無視し，あるいは歪曲した意見。

（２） 文章に論理性がなく，意味不明な場合。

（３） 掲載することにより，学会の品位に傷がつく恐れがある場合。

（４） 良識に欠けると思われる意見。例えば，個人あるいは組織への中傷・誹謗，一方的な極め付けなど。

（５） 美醜，好悪に類する判断が求められている場合。

（６） すでに掲載された記事と同じ内容を繰り返し主張している場合。

（７） 商業的な広告・宣伝などを目的とする場合。

（８） 会員にとって掲載する意味がない。

（９） 内容がタイムリーでない。

（10） 内容が正しいかどうか判断できない。

（11） 関係する機関の了解が得られていない。

なお，「原著者または編集委員会に対する非常識な要求（例えば，極めて短い期限での返答を求めていたり，守秘

義務に反する情報開示を求めていたりする場合など）」が求められた場合には，編集委員会としては投書に対し，返

答できかねる場合があります。

以上

（註）

学会誌2003年２月号，50頁に掲載した「投稿記事の学会誌への掲載について」の７項目に（８），（９），（10），（11）の

４項目を追加した。この４項目は，学会誌2006年９月号，71頁の From Editors に掲載済み。
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1．はじめに
我が国の原子力界は「原子力立国計画」で原子力推進の

方針を明確に打ち出しているものの，原子力に対する国

民の十分な理解が得られていないことなど多くの課題を

抱えているのが実情です。

こうした状況を踏まえて，当学会としてもこの１年

間，理事会運営ボードを軸に，「迅速に判断し，活動・

行動する学会」として，原子力界の発展に積極的に関与

することを心掛けて活動してきました。そのなかで，平

成17年度企画委員会（田中知委員長）がまとめた「理念・

ビジョン」を基礎として，学会の果たすべき役割につい

て，社会に対するつとめと会員活動支援の両面から検討

を行い，「日本原子力学会の行動指針」（別表）をまとめま

した。その指針に照らしていくつかの新しい取組みを進

めてきましたので，ここに報告します。

2．行動指針：社会に対するつとめ
ここ２，３年，国の一斉点検の結果判明した不適切な

事象や中越沖地震の発生等によって，原子力安全に関す

る社会の関心がますます大きくなっています。学会とし

てこうした社会からの要請に答えるべく，以前から標準

委員会における標準作成等の活動を精力的に進めてきま

したが，このような持続的な活動に加え，原子力安全に

対する新たな取組みを開始しました。まず志賀一号炉の

臨界事象に関して，多様な専門家からなる調査委員会を

組織して調査分析を行い，「制御棒引き抜け事象調査委

員会」報告書（平成20年３月）をまとめたところです。続

いて，平成20年３月には「原子力発電所地震安全」特別専

門委員会を立ち上げました。同委員会では，中越沖地震

などで得られた知見や教訓をもとに，関連する他学会（機

械学会，地震工学会）と連携して，技術課題の摘出・検

討，研究・開発のロードマップの策定，規格・基準に反

映すべき事項等についての提言を行います。

さらに，平成20年６月には原子力安全部会を設置し

て，個別技術分野に関する各部会，専門委員会の取組み

を横断的に見るとともに，学会内外の知見や活動を集約

し，社会へのわかりやすい説明を行う機能を強化しよう

としています。

一方，制定から半世紀を経過し，この間，抜本的な改

正のなされてこなかった原子力関連の法令について，原

子力施設の安全な利用の観点から実情を踏まえて整備・

見直しをするべく，平成20年２月に“原子力法制の在り

方”検討委員会が発足しました。

平成20年度からは，また，広報情報委員会を中心に，

社会的影響の観点で重要な事項について技術的見解をま

とめる作業を始めます。学会員としての立場で意見を求

められる際に，共通の理解に基づいてわかりやすい説明

が行えるようにすることをねらっています。このような

活動はすでに米国原子力学会等でも行われているところ

ですが，当学会ではこれまで取組みが弱かった部分とし

て，今後強化が望まれます。このような活動の一環とし

て，洞爺湖サミットに合わせ，４月17日には日本原子力

学会声明「地球のためのクールエネルギー原子力」を公表

しました。

上記のような諸活動を活発化することで，今後時宜に

応じた情報を発信してゆき，学会として存在感を高めて

いくことが重要と考えます。各部会，支部，専門委員会

の積極的な協力をお願いします。

平成19年11月の原子力委員会決定の中に「学会等は，

異常事象に関する事業者等の発信情報や報道内容等に対

して専門家の見解が求められる場合には，国や事業者か

ら独立した中立的な立場から適宜にわかりやすい解説を

することができるような窓口として原子力110番を設置

するなど，体制の整備について検討することを期待す

る。」との記述がなされました。原子力学会として，この

ような期待にどのような形で応えることができるか，企

画委員会を中心に検討を開始したところです。

3．行動指針：会員活動への支援
部会，専門委員会活動が活発に行われることは，学会

の学術レベルの向上にとって欠かすことのできない大切

な要素です。一人でも多くの会員の方が，原子力学会の

複数部会に加入していただきやすいよう，多数部会加入

の際の部会費軽減を図りました。

また，学会の発展のためには，幅広い分野で様々な仕

事に従事している会員のひとりひとりにとって，学会に

加入していることの意義が感じられることが必要です。

学会として機能強化すべき課題として，職業人の継続教

育への取組みがあります。技術者の自己研鑽を助ける手

段としてCPD（Continuing Professional Development）

制度を原子力学会として導入し，この５月から運用を開

始するとともに，技術者の標準への理解を深めるなど，

企業の現場の技術者を対象にした継続教育セミナーも今

後企画してゆきます。また，原子力を学ぶ学業優秀な学

08年春の年会 理事会セッション

日本原子力学会の行動指針と新しい取組み
「迅速に判断し，活動・行動する学会」を目指したこの一年の活動と成果
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生を対象とした「フェロー賞」を新設するなど，学生・若

手会員の育成・奨励にも注力しています。

これら諸活動を支えていく上で，学会の財政的基盤を

強化することも大切なことです。これに関しては，会員

増強に向けた継続的努力とともに，平成19年11月から関

係８部会の協力を得て，新規受託事業推進タスクグルー

プが活動を始めています。また，会員サービスの向上と

事務局業務の効率化を図るべく，情報 IT化を推進して

います。

4．50周年を迎えるにあたり
平成21年２月には本学会創立50周年を迎えます。大き

な節目として，それにふさわしい記念事業を計画してい

ます。平成21年４月中旬には記念式典・講演会を予定し

ており，これに合わせて，学会誌記念特集号を発刊しま

す。さらに，中堅，若手を中心とした，夢のある原子力

の将来ビジョンの策定にも着手しました。また，この機

会に，原子力に携わる一人でも多くの方に会員になって

いただくべく，この１年を“会員増強キャンペーン”期間

としました。

5．む す び に
ここ数年，当学会の性格が，これまでの会員相互の学

術面での研鑽を中心としたものに加えて，産官学が連携

して，我が国原子力界のかかえる課題に正面から向き合

い，社会への主体性を持った働きかけをも期待される組

織集団へと変化してきています。この１年間はこうした

方向に向けて学会が大きく一歩を踏み出した年だと思い

ます。今後，こうした動きをより着実なものとし，時代

に即した学会として存在感を示せるよう，会員の皆さん

全員のご協力をお願いするしだいです。

（�日本原子力学会前会長 河原 鳫，2008年 ５月23日 記）

日本原子力学会の行動指針

日本原子力学会は，原子力の平和利用に関する学術および技術の進歩を図り，会員相互および国内外の

関連学術団体等との連絡協力等を行い，原子力の開発発展に寄与することを目的とした組織である。設立

50周年を迎えるにあたり，今後も不断の自己改革により，常に魅力的な学会であり続けるために，行動指

針として，以下のことを定める。

【日本原子力学会の理念，ビジョン】
１．原子力の平和利用を通じて，人類の福祉と持続的発展に貢献する。

２．原子力分野の学術および技術レベルの維持・向上に貢献するアカデミックかつプロフェッショナル

な集団となる。

３．高い倫理観を持つ会員で構成され，存在感がある学会となる。

４．人材育成，学生支援により，次世代の研究者，技術者育成に貢献する。

５．国際関係を重視し，国際的学協会との連携，特にアジア地区との連携に貢献する。

６．公平，公正，透明な議論の場となり，国民・地域社会に対して，原子力に関する技術情報の最も信

頼できる情報源となる。

【日本原子力学会の社会に対するつとめ】
１．標準策定を推進する。

２．産官学にまたがる研究開発のロードマップ作成を推進する。

３．トラブル発生時に的確な知識を迅速に発信する。

４．原子力技術に関する政策提言に積極的に関与する。

５．前各号の活動を通じて，原子力と国民・地域社会との共生につとめる。

【日本原子力学会による会員活動への支援】
１．原子力の学術レベル向上のための活動

２．原子力施設の安全性・信頼性の維持・向上のための活動

３．専門能力維持・向上のための活動

４．原子力分野の教育訓練システムの開発・定着のための活動

以 上
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Ⅰ．は じ め に

核融合は，２個の軽い原子核が衝突・融合して，より

重い原子核に変わる原子核反応であり，太陽や恒星のエ

ネルギーの源でもある。我々人類は，古代より太陽光を

利用してきたが，太陽のエネルギーが核融合反応に基づ

いていることが発見された後，この核融合エネルギーを

地上で実現しようという研究が始められた。地球上で核

融合を実現する場合は，第 1図に示すように，軽い原子

核として重水素Dと３重水素（トリチウム）Tを利用す

るのが反応を起こしやすいうえ，反応の結果発生するエ

ネルギーも大きい。

D＋T→He４（3．5 MeV）＋n（14．1 MeV） （１）

したがって，この反応を制御して起こし，発生するエネ

ルギーを利用するのが，現在，最も有望視されている核

融合の方式である。

重水素は，海水中に無尽蔵といっていいほど存在す

る。トリチウムについては，やはり地中や海水中に多く

存在するリチウムを，核融合反応部を取り囲むように設

置されたブランケットと呼ばれる機器（第１図参照）の内

部に充填しておき，前述の核融合で発生する中性子を当

てて核融合反応で消費した量より多くのトリチウムを生

産する（トリチウム増殖という）。したがって，燃料資源

的には豊富かつ偏りなく存在するエネルギー源である。

さらに，核融合エネルギーは，発電の過程で炭酸ガスの

発生がなく，地球温暖化防止の観点からも優れている。

このほか，低レベル放射性廃棄物は発生するものの高レ

ベル放射性廃棄物の発生がない，核的暴走がない，「シ

ステムに内包する拡散性の放射性物質がすべて施設外に

放出される」という想定困難な事態を仮定して評価され

る潜在的放射線リスクが同出力の原子炉に比べて桁外れ

に低い，などの優れた特徴を有する。そのため，21世紀

後半のエネルギー問題を解決する革新的エネルギーの候

補として，核融合研究開発が進められている。

人類が制御し利用可能な核融合反応を起こすために

は，重水素とトリチウムの希薄な混合燃料を１億度以上

の超高温にして核融合反応率を上げることが必要であ

る。燃料を効率よく加熱して１億度以上に維持するため

Fusion Research and Development in the ITER（Ⅰ）:
Hiromasa NINOMIYA,Hirotaka KUBO, Masato AKIBA.
（2008年 ５月７日 受理）

世界の主要国は，地球規模のエネルギー環境問題を解決する一つの方策として，核融合エネ

ルギーの実現に向けた研究開発に力を入れている。この研究開発を国際プロジェクトとして進

める国際熱核融合実験炉（ITER）の協定が2007年10月に成立し，活動が開始された。また，ITER

計画を支援するとともに核融合エネルギーの早期の実現に向けた幅広いアプローチ活動も日欧

共同事業として開始された。このような状況にある世界の核融合研究開発の状況について２回

に分けて解説する。１回目の今回は，核融合研究開発の意義，世界で取り組まれてきた研究開

発の課題とその成果，および ITER計画や幅広いアプローチ活動の現況について解説し，次回

は ITER計画や幅広いアプローチ活動を中心とした核融合研究開発課題に対するわが国の取組

みを中心に解説する。

第 1図 DT核融合反応とブランケットの原理

我が国の最先端原子力研究開発
シリーズ解説 第 1回

ITER時代を迎えた核融合研究開発（Ⅰ）

日本原子力研究開発機構 二宮博正，久保博孝，秋場真人
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には，燃料の持つ熱エネルギーが外部に逃げにくい（保

温性の良い）状態にする必要がある。このような超高温

では，すべての物質は電子と原子核（イオン）が互いに分

離した荷電粒子の集合体（プラズマ）になる。そこで，荷

電粒子が磁力線に巻き付く性質を利用して，コイルで発

生した強力な磁場空間に燃料プラズマを容器壁から浮か

して熱が逃げにくいように閉じ込める「磁場閉じ込め方

式」が考案され，研究開発が進められてきた。磁場閉じ

込め方式には，閉じ込め磁場の形状や生成方法によりト

カマク型，ヘリカル型，逆磁場ピンチ型，ミラー型など

がある。一方，磁場閉じ込め方式と全く異なる方式とし

て，レーザーなどで燃料を爆発させ，その時の瞬間的な

反力（爆縮）で高温高密度プラズマを生成する慣性閉じ込

め方式の研究開発も進められている。現在のところトカ

マク型による研究開発が最も高いプラズマ性能を達成し

ており，Ⅳ章で詳しく紹介する世界の主要国の国際協力

で進められている国際熱核融合実験炉（ITER）もトカマ

ク型である。このため本稿では，誌面の制約もあるので

トカマク型について解説する。

Ⅱ．核融合研究の開発課題

トカマクでは，第 2図に示すように，強いドーナツ状

の磁場（トロイダル磁場）をトロイダル磁場コイルで作

り，ドーナツ状のプラズマ中に流した電流（プラズマ電

流）が作る磁場との合成でねじれた磁力線を作り，プラ

ズマを閉じ込める。プラズマ電流は，電磁誘導を用い

て，１次巻き線に相当するドーナツ方向に電流を流すコ

イル（ポロイダル磁場コイル）の電流を変化させ，２次巻

き線に相当するプラズマに電流を流す。

核融合反応を起こすためには，プラズマの温度を１億

度以上にするとともに，重水素とトリチウムの衝突頻度

を上げるためプラズマの密度も高くする必要がある。加

えて，温度の冷えにくさの指標であるエネルギー閉じ込

め時間を長くする必要がある。このような研究をプラズ

マ閉じ込め研究と呼び，最も基本となる研究課題であ

る。プラズマの温度を１億度以上にするためには，水に

熱湯を注ぎ，温度を上げるのと同じ原理で高エネルギー

の中性粒子ビームをプラズマに入射する，あるいは電子

レンジで食物を温めるのと同じ原理で高周波の電波を入

射するが，これらを外部加熱という。一方，核融合反応

が起こると，反応の結果発生するヘリウムHe（以降「ア

ルファ粒子」という）のもつエネルギーを加熱に利用でき

る。このアルファ粒子による加熱の割合が外部加熱の割

合より十分大きな状態のプラズマを燃焼プラズマとい

う。燃焼プラズマを実現し，長く持続させることが核融

合エネルギー実証のための最も重要な研究課題である。

トカマク固有の課題としては，プラズマ電流は直流で

あるため，電磁誘導のみでプラズマ電流を長い時間にわ

たり流し続けることは原理的に不可能である。このた

め，高周波や中性粒子ビームを入射することでプラズマ

電流を流す電流駆動の研究開発が必要である。さらに，

核融合反応の出力密度を上げて装置の小型化を目指した

研究（高ベータ化研究）や，目的とするプラズマを持続し

続ける定常化研究も重要である。これらプラズマに係わ

る課題を総称して炉心プラズマ研究開発という。

一方，トカマク装置を構成する機器の開発も重要であ

る。トカマク型核融合発電プラントの仕組みを第 3図に

模式的に示す１）。発電プラントは，プラズマを閉じ込め

るための磁場を発生する超伝導コイル，超高真空を生

成・維持する真空容器，核融合反応で発生する中性子を

遮蔽しエネルギーとして利用できる熱を取り出すととも

にトリチウムの増殖を担うブランケット，核融合反応に

より生じるヘリウムを排気ポンプで炉外へ排出するダイ

バータ，プラズマを加熱したりプラズマ電流を駆動する

ための加熱・電流駆動装置，燃料を真空容器に入射する

燃料供給装置，ダイバータ部からの排気やブランケット

からトリチウムを回収して燃料供給装置へ送るトリチウ

ム取扱い施設，ブランケットから取り出した熱を使って

発電するための熱交換機やタービン発電機のほか，ブラ

ンケットやダイバータ等の放射化した機器の保守を遠隔

操作で行う遠隔保守装置，電源等から成り立っている。

これら，発電プラントに必要な機器・装置の研究を炉工

学研究開発と呼ぶ。

核融合研究では，従来より，炉心プラズマ研究と炉工

学研究が車の両輪のように，お互いに密接な連携を保ち

ながら研究開発が進められてきた。

Ⅲ．世界の核融合研究開発の進展

1．炉心プラズマ研究開発の進展
（ 1） 世界で進められている炉心プラズマ研究開発

トカマク装置を用いた核融合研究は，世界の先進国に

おいて精力的に行われている。第 4図に，ITER計画の

参加極のトカマク装置を示す。日本では，日本原子力研

究開発機構の JT�60において，ITERおよび ITERの次第 2図 トカマク方式によるプラズマの閉じ込め
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の段階の原型炉へ貢献するための実験が進められてい

る。また，Ⅳ章で詳しく述べるが，幅広いアプローチ活

動のサテライト・トカマク計画として超伝導装置 JT�60

SAの建設も始まった。さらに九州大学で建設が行われ

ていた小型のトカマク装置QUESTの実験運転も2008

年６月から開始される予定である。欧州は，多くのトカ

マク装置を有しており，精力的な研究が進められてい

る。日本の JT�60と並ぶ大型トカマク装置 JETでは，

実際の核融合炉の燃料である重水素とトリチウムを用い

たDT実験も行われ，現在は ITERのための実験が進め

られている。米国では，DⅢ�D，Alcator C�Modなど

の中型装置で先駆的な研究が進められている。ロシアは

トカマク装置発祥の地であり，多くの小型のトカマク装

置による研究が進められている。最近，アジアでの研究

が盛んになり，中国では，トロイダル磁場コイルおよび

ポロイダル磁場コイルの両方に超伝導コイルを用いた世

界初の中型トカマク装置EASTが2006年に実験を始め

た。韓国，インドでも，それぞれ超伝導トカマク装置で

あるKSTAR，SST�１の建設が終了し，実験開始に向け

て調整中である。

（ 2） プラズマ閉じ込め性能の進展

核融合発電に必要なプラズマの特性は，ローソン図（第

第 3図 トカマク型核融合発電プラントの仕組み

第 4図 ITER計画の参加極のトカマク装置
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5図）によって示される。ローソン図では，横軸に核融

合反応で重要となるプラズマ中のイオン温度，縦軸にイ

オン密度とエネルギーの閉じ込め時間の積をとる。図の

右上のU字型の曲線が核融合発電に必要な条件を示

す。このU字曲線は，（核融合反応によって発生する出

力）�（プラズマを加熱するための外部からの入力）で定義

されるエネルギー増倍率 Q が30に相当する。その下の

２番目のU字曲線は，エネルギー増倍率が１，つまり

核融合出力が外部加熱入力と同じ条件（臨界プラズマ条

件またはゼロ出力条件）を示す。この図からわかるよう

に，トカマク装置のプラズマ性能は着実に向上し，これ

までに JETと JT�60の重水素を用いた実験で，DT換

算をしたエネルギー増倍率が１を越えるプラズマ条件が

得られている。また，JT�60では5．2億度という世界最

高のイオン温度が得られている。一方，JETの DT実

験では16 MWの核融合出力を得ている。さらに，核融

合反応で発生したアルファ粒子により予想通りにプラズ

マが加熱されていることなどが明らかにされた。

（ 3） 輸送障壁による閉じ込め性能の改善

プラズマ中では，温度や密度の空間勾配が原因で引き

起こされる電場や磁場の集団的な揺らぎにより，熱や粒

子の大きな拡散が生じる。この大きな拡散をいかに回避

して閉じ込め性能の良いプラズマを得るかということが

炉心プラズマ研究開発の当初からの大きな課題であっ

た。この閉じ込め性能の改善には，輸送障壁と呼ばれる

熱や粒子の拡散を遮蔽する層をもつプラズマの発見が大

きなブレークスルーをもたらした。第 6図に示すプラズ

マの周辺部に輸送障壁をもつ閉じ込め改善モード（H

モード）では，最も基本的な閉じ込め状態である Lモー

ドの約２倍のエネルギー閉じ込め時間が得られる。現在

では，このHモードは，世界の多くの装置で得られ，

十分な信頼性がある。ITERでは，このHモードを標準

運転モードとしている。一方，プラズマの中心部が改善

される運転モードもあり，特に JT�60で発見された内部

輸送障壁は，閉じ込め性能を大きく向上させた。JT�60

では，内部輸送障壁を有するプラズマによって，世界最

高のエネルギー増倍率1．25を得た。

（ 4） 自発電流を用いたプラズマ電流の維持

Ⅱ章で述べたように，トカマクの運転のためには電磁

誘導によらない方法でプラズマ電流を長い時間流し続け

る必要がある。高周波を用いた電流駆動の実証はほぼ終

了しており，JT�60では3．6 MAの大電流を駆動維持し，

九州大学の超伝導小型トカマク装置TRIAM�１Mではプ

ラズマ電流値は20 kAと小さいが５時間強持続すること

に成功している。しかし，外部から高周波や中性粒子ビー

ムを入射する電流駆動方式だけですべてのプラズマ電流

を賄おうとすると，それに必要な電力が大きくなる。そ

こに大きな転換をもたらしたのが，自発電流駆動の実証

であった。自発電流とは，プラズマ内の圧力勾配が高い

場合に自然に流れる電流であり，三大トカマク（TFTR，

JET，JT�60）でほぼ同時期に実証された。プラズマ電

流の大半をこの自発電流でまかなう方法は，経済的な核

融合炉を実現する上で鍵となる重要な技術となった。閉

じ込め性能の改善をもたらした輸送障壁を持つプラズマ

では，大きな圧力勾配が生じるので大きな自発電流を得

られる（第６図）。JT�60では，プラズマ電流の80％を自

発電流が占める放電を実証するとともに，自発電流の割

合の高い放電で高い閉じ込め性能をより長い時間維持す

る実験を進め，すべてのプラズマ電流を電磁誘導によら

ない状態で約８秒間維持することを実証した。このと

き，プラズマ電流は自発電流が70％，残りが中性粒子ビー

第 6図 輸送障壁による閉じ込め改善と自発電流；

（a）プラズマ圧力の空間分布，（b）自発電流と外部駆

動電流の空間分布第 5図 プラズマ特性の進展（ローソン図）
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ムによる電流であった。これにより，ITERの長時間運

転や核融合炉の物理基盤が得られた。

2．炉工学研究開発の進展
トカマク装置の大型化に伴い，炉工学技術も順調に進

展してきた。特に1992年から2001年まで実施された

ITER工学設計活動において，第 7図に示すようなトカ

マクを構成する主要な機器の実規模あるいは実機に拡張

可能なモデルの製作と試験等を行う大規模な工学R&D

が国際共同で実施された。図の中の国旗は，国際共同に

参加した極を示しており，一番上の極が国際共同の中心

になってR&Dを進めた。その成果２）を以下に簡単に紹

介する。

（ 1） 超伝導コイル技術

ITERに使用する超伝導コイルには，ドーナツ状のプ

ラズマを取り囲むトロイダル磁場コイル，プラズマの位

置制御を行うポロイダル磁場コイル，そしてプラズマ電

流を誘導するポロイダル磁場コイル（中心ソレノイド・

コイルと呼ぶ）がある。トロイダル磁場コイルは１体が

高さ約13 m，幅約９m，重量約290トンもの巨大なコイ

ルである。一方，中心ソレノイド・コイルは，ITERの

コイルの中でも最大の約13テスラ（T）の磁場を発生す

る。これまでに，実機とほぼ同じ外径3．6 m，高さ2．8

mのコイルを製作し，要求性能である13 Tの磁場の発

生に成功した。

（ 2） 真空容器技術

ITERの真空容器は，JT�60などで採用された薄肉２

重壁構造と呼ばれる構造を採用している。これまでに実

機と同じ高さ15 mの真空容器構造を試作して，精度±

５mmで製作できることが実証された。

（ 3） ブランケット技術

ITERのブランケットは，プラズマからの中性子を遮

蔽することが主な機能で，真空容器内に約400体のモ

ジュールを設置する構造となっている。複雑な冷却構造

を持つ異なる材料で構成されるため，熱間等方圧加圧法

（HIP 法）と呼ばれる従来は小型の金型等の製作に使用さ

れていた特殊な接合技術が採用された。これまでにほぼ

実機大のブランケットをHIP 法で製作する技術が開発

されている。

（ 4） プラズマ対向機器技術（ダイバータ）

ダイバータの表面は炭素繊維複合材料やタングステン

で覆われ，核融合炉内で最も高い20 MW�m２もの熱負荷

が入射する。これまでに，このような高熱負荷に耐える

これらの材料と冷却構造との接合技術の開発に成功する

とともに，冷却管の中にねじりテープを入れて除熱効率

を約２倍に向上させた特殊な冷却管を開発した。

（ 5） 遠隔操作ロボット技術

ITERでは400体の中性子を遮蔽するためのブラン

ケットを炉内から遠隔操作ロボットで取付・保守を行

う。これまでに実機と同じ４トンのブランケット・モ

ジュールを精度±0．25 mmで取付，取外すことができ

ることを実証している。

（ 6） 加熱・電流駆動技術

ITERでは大別して中性粒子ビーム入射加熱装置と高

周波加熱装置の２つの加熱・電流駆動装置が採用されて

いる。中性粒子ビーム入射加熱技術では，１MeV・20 mA

第 7図 ITER工学設計活動で実施された主要な工学R&D
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�cm２のイオン源の開発が必要であった。このような性

能のイオン源を一気に開発することは困難であったた

め，負イオン電流密度31 mA�cm２と１MeV・0．02 Aの

負イオンの加速を実証した。

以上に示した工学R&Dの成果により ITERの技術的

な見通しが得られ，炉心プラズマ研究の進展も踏まえ

ITER建設に向かっての国際的な合意が得られた。

Ⅳ．今後の研究開発の課題

重水素を用いた炉心プラズマ研究開発および炉工学研

究開発は大きく進展したが，核融合エネルギーを実証す

るためには本格的なDT実験による燃焼プラズマの実現

やその維持，およびそのような環境下での炉工学技術の

総合的な試験が必須となる。（１）式でわかるようにプラ

ズマを加熱するアルファ粒子のエネルギーは発生する核

融合エネルギーの約20％であるので，エネルギー増倍率

が１のプラズマでは，アルファ粒子による加熱は20％程

度であり，残りの80％は外部加熱となる。今後は，アル

ファ粒子による加熱が主体となる燃焼プラズマの達成と

制御が目標となる。このような燃焼プラズマの実現を目

指しているのが ITER計画である。ITER計画では，核

融合炉に必要な様々な工学技術の中性子環境下における

総合的な試験も行われる。さらに核融合炉では，増殖ブ

ランケットによって燃料であるトリチウムを生産する必

要があるが，そのための試験も行われる。

また，炉心プラズマ研究では，ITER計画を先導する

研究を進めるとともに，ITERの次の段階である原型炉

において経済性が見通せるために圧力（プラズマ密度×

温度）が高いプラズマの定常運転法の確立が課題であ

る。一方，炉工学では，原型炉の設計検討や核融合エネ

ルギー利用に必要なR&Dを行い，原型炉の概念を構築

するとともに，材料照射施設の設計を通じて長寿命材料

開発に見通しを得ることが課題である。これらの炉心プ

ラズマ研究，炉工学研究の課題に取り組むのが，幅広い

アプローチ活動である。

以下に，2007年から正式に始まった ITER計画および

幅広いアプローチ活動について紹介する。

1．ITER計画
ITER計画は，核融合の科学的および技術的妥当性を

検証するための核融合実験炉を，日本，欧州連合，ロシ

ア，米国，中国，韓国，インドの７極の共同で実現する

ものである３）。2007年10月に「イーター事業の共同による

実施のためのイーター国際核融合エネルギー機構の設立

に関する協定」が成立し，国際機関「イーター国際核融合

エネルギー機構（以降「ITER機構」という）」が発足し

た。ITERは，南フランスにあるカダラッシュに建設さ

れる。ITERを構成する機器の約９割に相当する部分の

調達は，ITER機構の監督の下に参加各極が責任を持っ

て分担して製作し ITER機構に納入する。残りの１割

は，参加極が分担して拠出する資金で ITER機構が直接

調達する。建設には10年を予定しており，その後，20年

間の実験運転を行う。

ITERは原型炉の前の実験炉であり，燃焼プラズマの

制御，原型炉につながる長時間燃焼および工学技術の各

種試験を行うことを目指して，以下の技術目標が設定さ

れている。

・電磁誘導によりプラズマ電流を駆動しているプラズ

マにおいて，エネルギー増倍率 Q＞10の下で，300

～500秒間の燃焼を達成すること

・電磁誘導によらない方式で電流を駆動しているプラ

ズマにおいて，Q＞５の下で定常運転の実証を目指

すこと

・Q～無限大の運転の可能性も保持すること

・原型炉に必要な工学機器を統合し，その有効性を実

証すること

・高熱負荷機器などの将来の原型炉の構成機器の試験

を行うこと

・トリチウム増殖ブランケット概念（テスト・ブラン

ケット・モジュール）の試験を，核融合プラズマに

対向する内壁での中性子負荷およびその積算量がそ

れぞれ0．5 MW�m２以上，0．3 MWa�m２以上の条件

で行うこと

ITERの設計は，ITER工学設計活動４，５）およびそれ以

降行われた広範囲の物理的６），工学的研究開発を通して

検証された技術的成果に基づいている。第 8図に ITER

の鳥瞰図を，第 1表に主なパラメータを示す。ITERは

既存の大型トカマク装置である JT�60や JETのほぼ倍

の大きさの装置である。また JT�60や JETのコイルが

銅製であるのに対し，数百秒以上のプラズマ燃焼時間を

目指しているため，超伝導のコイルを採用している。

2．幅広いアプローチ活動
ITER政府間協議の過程で，日欧は，ITER計画と並

行して ITER計画を支援するとともに核融合エネルギー

の早期の実現に向けた研究開発プロジェクトである幅広

第 1表 ITERの主なパラメータ

全核融合出力 500 MW

Q（核融合出力�外部加熱入力） ＞� 10

プラズマ主半径（R） 6.2 m

プラズマ小半径（a） 2.0 m

プラズマ電流（Ip） 15 MA

トロイダル磁場（BT）at 6．2 m 5.3 T

プラズマ燃焼時間 ＞� 400 s

外部加熱・電流駆動入力 73 MWa）

14 MeV中性子平均壁負荷 ＞� 0．57 MW�m
２

a）運転段階において合計110 MWまで増設の可能性あり
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いアプローチ活動（以降「BA活動」という）を日欧共同事

業として実施することにした３）。2007年６月に，「核融合

エネルギーの研究分野におけるより広範な取組を通じた

活動の共同による実施に関する日本国政府と欧州原子力

共同体との間の協定」が発効し，活動が始まった。BA

活動では，第 9図に示すように，３つの事業，国際核融

合エネルギー研究センター，国際核融合材料照射施設の

工学実証・工学設計活動，サテライト・トカマク計画が

行われる。国際核融合エネルギー研究センターと国際核

融合材料照射施設の工学実証・工学設計活動は青森県

六ヶ所村で，サテライト・トカマク計画は茨城県那珂市

で実施される。これらの事業は，事業ごとに任命された

事業長が策定し，運営委員会で承認された事業計画に従

い進められる。

（ 1） 国際核融合エネルギー研究センター

国際核融合エネルギー研究センターでは，以下の３つ

のセンター活動が進められる。

� 原型炉設計研究開発調整センター

核融合原型炉の概念設計を行い，合理的な概念を確立

する。また，原型炉の実現に向けて，物理的・工学的R

第 8図 ITERの鳥瞰図

第 9図 BA活動の全体像
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&D課題を抽出し，予備的なR&Dを実施する。このR

&D項目としては，原型炉開発において最も重要なトリ

チウム増殖ブランケットの開発に関係する技術が挙げら

れている。

� 核融合計算機シミュレーションセンター

スーパーコンピュータを用いて，燃焼プラズマの挙動

解析や材料の照射効果等の計算・解析を行い，その成果

を ITERの運転シナリオの最適化や原型炉の設計等に反

映させる。

� ITER遠隔実験センター

国際インターネット回線を用いてカダラッシュの

ITERと六ヶ所村を結び，ITERサイトの制御室と同様

の環境を構築し，六ヶ所村から ITERの実験や実験結果

の評価を可能とする。

（ 2） 国際核融合材料照射施設の工学実証・工学設計

活動

重水素�トリチウムの反応で発生する14 MeVの中性

子が核融合炉を構成する材料に与える影響を評価するに

は，実際に14 MeVの中性子を使用した材料照射試験が

不可欠である。そのための試験装置の検討（国際核融合

材料照射施設の概念設計および要素技術開発活動）が国

際エネルギー機関のもと，日，米，欧，露の協力で実施

された。BA活動では，この試験装置の建設判断に資す

る工学設計の実施ならびにそれを保証する実証データの

取得を行うための工学実証・工学設計活動を行う。本活

動では，加速器のプロトタイプ試験装置やターゲットの

リチウム試験ループ設備を建設し試験するとともに，実

機大の照射テストモジュールのヘリウムガス流動・原子

炉模擬照射試験などの実証試験を行う。また，それと並

行して，装置の工学設計を進める。

（ 3） サテライト・トカマク計画

本計画は，JT�60の本体を超伝導トカマク（JT�60 SA）

に改修し，日欧協力によるサテライト・トカマク計画と

国内計画であるトカマク国内重点化装置計画（科学技

術・学術審議会，2003年１月）との合同計画として実施

する。ITERの運転シナリオの最適化や新しいアイデア

を ITERに適用する前に試験することなどによって

ITERに貢献することを目指している。また，原型炉に

必要な定常高ベータ運転法の確立を目指し，プラズマの

閉じ込め，安定性，非誘導電流駆動，ダイバータ熱・粒

子制御を研究する。これらの物理・工学研究に加え，

ITERで活躍する優秀な研究者・技術者を育成に貢献す

ることも大きな目的の一つである。

Ⅴ．ま と め

本稿では，核融合研究開発の意義，世界で取り組まれ

てきた研究開発の課題とその成果，および ITER計画や

幅広いアプローチ活動の現況について紹介した。次回は

ITER計画や幅広いアプローチ活動を中心とした核融合

研究開発課題に対するわが国の取組みを中心に解説す

る。
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Ⅰ．原子力発電所の構造機器の健全性
（安全性）評価でなぜ不確かさ？

国内で初期に建設された原子力発電所は，すでに30年

を超える運転が行われている。今後も更なる長期間の運

転が見込まれるため，配管などの安全上重要な構造機器

が長期間にわたり健全性を維持できるかどうかは重要な

課題である。原子力発電所の配管では，き裂が発生・進

展する応力腐食割れ（SCC）や配管の厚さが減少する減肉

等の様々な経年劣化が起きることが知られている。中で

も応力腐食割れは，配管が溶接によりつなぎ合わされて

いる箇所において，電力事業者の検査により数多く報告

されており，設備の健全性，さらには原子炉の安全性を

評価する際には重要な経年劣化事象の一つである。

また近年，兵庫県南部地震（1995），中越地震（2004）等

の大地震が発生し，これらへの対応や最新の知見を反映

して原子力発電所の耐震設計指針が改定された。その後

も中越沖地震（2007）が発生するなど，地震時における原

子力発電所の配管等の健全性は重大な関心事となってい

る。

応力腐食割れが発生した配管に地震による揺れが作用

したときの健全性はどのように評価すればよいだろう

か。従来は，これまでの経験から考えられる最大の地震

や，最も劣化した状態を想定して，破損するか，破損し

ないかを判断する定性的な健全性の評価が行われてき

た。ところが，地震荷重の大きさの設定には最新の知見

を反映してもまだ不確かな要素があるとともに，実際の

材料特性や，応力腐食割れによるき裂の発生・進展等の

経年劣化については，やはり不確かさやばらつきが存在

する。設計時には，これらの不確かさやばらつきを考慮

して，ある一定の余裕を持って健全性を維持できるよう

に検討している。私たちは，これらの不確かさやばらつ

きをできる限り明らかにして，定量的に評価を行う確率

論的破壊力学（PFM）解析手法を用いて，配管等，構造

機器の健全性，すなわち運転期間中に損傷が発生する確

率を評価する研究を進めている。また，地震時の原子炉

の安全性評価における最も重要な入力条件となる地震動

の発生に係る不確かさを考慮した地震動評価手法を開発

した。

Development of Structural Reliability Evaluation Method

for Aged Piping Considering Uncertainties of Seismic

Motions ; How to Evaluate the Failure Probability of Aged

Piping in Nuclear Power Plant due to Earthquake : Hiroto
ITOH, Kunio ONIZAWA, Hideharu SUGINO.
（2008年 ２月15日 受理）

栄誉ある第39回日本原子力学会賞 特賞・技術賞を拝受する光栄を与えられたことを心から

感謝する。本稿では，受賞論文の内容に関する私たちの取組みを紹介する。

応力腐食割れが発生した配管に地震による揺れが作用したときの健全性を評価する際には，

地震荷重の大きさ，応力腐食割れによるき裂の発生・進展等の経年劣化について不確かさやば

らつきが存在する。私たちは，これらの不確かさやばらつきを定量的に評価する確率論的破壊

力学（PFM）解析手法を用いて，配管等，構造機器に損傷が発生する確率を評価する研究を進

めている。また，地震時の原子炉の安全性評価における重要な入力条件となる地震動の発生に

係る不確かさを考慮した地震動評価手法を開発した。従来，これらの手法は独立したものであっ

たが，これらを統合して，プラント敷地周辺の地震動発生確率を考慮し，経年劣化した配管に

地震荷重が作用する場合の破損確率の評価手法を開発した。

解説

地震動の不確かさを考慮した経年配管の
構造信頼性評価手法の開発
経年劣化が進行した発電用原子炉の配管が地震で
壊れる確率は？

日本原子力研究開発機構 伊藤 裕人，鬼沢 邦雄，
原子力安全基盤機構 杉野 英治
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従来，これらの手法は独立したものであったが，これ

らを統合して，プラント敷地周辺の地震動発生確率を考

慮し，経年劣化した配管に地震荷重が作用する場合の破

損確率の評価手法を開発した。以下に，まず大きな荷重

が作用した場合に配管が破損に至る確率を計算する確率

論的破壊力学（Probabilistic Fracture Mechanics : PFM）

解析手法，次に地震荷重の大きさを計算する手法を述べ

る。そして，それら両者ともに確率を取り扱うことから，

両者を組み合わせた方法の意味と重要性を述べることと

する。

Ⅱ．材料特性や経年劣化に関する不確かさや
ばらつきを考慮する確率論的破壊力学

確率論的破壊力学（Probabilistic Fracture Mechanics :

PFM）は，材料特性や経年劣化（き裂の寸法等）に関する

不確かさやばらつきを考慮して，構造物の破損確率を定

量的に評価する手法である。確率論的破壊力学の基本概

念であり，材料特性や経年劣化を確定値として扱う通常

の破壊力学は，1920年の Griffith のガラス等の脆性破壊

の研究に始まり，1940年代に起きた船舶の破壊事故を契

機として脚光を浴びるようになった。1972～74年には，

広く今日まで原子炉設備の設計に用いられている

ASME（米国機械学会：American Society of Mechanical

Engineers）の Boiler And Pressure Vessel Code や米軍

の航空機に関する規格に取り入れられ，本格的に実用さ

れるようになった。この頃，航空機や原子力発電所の圧

力容器等の構造信頼性の研究に本格的に破壊力学が取り

入れられ，確率論的破壊力学の研究も始まった。1980年

代には，米国で確率論的破壊力学を取り入れた規則も規

定され，当時開発されたいくつかの解析コードが90年代

まで代表的なものとして利用されてきた。現在も，確率

論的破壊力学は原子炉圧力容器や配管等の信頼性を評価

する上で有用性が示されている。

私たちは，この PFM解析手法に基づき，原子炉圧力

容器や配管の健全性を評価するプログラムの開発を進め

ている。き裂が存在することを仮定した原子炉圧力容器

に加圧熱衝撃などの過渡荷重が発生した場合について，

運転年数と破損確率の関係を評価するプログラム

PASCAL（PFM Analysis of Structural Components in

Aging LWR）を開発して，PFM解析手法の有用性を示

した１）。配管の信頼性評価に対しては，原子炉冷却材圧

力バウンダリーの配管溶接部に発生した SCCを考慮し

て，配管の破損確率を評価する解析コード PASCAL�SC

（PFM Analysis of Structural Components in Aging

LWR�Stress Corrosion Cracking）を開発した２）。第 1図

に PASCAL�SC の評価法の概要を示す。経年に対する

破損確率はモンテカルロ法によって評価する。モンテカ

ルロ法は本問題のように数式を解くことによって解を求

めることが難しい場合に有効な手法である。PASCAL�

SC では不確かさやばらつきを表す確率変数をサンプリ

ング（乱数を用いて確率変数の値を決定）し，プラントの

運転状態を模擬して破損するかどうか評価する。この手

続きを多数回繰り返すことにより破損確率を求める。例

えば，100万回この手続きを繰り返して１回破損した場

合，破損確率は100万分の１となる。

前述のように，米国では1980年代から PFM解析コー

ドの開発が進められており，原子炉圧力容器に対しては

VISA�Ⅱ３）や OCA�P４）が，米国原子力規制委員会の規則

においても使用されることが認められている。また，配

管の破損確率評価については，Harris らの配管破損確

率評価コード pc�PRAISE５）が広く知られている。私た

ちは，これらの既存の解析コードに最新の知見を反映す

るとともに，国内の技術基準や民間規格の考え方を採り

入れ，国内で適用可能な解析コードとしての整備を進め

てきた。たとえば，PASCAL�SC では，非定常な地震

荷重による疲労き裂進展および溶接残留応力分布の影響

を考慮できるように手法の高度化を図った。さらに，国

内の規格・基準を反映して，より現実に沿った PFM解

析コードの整備を進めている６）。

Ⅲ．地震動発生に係る不確かさを考慮した
地震動の大きさとその発生確率

地震がいつ起きるか，またどのような大きさの地震動

が発生するのかは，その発生のメカニズムが明らかにさ

れていない現状では，不確かな現象としてとらえ，発生

する確率として求めることが重要である。すなわち，小

さな地震は数多く頻繁に発生するが，大きな地震は滅多

に起きないというような，地震動の大きさとその発生確

率の関係をどれだけ精度よく求められるかが重要であ

る。

評価を行おうとする原子力発電所の敷地において，あ

る大きさを超える地震動が発生する頻度を求める手法と

して，地震ハザード評価手法が有効であるといわれてい

第 1図 PASCAL�SC の評価フロー
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る。

この地震ハザード評価手法は，敷地周辺で過去に生じ

た地震の大きさと発生頻度に関する情報と，ある大きさ

の地震が発生した場合の敷地内での揺れの大きさ，すな

わち最大加速度などの地震動の強さを用いて，敷地固有

の地震ハザードを評価するものである。評価結果とし

て，地震動の大きさとその発生確率の関係（地震ハザー

ド曲線）が得られる。

従来の地震ハザード評価手法では，地震動の強さを推

定するために距離減衰式を用いるのが一般的である。こ

の距離減衰式は，地震動強さを推定するために過去の地

震記録から統計的に算出した評価式であり，その多くは

地震の規模を表すマグニチュードと震源距離から最大加

速度などの地震動強さを推定できる簡便な式である。し

かし，敷地周辺の地震環境（震源特性や伝播経路特性）を

詳細には考慮することができない。

最近では，震源での断層の破壊過程や地殻内の伝播特

性を考慮した，いわゆる断層モデルによる地震動評価手

法が確立されており，強震動レシピ７）としてまとめられ

ている。この手法は，すでに東海地震などを対象とした

地震防災用の地震動評価に利用されたり，平成18年９月

に改訂された新耐震設計審査指針において，基準地震動

Ss を策定する際に用いることが明記されるなど，広く

活用されている。地震ハザード評価に関する研究でも，

従来の距離減衰式と併用して，ある程度震源が特定でき

る地震を対象に断層モデルによる手法が用いられている

が，震源が特定できない場合についても，震源の位置や

断層の種類などを勘案して，震源が特定できる場合に加

えて評価することが重要である。そこで，私たちは，震

源を特定することができない地震についても，従来の距

離減衰式に替えて断層モデルによる地震動評価手法を適

用することを提案し，新たに地震ハザード評価コード

SHEAT�FM（Seismic Hazard Evaluation for Assessing

the Threat to a facility site―Fault Model）を開発し

た８）。この SHEAT�FMコードによる地震ハザード評価

の特徴を以下に述べる。

SHEAT�FMコードでは，断層モデルによる地震動評

価手法として，統計的グリーン関数法を採用した。この

手法は，人工的に作成した小地震波形を断層の破壊過程

に従って重ね合わせることにより大地震による強震動を

合成するものであり，震源を特定することができない地

震のように，適当な小地震観測記録が得られていない場

合にも有効である。この手法では，断層の長さや幅，方

向等，震源特性に関わるパラメータ（断層パラメータ）が

必要になるが，形状に関するパラメータについては，経

験式をもとに気象庁マグニチュードから自動的に設定さ

れる。また，不確定性の大きいパラメータについてはロ

ジックツリーを適用して確率変数として扱える。そし

て，地域特性を考慮してこれらの断層パラメータを設定

することで，敷地周辺の地震環境を反映した地震動を評

価することができ，しかも予測された地震動は，建屋・

機器などの地震応答解析にも利用することができる。

また，SHEAT�FMコードでは，地震動評価のほかに，

地震発生過程のモデルについても最新の知見を取り入れ

ている。活断層地震やプレート境界地震では，ほぼ一定

の時間間隔で発生すると考えられ，活動間隔や最新活動

からの経過時間を基にした更新過程モデルを導入してい

る。このモデルでは，現在を基点とし今後ある期間にお

ける地震の発生確率を評価することができ，過去の活動

からの経過時間が短い震源では発生確率が小さく，経過

時間が長い震源では発生確率が大きくなる特徴がある。

これにより，地震ハザード曲線を，例えば10年確率や20

年確率のように今後の運転年数に対応した評価が可能と

なり，経年配管の地震時破損確率を算出するのに有用な

情報を得ることができる。

Ⅳ．地震動の不確かさを考慮した経年配管
の構造信頼性の評価

地震動の不確かさを考慮した経年配管の構造信頼性評

価手法の概要を第 2図に示す。Ⅱ章で求めた地震動の大

きさと地震動によって配管溶接部のき裂が成長して破損

に至る確率との関係とⅢ章で求めた地震動の大きさとそ

の発生確率との関係は，いずれも地震動の大きさが共通

の指標となっており，第２図に示すように掛け合わせる

ことができる。これによって得られる曲線は，配管溶接

部の耐震性を表しており，この曲線の面積が地震動によ

る配管の破損確率となる。また，運転年数に対応した評

価期間ごとに同様の手順で破損確率を求めると，運転年

数の経過に伴い，地震動による破損確率がどのように変

化するのか，その傾向を知ることができる。

このように，経年配管の破損確率に及ぼす地震動の影

響を確率論的に，かつ定量的に評価する手法はこれまで

になかった。この手法を用いれば，例えば複数の溶接線，

あるいは複数の配管系統について同様に破損確率を算出

して相互に比較することによって，相対的にどこの部位

に破損リスクが集中しているのかを知ることができ，原

子力施設の維持・管理において効率的な対策のための情

報として活用できるものと考える。

Ⅴ．最 後 に

中越沖地震（2007）では，既設の原子力発電所において

設計を上回る地震動が実際に発生している。原子炉機器

の地震時の健全性評価において，発生確率が極めて低く

ても，発生した場合に多大な損傷を引き起こす可能性の

ある非常に大きな地震の発生とその影響を考慮すること

は意義があり，本手法はこれを可能にした。本手法では，
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地震動の不確かさや経年劣化に関する不確かさを考慮し

て運転時間の経過に伴う破損確率の変化を評価すること

ができ，このようなリスク情報を参考にすることで，重

点的，合理的な供用期間中検査の実施が可能となる。今

後は，供用期間中検査の効果や検査精度を考慮した，よ

り現実的な破損確率評価手法の開発や，規格・基準類の

改訂に貢献していきたい。
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Ⅰ．濃縮の重要性
現在商業化されている濃縮技術のうち，最もコストが

低いといわれる遠心分離法は，長期にわたり安定的に遠

心分離機内部の胴体が回転し続けなければならない。そ

して，そのためには極めて高度な精密加工技術などが要

求される。このような技術を持つ国は，世界中にどこに

でもあるわけではない点において希少性が高い。また，

テロ活動の脅威，冷戦の終結による軍縮の動きから世界

的に核不拡散を目指す動きが活発化している。IAEA

は，核不拡散の観点から核燃料供給保証構想を打ち出

し，遠心分離技術を持たずとも核燃料の供給が受けられ

る世界を目指している。このような核不拡散に向けた動

きもまた，濃縮技術を持つ国を政治的に減らそうとして

いる点において濃縮の希少性を高めている。さらに，ウ

ラン資源は埋蔵する国が限られており，さらに採掘して

しまえばなくなるという点において希少性が高い財であ

る。そこで，ウラン資源を有効利用するために，天然ウ

ランの濃縮機器への投入量を減らすかわりに，濃縮の役

務を増やし，濃縮ウランの絞りかす濃度（テイル濃度）を

下げることにより必要とされる濃縮ウランをより多く生

産することができるため，濃縮役務は，希少な財である

ウラン資源が節約できる点において希少性がある。

Ⅱ．世界と我が国の濃縮需要
世界の濃縮需要は，WNA（World Nuclear Association）

の調査によれば，現在約50，000 tSWU程度とされてい

る。このうち，日本の需要は約5，900 tSWU（出典：原子

力ポケットブック2007年版）であり，主にUSEC，

URENCO，日本原燃などからの供給を受けている。今

後，国際的に原子力発電所が整備されるにつれ，濃縮需

要はさらに伸びていくことになるが，現在，第 1図にあ

る通り，ロシア（15，000 tSWU）を含む世界の濃縮工場の

供給力は48，000 tSWU強であることから，供給に余裕

はない状況である。このため，なんらかの理由で濃縮工

場が期待していたほどの役務能力を得られない，あるい

は現在，技術開発を行っている濃縮工場が順調に立ち上

がらなかったとすれば，濃縮役務は今後，供給不安に陥

る可能性がある。

Ⅲ．濃縮技術の動向
濃縮技術は，大別してガス拡散方式，遠心分離方式，

レーザー濃縮方式が知られており，それぞれ第 1表に示

すような特徴がある。以前は，ガス拡散方式が欧米の主

International Trends and Issues Facing Japan with

Uranium Enrichment : Koji YAMASHITA.
（2008年 ３月14日 受理）

原子力ルネッサンス時代を迎え，各国がこぞって原子力発電所建設に積極的に動いている

中，原子力発電に欠かせないフロントエンドの獲得競争が激化している。その中でもウラン濃

縮は，ウラン資源と並んでその価値が高く重要なものである。信頼性・経済性の高い濃縮技術

は非常に高度であり，すでに世界の原子力産業のプレイヤーはそのような濃縮技術を持つプレ

イヤーとの戦略的連携を強化しようと動いている。本稿では，濃縮の国際的な状況と戦略を解

説した上で，我が国が認識しておくべき課題を中心に説明を行う。

第 1図 世界各国の濃縮容量

解説

ウラン濃縮を巡る国際的な動向と
我が国の課題

経済産業省資源エネルギー庁 山下浩司
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流であったが，同方式は，電力消費量が遠心分離方式の

数十倍程度とコスト競争力の観点から劣っている。この

ため，世界的には，ガス拡散方式は衰退し，遠心分離方

式がメジャーな技術となりつつある。また，レーザー濃

縮方式は，我が国においても1987年から2002年まで研

究を行い，今後20年間は実用化が困難という理由で研究

を断念しており，現在はGE日立が商業化を目指して米

国にて研究を行っているのみである。

Ⅳ．遠心分離技術の世界的動向
遠心分離技術には，米国USEC社（米国エネルギー省

の濃縮部門を引き継ぐ形で設立された米国燃料公社が民

営化された組織）が開発をしている技術，URENCO社

（独・英・蘭の各国政府が共同で設立した組織）の技術，

ロシアの技術，そして我が国日本原燃の技術がある。遠

心分離機の性能を決める数式は（１）式で与えられ，回転

胴の高さに比例し，回転胴の回転速度の４乗に比例す

る。
�

�

�

�

SWU～～
π
２

ρ D
（M２－M１）V２

２RT
L （１）

ただし，ρ：ガス濃度
D：自己拡散係数

Δ M＝M２－M１：分離アイソトープの分子重量差

V：回転胴の回転速度

R：気体定数

L：回転胴の高さ

T：温度

先に述べた各技術によって設計の考え方が異なるた

め，例えばUSEC方式は高さを確保し，１機あたりの

遠心分離性能を高める一方，ロシア方式は，１機あたり

は非常にコンパクトであるが，カスケードに接続する遠

心分離機をより多くするといったような具合である。こ

の各国の遠心分離機について，これまでの動きを整理し

たいと思う。

1．欧 州
欧州は，1970年に英・独・蘭のアルメロ協定を締結し

た上で，３ヵ国で遠心分離機の共同開発を行い，この３ヵ

国が設立したURENCO社は現在，9，600 tSWUの容量

を保有している。また，2003年，AREVA社は濃縮技術

を独自に開発するのではなく，URENCO社の技術を採

用した工場（フランス・George Besse２工場）を整備する

ため，アルメロ協定にフランスも加盟した。AREVA社

とURENCOとの Joint Venture（ETC社）が遠心分離機

の製造を行うこととなっており，2009年より商業運転の

開始を予定している。

2．米 国
米国の濃縮設備の整備動向を第 2図に示す。1985年ま

で米国エネルギー省が開発していた遠心分離技術を引き

継いだUSECが商業化に向けて取り組んでいるほか，

URENCO社，AREVA社（技術はURENCO社のものを

採用）が濃縮工場整備に向けた取組みを行っている。こ

のほか，GE日立のレーザー濃縮の商業化に向けた取組

みも行われており，すべてが計画通りに進捗したとすれ

ば，第２図に示すように，2020年ごろの米国の濃縮容量

は13，300～16，300 tSWUになる見通しである。

なお，米国エネルギー省は，今年から濃縮工場建設に

対する２billion＄の債務保証制度を設けることとしてい

る。

3．ロシア
ロシアは，これまで軍事利用目的もあったことから，

濃縮容量を拡大してきており，世界最大の濃縮容量を持

つ国となっている。しかし，プーチン大統領は，原子力

産業を強化する方向性を打ち出し，濃縮施設を軍事用か

ら民事用へとシフトさせ，ロシアの原子力産業の強化を

目的として，ロシアが核燃料を世界に供給する構図を目

指している。具体的な取組みとしては，2006年１月に，

安定的で，核不拡散が厳格に担保できる形での原子力へ

のアクセスができるようにするため，既存のアンガルス

第 1表 各濃縮技術の特徴

メリット デメリット

ガス拡散法 ・設備に稼働部分が少ない

・大容量の処理が容易である

・１段当たりの分離計数が小さい

・電力消費量が大きい

・大規模でないと経済性がない

遠心分離法 ・分離係数が大きい

・電力消費量が小さい

・プラントの分割建設ができる

・小規模でも経済性がある

・機構的に複雑で，高度な技術が必要で

ある

レーザー濃縮法 ・分離係数が大きい

・建設費を大幅に低減できる可能性がある

・高性能なレーザーの開発が必要である

439ウラン濃縮を巡る国際的な動向と我が国の課題

日本原子力学会誌, Vol. 50, No. 7（2008） （ 31 ）



クのプラントをベースとして国際濃縮ウラン供給セン

ター（IUEC）構想を発表し，現在，世界から賛同国を募っ

ているところである。

4．日 本
我が国は，1959年に理化学研究所で試作された遠心分

離機が，原子燃料公社，動力炉・核燃料開発事業団，核

燃料サイクル開発機構，そして日本原燃に引き継がれて

いる。1992年に日本原燃が濃縮工場を操業以降，1，050

tSWU�年の容量を整備したものの，予定していた寿命

が達成できず，現在は７系列のうち１系列しか稼働して

いない（したがって，現在の我が国の濃縮役務供給量は

150 tSWU以下）。

一方，日本原燃では，2000年より新型遠心分離機の商

業化に向けた技術開発を行っている。2010（平成22）年度

頃を目途に新型遠心機による濃縮サービスの提供を開始

し，10年程度かけて1，500 tSWU�年を達成する計画があ

る。

Ⅴ．原子炉メーカーによるフロントエンド
部門の垂直統合の動き

原子力ルネッサンス時代では，原子炉のメーカーがこ

れまで原子力発電の導入経験がないような国あるいは電

気事業者に対しても販売を伸ばすチャンスである一方，

特に，こうした新規参入事業者は，ウラン資源や濃縮，

燃料加工などの核燃料調達をどうするかという問題に直

面することになる。このとき，原子炉メーカーが自社の

原子炉販売とパッケージで燃料調達の支援を行うこと

で，新規参入事業者は安心して燃料を調達できることに

なる。逆に，燃料調達の支援を行えない原子炉メーカー

は，すでに原子炉メーカーに頼らずに自前で燃料調達を

行っている経験ある電力会社の市場しか狙えないという

ことになり，今後，市場シェアを奪われていくことにな

る。仏AREVA社は，もともと核燃料サイクルの垂直

統合に早くから着手していたこともあり，燃料調達の支

援が行えるという点において圧倒的競争力を有してい

る。実に，中国では，昨年11月のサルコジ大統領中国訪

問の際，AREVA社から中国への第三世代原子炉２基（報

道では，80億ユーロ相当（１兆2，900億円相当）とされる）

の販売契約が成立したが，この際，AREVA社とは天然

ウランの長期供給契約の締結も行ったとされる。

このような事態に，東芝も資源国との関係強化を図っ

ており，昨年，カザフスタンのウラン資源開発プロジェ

クトに参画するとともに，カザフスタンの国営会社・カ

ザトムプロム社に対して，東芝が有するウェスティング

ハウス社の株式の10％を譲渡し，資本関係を構築してい

る。ただし，AREVA社がカザフスタンの権益に参画し

たのは1996年であり，10年以上の時を経ていることにな

る。

このようなフロントエンドの垂直統合の動きはウラン

資源のみならず，すでに濃縮においても見られる。GE

日立は，オーストラリア Silex 社から購入したレーザー

濃縮技術の商業化に向けた技術開発を行っており，2012

年から商業運転を開始（開始時は1，000 tSWU）し，将来

的には，3，500～6，000 tSWU�年の容量を目指している

と発表している。また，AREVA社は，コスト競争力の

点で劣るガス拡散方式を早急に遠心分離機に切り替える

べく，単独で濃縮の技術開発を行うことなく，URENCO

社の技術を活用する形でフランス国内に遠心分離機を導

入した濃縮工場（George Besse２工場）を整備していると

ころである。さらに，ロシアにおいては，2006年１月に

国際濃縮ウラン供給センターを整備すると発表し，昨

年，ウラン資源開発から濃縮，原子炉製造までを行う企

業の持株会社・国営原子力企業アトムエネルゴプロム社

を設立した。

第 2図 米国の濃縮工場整備の見通し
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Ⅵ．ウラン資源国の戦略的な動き
濃縮を戦略的に囲い込みたいという動きは，原子炉

メーカーだけではなく，自国のウラン資源により付加価

値をつけて販売したいとの思惑から，ウラン資源国にお

いても濃縮を確保する動きがみられる。本章では，カザ

フスタンとカナダの動きを紹介する。

1．カザフスタンの例
カザフスタンは，世界第２位のウラン資源埋蔵量があ

る国であり，同国の国営原子力会社であるカザトムプロ

ム社は資源をイエローケーキのまま販売する（例：オー

ストラリア）のではなく，付加価値をつけて輸出するこ

とに高い関心があるとされている。同社は，カメコ社か

らカザフスタン国内への技術移転により転換工場の整備

するほか，ウルバ核燃料工場を積極的に活用し，加工済

みの核燃料を世界に対して販売することに意欲的であ

る。ただし，カザフスタンでは，濃縮技術を保有しない

ため，2006年７月，カザトムプロム社はアンガルスクを

想定した濃縮工場に対して，ロシアと50―50％のジョイ

ントベンチャー設立の合意文書に調印した。さらに2007

年９月には，カザトムプロム社は，ロシア・アンガルス

ク IUEC社に10％のシェアを確保し，ロシアの濃縮工場

にカザトムプロム社が濃縮役務を確保できる体制を整備

しようとしている。

2．カナダの例
かつて連邦政府および州政府が所有していた企業が民

営化された企業であるCameco 社は，濃縮ビジネスに

関心があった時期がある。1996年に同社はUSECが当

時開発を試みていたレーザー濃縮法の技術開発参画に合

意したほか，2002年には，ウレンコ社，ウェスティング

ハウス社，エクセロン社（米国の大手電気事業者）などと

ともに，米国において$1．1 bil 規模のウラン濃縮工場を

建設することに合意していた（これはその後 LESプロ

ジェクトに進展，ただし，Camco 社は2003年３月に撤

退）。現在は，濃縮ビジネスに参画できていないが，今

後，同社の濃縮役務を有するプレイヤーとの協力関係に

注目したいところである。

Ⅶ．濃縮に対する日本政府の対応
我が国は55基の原子力発電所を持ち，原子力の冬の時

代も着実に原子力技術を維持・発展させてきた国であ

る。これまで説明をしてきたように，濃縮に関して国際

的な変化が起こっている中，今後，我が国の原子力発電

所における核燃料供給のセキュリティを確保する観点か

ら，�日本原燃が現在開発を行っている新型遠心分離機

による濃縮工場を経済性の高い形で立ち上げることと併

せて，我が国の原子力産業発展の観点からも，�我が国

の国および電気事業者，原子炉メーカーは，濃縮工場を

持つ国，海外事業者との戦略的協力関係の構築・強化を

図ることが重要になってきている。

1．新型遠心分離機の技術開発
我が国の核燃料サイクルの自主性を向上し，核燃料供

給のセキュリティを確保する観点から，日本原燃㈱の国

際競争力のある新型遠心分離機の技術開発は最重要課題

である。2002年より資源エネルギー庁は，このような取

組みを支援すべく，核燃料サイクル開発機構（現・日本

原子力研究開発機構）から同社に引き継がれた濃縮技術

の開発に対し，これまで約110億円に及ぶ補助金による

支援を実施してきた。また，このような資金支援に加え，

総合資源エネルギー調査会の原子力部会の下に置かれた

ウラン濃縮技術評価ワーキンググループにおいて，有識

者も含めて技術課題の検討が行われている。この日本原

燃における濃縮事業に関しては，遠心分離機の長寿命

化，安定した遠心分離性能の実現などといった課題を解

決し，国際競争力を持つ形での商業化が極めて重要な課

題である。

2．濃縮工場を持つ国や事業者との協力関係の
構築・強化

前述した通り，電力会社のみならず，原子炉メーカー

が戦略的に濃縮役務を獲得する動きがある中，今後，電

力会社や原子炉メーカーが濃縮役務を安定確保するた

め，海外の濃縮工場建設への出資や日本国内への海外技

術を導入した濃縮工場建設といった動きも出てこよう。

また，日本原燃で技術開発を行っている新型遠心分離機

が真に国際競争力を持ちうるものであれば，世界に対し

て濃縮サービスを販売することや，核不拡散を確保した

上での新型遠心分離機の海外輸出もまた可能性がありう

る。

先述した通り，すでに海外の原子炉メーカーや，ウラ

ン資源国の濃縮取込みに向けた動きを踏まえれば，少な

くとも濃縮工場を持つ国や事業者，濃縮技術を必要とす

る資源国との原子力分野における関係強化を図ることは

意義があるものと考えられる。

Ⅷ．終わりに
軽水炉の原子力発電が世界的な標準であり，今後もし

ばらくの間は軽水炉原子力発電所を中心として建設され

ていく以上，引き続き濃縮は，ウラン資源とあわせて核

燃料サイクルの中で重要な位置づけを占めることに疑念

はない。このような重要性を我が国も認識をして自国内

での濃縮工場を持ち，また技術開発も行っている。しか

し，現状は世界の濃縮事業者と互角に競争できるような
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状況にはない。一方で，濃縮は冒頭説明した通り希少性

が高いため，世界の原子力産業のプレイヤーは濃縮技術

を持つプレイヤーとの戦略的連携を強化しようと動いて

いる。したがって，まずは，国際競争力のある国内濃縮

工場の立上げに努めるとともに，世界の核燃料サイクル

産業の潮流に乗り遅れず，我が国の国益にかなう国際的

な協力関係の構築・強化に積極的に取り組んでいくこと

が，原子力大国である我が国の今後の課題であると考え

る。

広告記事（PRのページ）新設と募集のお知らせ

１．広告記事（PRのページ）の募集

学会誌では，一般広告以外の広告記事（PRのページ）を新たに掲載することとしました

・掲載場所

① 従来の広告のページと同じ位置

② 「学会誌記事の最後で会報の前」（新規）

・掲載料金

① 従来の広告のページと同じ位置に掲載する場合は，一般の広告料と同じ

② 学会誌記事の最後（会報の前）は80，000円�頁

・広告記事のページ数：１～２頁（２頁の場合は「見開き」とする）

・掲載条件：広告記事ページの右上に（広告記事）または（PRのページ）と記載する

２．広告記事原稿の提供等

・版下は広告出稿主が提供する

・カラーの場合は出稿主がカラー印刷代を負担する

・生原稿の場合は一般広告と同じ（版下・フィルム制作費として20，000円，版下支給の場合はフィルム制作費とし

て5，000円を別途申し受けます）

（学会誌の広告記事としてふさわしくないと編集委員会が判断した場合は掲載をお断りする場合があります）

著 者 紹 介

山下浩司（やました・こうじ）
経済産業省資源エネルギー庁
（専門分野・関心分野）国際企業戦略�政府
開発援助（ODA）�原子力産業の国際問題
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Ⅱ．壁の前で何が起きているか？
―プラズマの攻撃

2．数値モデリングとシミュレーションの現状
前回Ⅱ�１章を踏まえ，本稿では，いよいよ SOLダイ

バータプラズマのモデリングの現状を紹介する。シミュ

レーションでは，前回第Ⅱ�４図に示した境界プラズマ

層中での①プラズマ，中性粒子および不純物の輸送過

程，②電離，励起などの原子・分子過程，③プラズマ�

壁間に形成されるシース，さらには，④プラズマ�壁相

互作用などを相互に矛盾なく，モデル化し考慮しなけれ

ばならない。

第Ⅱ�5図は，プラズマ，中性粒子および不純物イオ

ンに対する代表的なシミュレーションコードを分類した

ものである。図に示したように，これらのコードは，①

流体モデル，②運動論モデルの２種類に大別される。

（ 1） 流体モデルと運動論的モデル

流体モデルが適用できるためには，粒子の平均自由行

程 λ が考える系の特徴的な長さ L に比較して十分短い

こと，すなわち，クヌーセン数 K≡λ�L が１より十分

小さいことが，必要条件となる。このとき，衝突が頻繁

で粒子の速度分布がMaxwell 分布から大きくズレてお

らず，個々の粒子の速度ではなく，流体としての平均速

度と平均エネルギーを考えればよい。反対にクヌーセン

数が大きく，速度分布の非平衡性（Maxwell 分布からの

大きなズレ）が問題になる場合には，後で具体的に紹介

するように，個々の粒子の運動を論じる運動論モデルを

適用することが望ましい。以下，境界層プラズマを構成

する各粒子種について，このことを考えてみよう。

� プラズマ

プラズマは磁力線に束縛され，主に磁力線に沿って輸

送される。この場合，系の特徴的な長さとして，SOL

上流からダイバータ板までの磁力線の長さを考えること

ができる。大型トカマク（JT�60 U，JETなど）では，L

～50 m程度であり，また，ダイバータプラズマの典型

的な密度，温度（n～1019m－３，T～50 eV）に対して，K ～～

0．1程度となる。流体モデルはおおむねよい近似となる。

第Ⅱ�５図に示したB２コード１～３）などの流体コード群

は，トカマク型を対象とする。トロイダル方向（前回第

Ⅱ�１図のプラズマ電流の方向）に物理量は一様であると

仮定する（軸対称性）。プラズマ流体の運動を，ポロイダ

ル断面（第Ⅱ�１図のプラズマ電流に垂直な断面）に投影

し，２次元での解析を行う。第Ⅱ�6図に流体コードに

よる境界層プラズマ解析のメッシュ生成例を示す。いず

れのコードも，イオン密度 ni，磁力線方向の流速 u��，

電子温度 Te，イオン温度 Tiの４つの物理量を取り扱う。

The Fusion Reactor Wall is Getting Hot!―A Challenge

towards the Future for Numerical Modelling（２）: Chap.Ⅱ
What is really happening between the plasma edge and the
wall？―２．Defence from the plasma attack : Akiyoshi
HATAYAMA, Tomonori TAKIZUKA.
（2008年 ２月22日 受理）
各回タイトル
第１回 Ⅰ．はじめに；Ⅱ�１壁の前で何が起きているか？

慶應義塾大学 畑山明聖，日本原子力研究開発機構 滝塚知典

―数値モデリングでチャレンジ

第 2回 Ⅱ�2 壁の前で何が起きているか？

第Ⅱ�5図 境界層プラズマシミュレーションコード

第Ⅱ�6図 メッシュ生成例

今，核融合炉の壁が熱い！
連載
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準中性条件 ne
～～niを仮定し，プラズマ粒子は磁力線垂

直方向に拡散係数 D で拡がると近似して，①イオン密

度連続の式，②磁力線方向の運動方程式，③電子，およ

び④イオンのエネルギー方程式を連立して解く。第Ⅱ�

６図のような空間メッシュで，例えば差分法を用い，時

間的発展問題，または定常問題として，これら ni，u��，

Te，Tiの値を各メッシュで求める。境界条件，拡散係数，

熱伝導係数の標準的な与え方については，文献１），２）

などを参照されたい。

プラズマ中では準中性条件を保ち続けるように，上述

のシース領域以外でも，電場が生じ得る。電場が存在す

ると，プラズマは電場と磁力線との両方に垂直な方向に

ドリフト運動（E×Bドリフト）を始める。このようなド

リフト運動は，コアプラズマの閉じ込め，境界プラズマ

の流れの構造，内側と外側ダイバータプラズマの非対称

性などに重要と考えられている。そこで最近では，流体

コードにドリフト運動の効果を取り入れる試みが精力的

に行われている１）。また，これらトカマクを対象とした

２次元コードに加えて，LHDのような軸対称性のない

ヘリカル系を対象とした３次元コードの開発も進められ

ている３）。

上に述べたように，SOLプラズマに対して流体近似

はおおむねよい近似であり，上記コード群は実験解析，

装置設計などに広く用いられている。しかし急峻な温度

勾配がある場合や，また，ELMと呼ばれるコアからの

熱パルスが生じる場合，さらに壁に近いシース領域では

速度分布がMaxwell 分布から大きくズレる。こんなと

き，速度分布関数を直接求める PIC（Particle in Cell）法

やモンテカルロ法など粒子モデルに基づく運動論的なア

プローチが威力を発揮し，流体モデルでは見えてこない

様々な現象を，理解し，明らかにしていくことができる。

しかし運動論的アプローチ，特に PIC 法を空間スケー

ルが大きい境界層プラズマ全体に適用にするには，計算

機の能力が飛躍的に向上した現在においても，莫大な計

算コストを要する。したがって，これら運動論的なアプ

ローチによって得られた知見をできる限り反映する方向

で，流体モデルの改善が行われている。例えば，シース

を介したプラズマ�固体壁間でどのように粒子とエネル

ギーが流出するかなどを，“正しい境界条件”として流体

モデルに反映することができる。

� 中性粒子

プラズマと異なり中性粒子は磁力線に束縛されない。

したがって，中性粒子輸送の特徴的な空間スケールは，

プラズマの場合に考えた磁力線方向の距離とはならな

い。むしろ，磁力線に垂直方向のプラズマの広がりが，

中性粒子輸送を考える場合の特徴的な距離としてふさわ

しい。前回述べたように，SOLプラズマの径方向の減

衰長 Δ SOL（SOL幅と呼ばれることもある）は短い。例え

ば，上流 SOLでは数 cm以下になる。多くの場合，中

性粒子の電離や荷電交換の平均自由行程は λn≧Δ SOL で

あり，クヌーセン数 K＝λn�Δ SOL が１より十分小さいと

いう条件は成り立っていない。そのため，境界層プラズ

マを対象とした中性粒子輸送コードの多くは，第Ⅱ�５

図に示したように，運動論的なアプローチを用いてい

る。

このアプローチでは，中性粒子軌道を直接に追跡し，

衝突をモンテカルロ法により模擬する。第Ⅱ�7図に示

すように，電場，磁場に束縛されることがない，“気ま

まな”中性粒子は，壁との衝突を繰り返しながら，励起

や電離衝突を行い，やがてイオンとなり，磁力線に沿っ

てダイバータ板に戻り，リサイクルする。壁，特にダイ

バータ領域近傍における壁の形状が，中性粒子の挙動，

ひいてはダイバータプラズマの特性を決める極めて重要

なファクタとなる。第Ⅱ�７図（a）のようにダイバータ領

域の壁が，プラズマに向かって開いている形状だと，ダ

イバータ板で中性化された低温の粒子が，そのままコア

プラズマに入ってしまうこともある。ダイバータプラズ

マが低温にならずに，コアが冷却されるので好ましくな

い。これに対して，第Ⅱ�７図（b）のような閉形状ダイ

バータは，ダイバータ領域の中性粒子密度を高め，ダイ

バータ領域だけを低温に保つことができる。こうしたダ

イバータ板や壁の形状効果を見る上で，運動論的アプ

ローチは非常に威力を発揮する。

� 不純物イオン

不純物“中性”粒子については，上に述べた理由から，

モンテカルロ法による運動論的モデルが適用されること

が多い。一方，不純物“イオン”については，燃料プラズ

マ同様，流体モデルで扱う場合と運動論的モデルで扱う

場合に分類される。B２，B 2．5，EDGE２D，UEDGE

は，不純物イオンも流体として扱う，いわゆる多種流体

（multi�fluids）モデルであり，一方，IMPMC,DIVIMP

などはモンテカルロ法を用いた運動論的モデルに基づい

ている。上に述べた流体モデル，運動論的モデルのメ

リット，デメリットがそのまま当てはまる。さらに不純

物特有の問題がある。

燃料水素イオンの場合には電離価数は最大１価である

が，不純物は多価電離する。壁材がタングステンのよう

な電離価数 Z の高い金属である場合，その数十価に及

ぶ電離状態一つ一つを，流体モデルでは別々の流体とし

第Ⅱ�7図 中性粒子とダイバータ形状
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て扱わなければならい。また，現在の装置でよく用いら

れているカーボン材料の場合，前回述べた化学スパッタ

リングが生じ，メタンなどの炭化水素がプラズマ中に放

出される。プラズマ中での複雑な化学反応過程を流体モ

デルでモデル化するには限界がある。一方，テスト粒子

の軌道を追跡するモンテカルロモデルでは，計算コスト

がかかるものの，多価電離過程や化学反応過程を模擬す

ることは比較的容易である。

不純物モンテカルロコードは従来，燃料プラズマの分

布を固定して与え，不純物輸送における運動論的効果や

複雑な化学反応過程を調べるよう利用されてきた。最近

のトピックスとして，流体コード（SOLDOR）と不純物

モンテカルロコード（IMPMC）との統合化により，燃料

水素を流体モデルで，不純物イオンを運動論モデルで扱

うようにする試みが，精力的に始められている４）。

以上，第Ⅱ�５図の各粒子種について，そのモデル化

の概要を説明した。最近では，第Ⅱ�５図に示したコー

ドを統合化し，相互に矛盾のない解を得ることが可能と

なってきた。これら統合コードとして，B２�EIRINE,

EDGE２D�NIMBUS SONIC（SOLDOR＋NEUT２D＋

IMPMC）などのコードがある１，２，４）。

（ 2） 非接触ダイバータプラズマ

上にたびたび述べてきたように，非接触ダイバータプ

ラズマの理解と制御は，プラズマと壁との相互作用を低

減し，核融合炉の長期間運転を実現する上で極めて重要

である。数千万度～数億度の超高温コアプラズマと壁と

を“非接触”に保つなどという，そんなうまい話はウソに

違いないと思われる読者もいるかもしれないが，実際に

1990年代半ばから現在まで，実験，モデリングにより非

接触プラズマの実証と理解が着実にすすめられてきた。

ここでは，まず非接触ダイバータプラズマのシミュレー

ション例をいくつか紹介する（さらに詳細は，前回参考

文献１）第16章参照のこと）。

非接触ダイバータプラズマの形成は，下記のように進

展する。コアプラズマの密度を増加させていくと，SOL

プラズマの密度も増加し，ダイバータ部は高リサイクリ

ング状態になる。リサイクリングの増大に伴い放射損失

が大きくなると，ダイバータ領域のプラズマ温度は低下

し，ダイバータ板への熱負荷がまず減少する（power

detachment）。このとき放射損失をもっと増すために，

ネオン等の不活性ガス不純物を外部から積極的に添加す

るのも効果的である。さらにコア密度が増大したり，ダ

イバータ部に中性ガスを大量に注入したりすると，ダイ

バータ領域の温度はさらに低下する。ダイバータ板前面

で１eV程度になると，“プラズマ体積中”でのイオンと

電子との“再結合”過程が支配的となる。固体表面での再

結合過程と区別して“体積再結合”過程と呼ぶ。このた

め，ダイバータ板前面でプラズマは消滅し，イオン粒子

束が著しく減少し，粒子束に関する非接触状態（particle

detachment）に移行する。

第Ⅱ�8図は，JETのダイバータ実験で得られた非接

触状態を，先に説明した統合コード（EDGE２D�

NIMBUS）によってシミュレーションしたものであ

る６）。上段の図は，トーラス中央面におけるプラズマ圧

力 pmid とダイバータ板前面におけるにプラズマ圧力 pdiv

とを比較したもので，その径方向の分布を，セパラトリッ

クス（前回Ⅱ�１（１）項参照）からの距離の関数として示し

ている。pmid の実験値は＋，シミュレーション結果は破

線で，pdiv の実験値が赤線，シミュレーション結果が緑

線（EDGE２D target）で示されている。上段の左右はそ

れぞれ外側と内側のダイバータに対応している。これら

を比べて見ると，外側では pmid と pdiv がほぼ等しくなっ

ているのに対し，内側では pdiv の圧力が pmid より十分低

下している。この様子を概念的に表すと第Ⅱ�9図のよ

うになる。内側ダイバータ板を押すプラズマ圧力は，上

流側の圧力に比較して十分小さい。これを圧力に関する

非接触状態（pressure detachment）と呼んでいる。

このようなプラズマ圧力のアンバランスの原因を考え

よう。第Ⅱ�８図下段の電子温度 Teがキィーポイントと

なる。外側ダイバータ板（左図）では Te，div は10～20 eV

第Ⅱ�9図 圧力の非接触状態

第Ⅱ�8図 JET非接触ダイバータシミュレーション６）
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であり，依然，イオン化が支配的な高リサイクリング状

態にある。この状態では，上流と下流で圧力バランスは

保たれている。一方，内側ダイバータ板（下段右図）では，

Te，div は５eV程度まで低下している。Teが５eV以下に

低下すると，イオン化の衝突断面積が著しく減少し，こ

れに代わって，イオン�中性粒子間の荷電交換や弾性衝

突が支配的となる。このため，イオンが持っていた運動

量は中性粒子の運動量に移行する。気ままな中性粒子

は，磁力線の束縛を受けず，広く分散する。このような

プラズマと中性粒子との相互作用に起因する運動量移行

によって，内側ダイバータ板前面でプラズマ圧力が低下

し，アンバランスが生じる。

第Ⅱ�10～12図 は，JT�60 U 周 辺 プ ラ ズ マ のB２�

EIRENEコードによるシミュレーション例である７）。こ

の例では，コア内部境界電子密度 ne
CB を（a）低密度（1．0

×1019m－３）と，（b）高密度（2．0×1019m－３）に設定した場合

を比較している。まず，第Ⅱ�10図は，Teの空間分布で

ある。低密度の場合には，実験と同様，非接触状態にあ

り，Teは高く，内側ダイバータ板前面でも10 eV以上に

なっている。一方，高密度の場合には，電子温度が十分

低くなり，両側ダイバータ領域ともに非接触状態になっ

ている。

第Ⅱ�11図は，中性粒子の電離によるイオン生成密度

（単位時間，単位体積当りのイオン生成量）分布である。

接触状態（a）では，Teが高いため板でリサイクルした中

性粒子は板近傍ですぐに電離し，電離領域はダイバータ

板前面に局在化している。一方，非接触状態（b）では，

Teが低く板前面では十分な電離が生じない。このため，

電離領域 Teの高い（５～10 eV），上流側，X点近傍まで

移動する。さらに，第Ⅱ�12図はイオンと中性粒子との

荷電交換，弾性衝突による運動量損失量の空間分布を示

している。（a）接触状態では運動量損失は板前面の限ら

れた領域であるのに対して，（b）非接触状態ではダイ

バータ前面から電離領域にいたる比較的大きな運動量損

失領域が出現している。ダイバータ板前面が低温とな

り，中性粒子がイオン化することなく存在している。こ

のため，この中性粒子層があたかも，クッションの役割

りを果たし，プラズマの圧力を吸収している。

（ 3） ITER設計のための予測シミュレーション

以上のような物理現象の基礎的理解とあいまって，境

界プラズマの数値シミュレーションは ITERなどの設計

にも重要な役割を果たしている。ITER設計では，①SOL

およびダイバータ領域での十分な熱除去，②コアプラズ

マの閉じ込めとの共存性，③ヘリウム灰の十分な排気，

などが要求される７）。

第Ⅱ�13図に，ITERのダイバータ部のカセットモジュ

ールを示す７）。分解修理のために，54個のモジュールを

ドーナツ状に並べる。Vertical Target と示されている

のがダイバータ板である。X点の下方になるところに

ドームが設置されている。ダイバータ板の対面には，中

性粒子反射板が設けられ，ダイバータ領域はV字形状

になっている。ドーム下のライナーには，ヘリウムや不

純物を排気するためのスリットが設けられている。ドー

ム下部とライナーとの間は，中性粒子が自由に往来する

ことができるような設計になっている。前項でみたよう

に，内側ダイバータ領域の方が非接触状態になりやす

く，中性粒子圧力が大きくなりやすい。内側ダイバータ

で増大する中性粒子を外側ダイバータへ移動させ，外側

ダイバータでも非接触状態が生じやすくなるようにして

第Ⅱ�11図 イオン生成量分布７）

第Ⅱ�10図 電子温度分布７）

第Ⅱ�13図 ITERのダイバータ部カセット８）

第Ⅱ�12図 運動量損失分布７）
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いる。このような設計を固める上で，予測シミュレーショ

ンが重要な役割りを果した７，８）。

（ 4） PICコードを用いた運動論的モデリング

さてここで，運動論的モデルの代表として，超粒子を

用いる PIC（Particle in Cell）法を適用した例を紹介しよ

う。１個の超粒子イオン（電子）は非常に多数の実イオン

（電子）をまとめたもので，デバイ長程度の有限の大きさ

を持っているが，速度としては実粒子と同様に，熱速度

を持ち電磁場中の運動方程式に従って動く。SOLダイ

バータプラズマで，静電場は非常に重要である。例えば，

ダイバータ板前面でシース電場が粒子と熱の流入を決め

るし，SOL中の流れの形成にE×Bドリフト運動が影

響する。PIC 法では，イオンと電子の運動と Poisson 方

程式の両者間に矛盾がないように解くことで，この静電

場を決める。さらに速度分布の決定には，巨視的な電磁

力や粒子の損失のしかたとともに粒子間のクーロン衝突

が（いかにその頻度が小さくても）重要な役割を果たす。

二体衝突モデルと呼ばれるモンテカルロ手法で，この衝

突を模擬することが，周辺プラズマの粒子シミュレー

ションでは肝要である。

トカマクプラズマにおいて，周辺（Edge）のセパラト

リクス内側でプラズマの圧力勾配が大きくなり，Hモー

ドという高閉じ込め性能を得ることができる。一方，こ

の急峻圧力勾配により局所的な（Localized）不安定モー

ド（Mode）が駆動され，ELMと呼ばれる圧力の崖崩れ

が発生し，高温で密度の高いプラズマが SOL領域に突

発的に吐き出される。このとき，SOLプラズマの速度

分布はMaxwell 分布から大きくズレることになる。

ELMによって吐き出された熱がダイバータ板に流入す

る様相を PARASOLコードでシミュレーションした結

果を第Ⅱ�14図に示す９）。まず高いエネルギー成分の電子

がほとんど衝突せずにダイバータ板に到達する。平均的

な電子温度は依然低いにもかかわらず，瞬間的に大きな

熱負荷 Qeが生じる。電子温度 Teの振舞いは，衝突で支

配された熱伝導でほぼ決まる。プラズマ粒子 Γ とイオ
ンの熱 Qiの伝播は，音速で支配された対流でほぼ決ま

る。ELMで吐き出された熱の多くは，この熱対流で運

ばれる。このような PARASOLシミュレーションの観

測結果を基にして，流体モデルに適用できる物理モデル

を構築することが重要な課題である。
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Ⅰ．自主技術時代の到来

1．原子力発電に課せられた石油危機への対応
エネルギー資源に乏しいわが国は，ウラン資源につい

てもほとんど全量輸入に頼らざるを得ない。そのため

に，使用済みのウラン燃料を国内で再処理し，燃え残り

のウランとプルトニウムを燃料資源としてリサイクルす

ることにより，一度輸入したウランを国産資源に変えて

ゆくこと（準国産エネルギー資源化）は，わが国の原子力

発電開発の当初から国の方針であった。このことは同時

に，将来のわが国エネルギーの中核となるべき原子力発

電の技術，原子力プラントなどの機器・設備を基本的に

すべて国産化して，自主技術化を目指すことでもあっ

た。これは米国の軽水炉技術を導入し，国産化して国内

原子力プラントメーカーを輸出産業として育てようとし

ていたドイツ，フランスの戦略と軌を一にするもので

あった。このため，初号機を輸入，２号機目は原則同じ

設計で機器・設備を国産化，３号機目以降から設計を含

めすべてを国産化することとし，その過程で米国生まれ

の原子力技術を，建設主体である電気事業者が習得する

とともに，米国と国内の原子力発電プラントメーカーが

技術提携をして国内技術の育成を図るというものであっ

た１）。

しかし，急速に発展した新しい技術であったため，導

入間もない商業用原子力発電プラントにおいて，BWR，

PWRともにいくつかの初期故障が発生し，原子力発電

プラントの稼働率が低迷した（第 1図）。それが第４次中

東戦争の勃発を契機とする1973年の第１次石油危機，イ

ラン革命を契機とする1978年の第２次石油危機の時期に

重なった。石油危機に伴い，世界的に石油火力の新設原

則禁止がルール化されたため，原子力発電は国の脱石油

政策の中で石炭・天然ガスと並んで「脱石油３本柱」の重

要なひとつと位置づけられた１）。そして，原子力発電は

石油代替エネルギーの旗頭と目され，早期開発が議論さ

れた。

1974年には原子力発電の推進と立地促進のため，「電

源開発促進税法」，「電源開発促進対策特別会計法」，「発

電用施設周辺地域整備法」の電源三法が制定された。将

来の原子力発電設備規模に関しては，1979年８月に総合

エネルギー調査会において，1985年度3，000万 kWe，1990

年度5，300万 kWe，1995年度7，800万 kWeとの見通しが

立てられた。プラントメーカーには年３基建設体制の整

備が要求されるようになった。エネルギーセキュリ

ティーの面から，初期故障を一刻も早く克服し，軽水炉

発電技術の安全性・信頼性を向上させ，稼働率を向上，

原子力発電プラントの建設を促進することは，国および

電力会社においても，ぜひとも達成しなければならない

至上命題であった。

2．改良標準化計画のスタート
国内自主技術としての定着が急がれることとなり，

産・官・学挙げての協力の下に1975年度から1985年度

にかけての11年間，３次にわたって「軽水炉改良標準化

計画」が展開された。この中で，通商産業省（現経済産業

省）では，外国からの導入技術をベースとする軽水炉を

国内技術を主体として大きく転換させ，広く国民の信頼

を得る，いわば「日本の標準型軽水炉」へと育てていくこ

ととし，国はライセンスに基づく国産化に止まらず，自

主技術開発による問題解決を目指した。

LWR�Plants � Their Evolutionary Progress in the Last

Half−Century―（10）：Light Water Reactors Development

in Japan④；Improvement and Standardization of BWR

（First step）：Akehiko HOSHIDE, Kimio NAGAI.
（2008年 ５月26日 受理）
各回タイトル
第１回 原子力発電前史
第２回 軽水型発電炉の誕生
第３回 日本の研究用原子炉の始まり
第４回 日本の原子力発電の始まり
第５回 米国および日本の軽水炉の改良研究（PWR）

―シッピングポートから美浜１号機まで
第６回 軽水炉の改良研究（BWR）

―ドレスデンから敦賀１号炉まで
第７回 日本の軽水炉開発（１）―軽水炉の導入（PWR）
第８回 日本の軽水炉開発（２）―軽水炉の導入（BWR）
第９回 日本の軽水炉開発（３）―PWRの改良標準化

（株）東芝 星出 明彦，永井 公夫

第10回 日本の軽水炉開発（ 4）
―第１次改良標準化計画（BWR）

軽水炉プラント
―その半世紀の進化のあゆみ

連載
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このような観点から，1975年６月，通商産業省に原子

力発電機器標準化調査委員会および原子力発電設備改良

標準化調査委員会が設置され，軽水型原子力発電設備，

機器の改良・標準化を図るに当たっての大綱方針が示さ

れた。本委員会では計画を進めるにあたり，対象とする

炉型およびその出力として，BWR，PWRのおのおの800

MWおよび1，100 MW級のもの計４種類を選択し，ま

た改良標準化の進め方としては，その技術的難易度を考

慮して次の２段階方式で進められた。

� 在来炉の改良を基本に格納容器の拡大等による従

業員の被ばく低減，作業能率の向上を目的とした第

１次改良標準化

� 第１次改良標準化をベースに，機器・システム等

の改良を行い，プラント全体にわたって標準化を行

う，いわゆる日本型軽水炉を確立することを目的と

した第２次改良標準化

この改良標準化計画は官・学・電力・メーカが一堂に

会して議論し，改良の方向も明確であったため，比較的

短期間で改良の具体策が合意された。財源は電源開発促

進対策特別会計であった。

3．官民一体の自主技術開発へ
電力会社においてもトップをはじめとして，石油代替

エネルギーを確保することが重要であるとの意識が高ま

り，原子力開発の重要性が再認識された。軽水炉の稼働

率の低迷に端を発し，より信頼性の高い原子力発電所を

開発するためには従来の１号機輸入，２号機以降これと

同じものを国内メーカに作らせるというやり方を見直す

必要性を認め，また，電力会社自身が，トラブルや運転

保守の経験に基づいてプラント設計の改良，保守方法の

改善を図るために自ら研究開発項目を選定，研究開発費

を負担し，原子力発電プラントメーカと共同で研究に取

り組み，この研究開発の成果を踏まえて改良を行い，こ

れを標準化することが必要であると考えた２）。

施策の一つが電力共同研究制度の制定であった。この

ため1976年度から BWR電力と，PWR電力，PWR�BWR

共通共研の３分野に分け，研究テーマを挙げ，国内メー

カ育成をも考え，研究開発費の半額を負担して原子力の

研究の推進を計ることになった。その研究・技術開発の

成果は，後に故障率低減，利用率向上，作業員の被ばく

線量の減少などで世界トップレベルの運転実績となって

表れた。1976年には，原子力発電施設等の安全性に関す

る不安を解消し，立地の円滑化に資するため原子力工学

試験センターが設立され，我が国独自に大型耐震実証試

験をはじめ，溶接等熱影響部，弁，燃料等の信頼性や性

能の確証試験が次々と立案され，実規模または実物に近

い形で原子力発電施設等の安全性実証試験が実施される

ようになった。

Ⅱ．BWRにおける改良標準化計画

1．BWRに発生した初期トラブルと改良項目
改良標準化のスタ－トに当たり，改良すべきポイント

を抽出し，さらにその改良案の提示が求められた。取り

上げられた課題は，当時最も問題となっていた信頼性向

上と稼働率向上のほか，運転員・作業員の放射線被ばく

低減，放射性廃棄物の低減，建設期間の短縮などであっ

た（第 1表）。

改良標準化開始時の1975年には，４基のBWR発電プ

ラントが国内で営業運転に入っていた。運転開始当初は

比較的順調に運転していたが，米国先行プラントでも発

生していた熱疲労割れや応力腐食割れ（SCC : Stress

Corrosion Cracking）による配管，ノズル等のひび，燃

料被覆管の損傷などの初期トラブルが発生し，稼働率が

第 1図 原子力発電所の設備利用率の推移９）
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大幅に低下した。また，導入したプラントでは，その点

検，補修，取替の際にも作業スペースが狭く，作業が困

難で時間がかかる上に，放射線源の近くで作業をしなけ

ればならず，作業者の受ける放射線量の低減が課題で

あった。定期点検も効率的に行えるよう十分配慮されて

おらず，定期点検期間が長くかかった。

2．改良標準化計画の概要
高速増殖炉が本格的に商業化すると見込まれる21世紀

初頭まで，軽水炉が我が国の原子力発電の主力となるこ

とを考え，安定かつ経済的な長期的エネルギー源として

の役割を果たすためには従来の経験を踏まえて以下の改

良を行い，我が国の国情に適した軽水炉技術を確立する

ことが重要な課題と考えられた。

�機能の自動化，遠隔化等による保守点検の的確化

�作業スペースの確保，機器配置の改良，作業能率の

向上等による従業員の被ばく低減化

�機器の信頼性および稼動率の向上

このような機器の改良の成果を踏まえて標準化を推進

することにより，プラントの信頼性，経済性の向上およ

び許認可手続の効率化が期待された。プラントの標準化

に当たっては，安全設計を中心とする基本設計および改

良の成果について，運転実績等により確信のもてる機器

類等を中心に標準化を進め，数次のステップをへて初め

て下記のような標準化の究極目標が達成されるものと考

えられた２）。

・機器の信頼性の向上および保守点検作業の的確化，

効率化などにより，プラントの稼働率の向上が期待

できる。

・作業スペースの確保，機器配置の改良，保守点検作

業の自動化，遠隔化，作業効率の向上および放射線

源の低減などにより，作業員の被ばく線量の低減が

図れる。

・同一設計の機器を繰り返し製作することにより，信

頼性の向上に役立つ。

・機器，材料の量産化および計画生産が可能になり，

経済性が向上する。

・安全設計を含めた設計の標準化，申請書類の標準化

を図ることにより，許認可手続の効率化が図れる。

・機器部品のプラント間の互換性により，建設・保守

の効率化，予備品保有量の節減が期待できる。

Ⅲ．第 1次改良標準化項目の概要

BWRに関して第１次改良標準化で取り入れた改良項

目を第 1表に示す。BWRでは，当時採用の110万 kWe

級 BWR�５をベースとして要所要所の設計に関して見直

し改良を行い，稼働率の改善，信頼性の向上，従事者の

被ばく低減などを図った。改良標準化では，東芝だけで

も100件以上の改良案件を提案し，中でも特に重点を置

いたのは，分解点検がしやすく，保守性と被ばく低減の

面を大幅に改善する案件で，これらの新技術を通して輸

入技術からの脱却を図った。改良項目の多くは，東芝が

当時建設に着手しようとしていた東京電力㈱福島第二原

子力発電所１号機（２F�１）の設計に際して積極的に提案

したもので，改良型格納容器への変更は時間的に間に合

わなかったが，それ以外の改良標準化項目の大部分は設

計に取り入れることができた。２F�１号機はそれまでの

運転経験を織り込んだ日本独自のプラント設計の第１号

機であると同時に，改良標準化設計の先行機の役割を

担っていた。

第１次改良標準化の成果は既設の原子力発電プラント

にも改修により改善策が導入され，新規建設プラントで

第 1表 BWRの第１次改良標準化における改良策

第１次改良標準化計画

実施期間
1975～1977年（昭和50～52年）

主な成果

［信頼性および稼働率の向上］

設備利用率 約70％

・燃料の健全性向上

・応力腐食割れ（SCC）対策

・補機冷却の淡水化

・計装システムの信頼性向上

［定期検査期間の短縮］

定期検査日数 約85日

従来プラント90～100日

・格納容器の改良

・制御棒駆動機構（CRD）の交換作業改善

・燃料交換作業の改善（自動化）

・中性子計測装置の交換作業改善

・核種分析の自動化

・再循環ポンプの点検性改善

・主蒸気隔離弁のラッピング改善

［作業者の受ける線量の低減］

従来プラントの約75％

・クラッドの発生防止および除去対策

（溶存酸素濃度制御，低コバルト材の使用，炉水浄

化系の容量増大，�過式復水脱塩装置の採用，給水

再循環配管の設置）

・放出放射能低減（ALAP）対策

（気体廃棄物の処理，液体廃棄物の処理）

・ポンプ，弁グランド部の改良と弁操作の遠隔化

・サンプリング装置の改良

・フィルタ・エレメントの交換，洗浄の改良

代表プラント［BWR］
福島第二原子力発電所２号機

（1984年２月営業運転）

浜岡原子力発電所３号機

（1987年８月運転開始）
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は福島第二原子力発電所２号機（1984年営業運転）以降の

プラントに反映された。以下に第１次改良標準化項目か

ら主要な改善策を示す。

（ 1） 改良型原子炉格納容器（PCV）

改良標準化作業において，BWR格納容器について

は，設計，建設，運転実績のあるMark�Ⅰ型，Mark�

Ⅱ型の改良標準化の検討がなされ，Mark�Ⅰ改良型およ

びMark�Ⅱ改良型の格納容器が設計開発された。その

改良目的はドライウェル内作業性の向上および作業員の

被ばく低減であり，内部配置の見直し，および原子炉格

納容器のスペース拡大による大型化がなされた。格納容

器の改良前後を対比してそれぞれ第 2，3図に示す。左

図は導入された設計，右図が第１次改良標準化による改

良後の格納容器設計である。付表に，内径，高さの変化

を，カッコ内に改良項目を示す。

東芝はすでに導入初号機の敦賀原子力発電所１号機お

よび導入２号機となる福島第一原子力発電所１号機の定

期点検補修の経験から，保守スペースが不十分であるこ

とを痛感し，従来のフラスコ状Mark�Ⅰ型格納容器に

替え，独自の着想で容器内の重要機器を分解点検しやす

くする徳利状のMark�Ⅰ改良型格納容器を考案した。

この考えは改良標準化が開催される際の目玉として採用

された。

改良点の具体的項目は次のものがある３，７）。

� 作業スペースの確保

� 主蒸気配管，給水配管ヘッダおよび貫通部位置の

互いの分離による供用期間中検査（ISI : In Service

Inspection）時の作業スペースの確保

� 原子炉格納容器空調機の上下方向への分離による

機器分解スペースの確保

� 他機器，配管の保守，供用期間中検査時のスペー

ス確保

� 作業性の向上

� 主蒸気隔離弁の分解冶具の検討

� 逃がし安全弁搬出入ハッチの新設による分解，点

検作業の容易化

� 原子炉圧力容器ノズル部，配管ヘッダ部，貫通部

へのプラットホーム，操作架台設置による接近時，

� Mark�Ⅰ型格納容器 � Mark�Ⅰ改良型格納容器

第 2図 Mark�Ⅰ格納容器の改良標準化５，７）

� Mark�Ⅱ型格納容器 � Mark�Ⅱ改良型格納容器

第 3図 Mark�Ⅱ格納容器の改良標準化５，７）
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および ISI 作業時の時間短縮による被ばく低減

� はしごに代わる階段の新設による接近性向上

（ 2） その他取り入れた改良項目

� 応力腐食割れ（SCC）対策

初期のBWRにおいて，溶接等熱影響部におけるクロ

ム炭化物析出による粒界での耐食性低下（粒界鋭敏化）が

多発したことから，鋭敏化型 SCC防止の点から炭素量

を低減した低炭素オーステナイト系ステンレス鋼である

SUS 316（LC）が電力会社とプラントメーカの共同研究で

開発され，続いて原子力工学試験センターにおいて，溶

接等熱影響部信頼性実証試験が行われた結果，1984年に

営業運転入りした福島第二原子発電所２号機以降の

BWR原子炉再循環系配管材料の標準仕様となった。ま

た，炉心シュラウドに関しても SUS 316（LC）は標準仕

様となった６，８）。

� 供用期間中検査（ISI）の自動化および作業性向上

� 原子炉圧力容器ノズル部，配管ヘッダ部，貫通部

へのプラットフォーム，操作架台設置による接近

時，および ISI 作業時の時間短縮による被ばく低減

� はしごに代わる階段の新設による接近性向上

� 原子炉格納容器内の再循環ポンプ，主蒸気隔離弁

等の重要機器の点検パトロールを遠隔，自動で可能

にする監視装置４，６，７）

� クラッドの発生防止・除去等

被ばく線源の低減のために，腐食生成物の発生抑制，

水浄化能力の向上，放射性腐食生成物の溶出・付着の抑

制を目的として，材料の改良，設備・システムの改良，

運用技術の改良の３分野で対策が採られた。

� 材料の改良： プラントの放射能低減の観点か

ら，59Co の誘導放射性核種である60Co を最小限にす

るため，ステンレス鋼の原材料から不純物として混

入するコバルトを通常の濃度レベルより低く抑えた

材料を必要に応じて使用した。また，鉄の低減のた

めに腐食環境に応じて耐食材を採用しており，炉心

を循環する冷却材の系統の配管材料にはオーステナ

イト系ステンレス鋼が，他の系統の配管材料には炭

素鋼または低合金鋼が用いられた。

� 設備・システムの改良： 中空糸�過フィルタと

混床式脱塩器からなる復水浄化系による浄化能力の

強化等が行われた。

� 運用技術の改良： 極低Fe	高Ni 濃度制御，給

水Ni	Fe 濃度比制御，亜鉛注入等の放射性腐食生

成物の溶出や付着を抑制するための水質制御技術が

適用された８）。

Ⅳ．お わ り に

本稿では，BWRの改良標準化計画の背景と第１次改

良標準化における施策について紹介した。３次の改良標

準化検討が終了し，第１次改良標準化の施策が反映され

たプラントが次々と営業運転入りした1985年度末には，

軽水炉の運転基数は32基，原子力発電の年間発電電力量

は2，452万 kWe，総発電電力量の26．3％を原子力発電が

供給し，石油火力発電（25．2％）を初めて上回るととも

に，総合平均設備利用率a）も過去最高を記録した。BWR

１基当たりの総被ばく線量の推移には改良標準化によ

る顕著な改善効果が現れてきた（第 4図）。引き続き第２

次改良標準化計画における施策が着手され，第３次改良

標準化の成果は，BWRユーザー・メーカの国際的な共

同作業による改良型沸騰水炉（ABWR）として結実する

こととなる。

a）総合平均設備利用率： BWR，PWRの国内原子力発電プ

ラント全数を基にした設備利用率（＝（発電電力量 kWh）	

［（認可出力 kW）×（暦時間数 h）］×100（％））
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１）宅間正夫，“わが国の原子力発電の歩み”，放射線教育，
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第 4図 原子力発電所の被ばく線量の推移９）

（原子力安全基盤機構：原子力施設運転管理年報）
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希土類とアクチノイドの化学
（Lanthanide and Actinide Chemistry）
Simon Cotton 著，足立吟也監修，足立吟也・日夏幸雄・
宮本 量訳，335 p．（2008．1），丸善．
（価格5，145円税込） ISBN�13 : 978�4621079379

テレビ，パソコン，携帯電話，ハイブリッド車など，日常
使う製品の発光・磁性材料，充電池など，私たちの身の回り
には「希土類」材料があふれている。また，いうまでもなく，
わが国の電力の30％強は原子力発電によるものであり，ウラ
ン，プルトニウムなどの「アクチノイド」も，すでに私たちが
お世話になっている元素である。本書は，これらの「希土類」
と「アクチノイド」を１冊に集約し，周期表の３族元素につい
て基礎から体系的に解説した教科書である。現在，英国アプ
リンガムスクール化学科上級教員の著者は，「希土類」と「ア
クチノイド」の解説書をいくつか出版していて，無機化学の
教育に経験が深い。
本書の章立ては，１．希土類を学ぶにあたって，２．希土類
―その基礎と熱化学，３．希土類の金属と化合物，４．希土類
の配位化学，５．ランタニドの電子的性質と磁気的性質，６．
希土類の有機金属化学，７．はみ出し者の元素：スカンジウ
ム，イットリウム，プロメチウム，８．有機化学に用いられ

るランタニドとスカンジウム，９．ア
クチノイド入門，10．アクチノイドの
２元系化合物，11．アクチノイドの配
位化学，12．アクチノイドの電子的・
磁気的性質，13．アクチノイドの有機
金属化学，14．超アクチノイドの合成
と化学であり，最後の章では，原子番
号104番以上の超アクチノイドの化学
的性質についての最新の情報も知るこ
とができる。また，進展の著しいラン
タニド化合物を用いた有機合成反応に一つの章を割いている
ことも本書の特徴である。
本書の原書名は“Lanthanide and Actinide Chemistry”であ
るが，和訳のタイトルを「希土類とアクチノイドの化学」とし
た理由とランタノイドなどの名称の使い方について，初めに
訳者による解説が追加されている。本書ではランタノイドの
15元素に加え，スカンジウムとイットリウムも扱っているた
め，和訳はより適切なタイトルである。本書は学部から大学
院向けの教科書らしく，各章ごとに理解の目標，演習問題と
解答，参考文献が多数用意されていて，読者の理解と発展に
役立つよう配慮されている。さらに，訳者により各元素の命
名の由来や多数の訳注が追加されていて，原書以上に読みや
すいものとなっている。身近な元素「希土類」と「アクチノイ
ド」の違いがわかる教科書として，学生だけでなく，若い研
究者・技術者にもお勧めしたい。

（日本原子力研究開発機構・木村貴海）

著 者 紹 介

永井公夫（ながい・きみお）
㈱東芝
（専門分野�関心分野）軽水炉プラント設計

星出明彦（ほしで・あけひこ）
本誌，50〔３〕，pp.173（2008）参照。
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今では家庭や事業所から出るごみは，分別して適正処

理されることは当たり前になっている。そして，各分野

では，３Rの推進が積極的に行われている。

高知県東洋町の一連のマスコミ報道から，高レベル放

射性廃棄物問題に関心を持ち，資源エネルギー庁の国民

理解促進に関する公募に応募して，昨年12月から全国５

地域（名古屋・札幌・松山・福岡・福島）でのワーク

ショップを開催した。テーマは「電気のごみ」。原子力発

電所から出る高レベル放射性廃棄物と処分地について，

様々な立場の人が参加して意見を出し合い，毎日の生活

に欠かせない電気をつくる時に出るごみについて，自分

のこととして共に考えようという試みである。

1．はじめに
持続可能な社会をつくる元気ネット（以下，元気ネッ

ト）は，2001年「市民が創る環境のまち“元気大賞”」を創

設し，毎年，その事業を継続して，市民・事業者・行政

の連携による地域環境活動を市民の立場で応援してき

た。７回目になる昨年の元気大賞は，ビジネス，カル

チャー，ライフスタイルという３つのカテゴリーからな

るコンテスト「eco japan cup 2007」（主催：環境省・銀

行・環境ビジネスウイメン）と連携して，ライフスタイ

ル部門の地域版として実施した。そして，エコプロダク

ツ展のイベント開催もでき，連携の環が大きく広がった。

全国の地域環境活動グループやNPOと連携しなが

ら，市民相互交流による学び合いを推進してきた東京に

拠点をおくNPOである。

2．プログラムのねらい
国からの一方的な政策紹介ではなく，各地のオピニオ

ンリーダーの方々と一緒に，情報のあり方，不安を解消

するには等を考え，様々な意見を出し合うものである。

地域ワークショップ（以下，WS）は，参加者に率直な

発言をしていただくために，10名くらいで５つの班に分

かれ，各班ペアの地域ファシリテーターで進行する企画

である。特にプログラムの進行で心がけたことは，開催

地域の人々が主役になり，地域と連携すること。

まず，進行役のファシリテーター依頼のため，元気ネッ

トが過去の様々な活動を通してできたネットワークや今

までのつながりから，地域環境活動のキーマンを訪問す

ることからスタートした。お会いして趣旨を説明する

が，「原子力，高レベル放射性廃棄物」と聞いて，最初は

どなたも困惑の表情が見られた。ひとつ目の高いハード

ルだった。

しかし，私たちが毎日使用している電気のごみの問題

であり，最終処分地を日本のどこかに造らなくてはいけ

ないことから，一人一人の問題として考えるためのWS

であること等を説明するうちに「無関心でいられない」課

題であると同意していただけた。各地とも，10～12名の

ファシリテーターが決まるまでには，たくさんの時間と

説明を要したが，それほどこのテーマは，今までほとん

どの人が考えて来なかった課題だったといえる。

3．地域進行役（ファシリテーター）の役割
WS当日に向け，ファシリテーターとの事前打合せを

行った。急な依頼であり，忙しい中で引き受けて下さっ

たことで，全員が一同に揃うことが困難で，各地とも数

回に分けて進行の仕方，キーワード設定など相談しなが

ら決めていったが，この打合せが，大変重要であった。

ファシリテーターを各方面の方にお願いしたことか

ら，ファシリテーター同士が初対面という状況になっ

た。WSは，ファシリテーション次第でいかようにもな

る「ナマノモ」である。当日の朝，始めて全員が揃った時

に，お二人の個性が出し合えるようにグループファシリ

テーターの組合せを決めた。そして結果的に，ファシリ

テーションを効果的に展開できた班は，参加者の主体性

を引き出し様々な意見が出て，気づきを促し，建設的な

対話ができた。またビジュアル化が大変うまい班もあっ

た。反対にファシリテーターが中立的でないため，ファ

シリテーションがうまく機能できなかった班は，不満の

言い合いになってしまった。しかし，午前と午後の何度

かのグループ発表やその後の全体共有で，ファシリテー

ター自身や参加者もお互いに違いを学ぶいい機会だった

と思う。

4．多様な参加者での対話の重要性
次のハードルは，参加者集めだった。多様な意見と考

え方を知るために，様々な立場の人と，このテーマに関

心のない人，年代の違う人が集まるように募った。地域

WS開催の情報発信は，個人的つながりから，ファシリ

テーターが所属する組織のメーリングリスト，NPOサ

ポートセンターなどいろいろ試みた。

放射性廃棄物

「共に語ろう電気のごみ―もう，無関心ではいられない―」

地域ワークショップを開催して談話室

NPO法人 持続可能な社会をつくる元気ネット 鬼沢 良子

454 談 話 室（鬼 沢）
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しかし，ファシリテーターの中にも「このテーマで積

極的に参加者を募れない」という声もあった。これは，

地域で原子力賛成か反対かの色分けで見られる恐れであ

ると思われる。今まで，原子力賛成か反対かの両極の関

係しか見えてこなかったからだと思う。日本のエネル

ギーについて，高レベル放射性廃棄物や処分地について

など，日常会話ではほとんどされることなく，原子力発

電所の立地も最終処分地もどこか人ごとで，無関心だっ

たからだと思う。

中でも一番の驚きは，自治体の対応の違いだった。県，

市町村では放射性廃棄物の広報が全く行われていないこ

と，関連部署がないことで，自治体との連携が全く取れ

なかった地域もあった。

それでも，マスコミ関係を回り，新聞記事やラジオ放

送，NPOや消費者団体へチラシを郵送して参加を募っ

た。その甲斐あってか，各地とも当日参加が多く，５グ

ループの各班は，12～14名になってしまったが，高校生，

大学生，主婦，企業人，NPO，温暖化防止推進員，自

治体職員，電力関係者，専門家など５地域で450人以上

の参加になった。参加者は，普段話をする機会のない人々

が，同じテーマでひとつのテーブルを囲んで対話するこ

とができ，各地で最後には，「顔の見える対話が信頼を

築く」という声が聞かれた。肩を寄せ合い，息遣いの伝

わる距離で話せたことも，このようなWSでは効果的

だったと思う。

5．瑞浪研修の成果
５地域のWSを終えた後，３月１～２日に各地のファ

シリテーターが集まり，瑞浪超深地層研究所を見学して

交流する研修を実施した。１日目には，国際NGOナチュ

ラル・ステップ日本支部代表の高見幸子氏から，ス

ウェーデンにおける放射性廃棄物に関する国民理解促進

のための手法を学び，２日目には，各地域でこのWS

を今後どのように活かしていくかの企画案づくりも行っ

た。ファシリテーター自身が，地域性の違いやファシリ

テーションを学ぶいい機会になったようである。

6．今後へ向けて
参加いただいた皆様の感想やアンケート結果から，お

おむねの参加者は自由に発言でき，満足感を得られてい

たが，「今日話したことを誰かに伝えたい」，「グループ

でこのテーマを今後学習していきたい」という声が聞け

たことは，大きな成果だと思う。各地のファシリテーター

と参加者が，このWSのことを今後，地域で話題にし

てくれることが，関心をもつ人を増やしていくことにな

る。したがって，地域ファシリテーターや原子力などの

専門分野を中立的立場でわかりやすく説明するインター

プリターを育てていくこと，地域でWSを継続してい

くことも大切である。

なお，全国５地域と瑞浪研修の様子は，資源エネルギー

庁のホームページに，放射性廃棄物ワークショップ「共

に語ろう 電気のごみ」というバナーで詳細に掲載されて

いる。http：//www.enecho.meti.go.jp/

３月の瑞浪研修が終わる時，最初はやっかいなテーマ

の話だと困惑の表情だった地域ファシリテーターの方々

が，「このプロジェクトに関われて大変勉強になりよかっ

た，これからもよろしく」と言ってくださったことに胸

が熱くなった。

そして，このWS継続の必要性を全地域が望んでい

ること，なにより放射性廃棄物に関しオピニオンリー

ダーが増えたことがこれからの展開に希望がもてる。

駆け足の５ヶ月間だったが，各地で違いのあるワーク

ショップを実施でき，私自身多くを学んだ。そして，共

に企画運営してくださった，各地域ファシリテーターと

参加者の皆様に心から感謝申し上げたい。

（2008年 ４月20日 記）

福島，最後にキーワードを全体共有

学生のファシリテーターが多かった札幌

NPO法人 持続可能な社会をつくる元気

ネット

事務局長・環境カウンセラー

鬼沢良子（きざわ・りょうこ）
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日本原子力学会核データ部会の「LANL夏期国際交流

学生プログラム」を通して，2007年10月から３ヶ月間，

米国ロスアラモス国立研究所（LANL）のT�16（理論部門

原子核物理グループ）にて，本研究所研究員である河野

俊彦博士の指導の下，研究する機会を得た。以下に，滞

在中に行った研究内容と体験したことの感想を述べる。

研究内容

世界的に原子力拡大の動きが加速する中，核拡散の問

題が叫ばれてきており，その技術的挑戦の一つとして核

物質を探知・監視する技術の確立が強く望まれている。

これまで様々な核物質探知技術の研究が行われている

が，近年，ミューオンビームを用いた核物質探知技術が

脚光を浴びつつある。

ミューオンは電荷を持った粒子であるが，他の荷電粒

子と比べて優れた透過性と直進性を持つことが知られて

いる。また，ミューオンは物質中でエネルギーを損失し

た後，原子核周囲の軌道上に入ってミューオニック原子

を形成し，その後の脱励起過程で数MeVの特性X線を

放出することが知られている。ミューオン探知技術は，

これらの特長を利用して貨物や容器にミューオンビーム

を照射し，そこから放出される特性X線を検出して核

物質を同定するというものである。

このミューオン探知技術を確立するためには，高性能

のミューオンビーム装置を開発することはいうまでもな

く，ミューオン輸送を正確にシミュレーションすること

も重要である。ところが，ミューオン輸送を可能にする

MCNPXなどのモンテカルロ粒子輸送計算コードで

は，理論と精度の両面において克服すべき課題が残され

ているのが現状である。一例を挙げると，ミューオニッ

ク原子の形成によりその原子核の核分裂確率が変化する

ことが確かめられており，核物質中でのミューオン輸送

の精度を高めるためには，その影響を粒子輸送計算コー

ドに組み込む必要があることが指摘されている。

そこで与えられた課題は，MCNPXの核反応計算で

用いられるCEMコードにミューオン付着を考慮した核

分裂確率を組み込むことであった。

ロスアラモス滞在

ロスアラモスに滞在する前は，自分自身を海外で試し

てみたいという意気込みとともに，果たしてこんな自分

でも無事に研究をやっていけるのか，英語は通じるのか

という不安で一杯であった。これらの不安は少なくとも

研究に関しては，滞在していく中で解消されていった。

幸いにも与えられた研究課題は大学院での研究と共通

する点が多く，プログラミングもある程度の自信があっ

たため，研究で使用したソースコードとその理論は，意

外と難なく理解することができた。

滞在中，毎週月曜日には原子核理論に関するセミナー

が開かれ，10月中旬にはヨセミテで開かれた国際ワーク

ショップに参加した。大学院では原子核物理を研究して

いるとはいっても，その知識に関してはどうしても自身

の研究領域に偏ってしまっていた。セミナーとワーク

ショップの内容はどれも難解であったが，核物理に対す

る理解は深まったと思う。

研究の成果は LANLの報告書としてまとめ，滞在の

終わりにはT�16のミーティングで滞在中の研究成果に

ついて発表する機会が与えられた。たどたどしい英語で

あったが，皆興味深そうに耳を傾けてくれたことがうれ

しかった。

滞在中は，アパートを借りてもっぱら自炊をして過ご

し，アパートから研究所までは車で通勤した。米国での

買物の仕方や交通規則，日本人と米国人の習慣の違いな

ど，研究以外にも学ぶことが多かった。

おわりに

ロスアラモスでの体験はそれまでの自分の人生観を改

めさせられる有意義なものであった。この体験で学んだ

Peter Mo
..
ller 博士とホワイトサンズにて

ロスアラモス体験記―核データ部会「LANL夏期
国際交流学生プログラム」談話室

九州大学大学院工学府エネルギー

量子工学専攻（博士後期課程１年）
岩元 大樹

456 談 話 室（岩 元）
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ことを今後の人生に生かしていきたい。

このような素晴らしいプログラムを企画してくださっ

た関係者の方々に心から感謝する。そして，来年以降も

継続されることを切に願う。最後に，河野氏とその家族

の方々には，滞在中終始お世話になった。この場を借り

て心からお礼申し上げる。 （2008年 ２月29日 記）

457ロスアラモス体験記―核データ部会「LANL夏期国際交流学生プログラム」
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1．GIF MSRシステム運営委員会
2008年３月３日 に，パ リOECD�

NEAにて開催された第Ⅳ世代原子炉

システムに関する国際フォーラム

（GIF）の熔融塩炉（MSR）システム運営

委員会（System Steering Committee：

SSC）会議に出席。MSRは，フランス

（議長国），米国，Euratom加盟国が

実用化を検討中。Euratom（ドイツ

ITU，チェコNRI）から２名，フラン

ス（CEA，CNRS，EdF）から５名が出

席。米国（副議長国）は正式加盟国だ

が，今回は欠席。日本とロシアは，オ

ブザーバーとして出席した。

現在，SSCではシステム研究計画

（System Research Plan：SRP）作成中。

①Scope & Screening（2011），②Via-

bility（2018），③Performance（2025），

④Demonstration（2026）の４段階ごと

にレビューし，最有望技術の決定を行

うマスタープランを提示している。日

本からは小型熔融塩炉FUJI の設計情

報を提供した。

今回は，現状での重点R&D分野の

決定，国際的協力と分担が議論される

ため，MSR国際協力の現状，将来動

向，貢献方策把握のため出席した。

議 事
� 議長（CEA･Dr. C. Renault 氏）が

MSRの国際的検討状況を報告。

ALISIA（Assessment of Liquid Salt

for Innovative Applications）プロ

ジェクトの成果を踏まえ，2009年か

ら開始されるMSR研究プロジェク

ト（SUMO）が，2008年に提案され

る旨報告した。

� 議長が，2007年11月，韓国で開催

されたGIF 政策会議（Policy Group ;

PG Meeting）で SSCの検討状況を

報告し，PGはMSRの将来的な可

能性を認識した。

� 参加国（仏，欧，米，露，日）から，

各国の研究開発進捗状況が報告され

た。

� GIF 国 際 技 術 事 務 局（OECD�

NEA岡野）が，SRPの取りまとめ

についてメンバー国に協力を要請。

GIF 2007年次報告書（http : //www.

gen-４．org / PDFs / annual _ report

2007.pdf にて公開中）の，MSR部分

の内容も説明した。

� GIF のMSR検討につき，プロ

ジェクト構成を議論。下記プロジェ

クトで合意；①システム統合と評価

（System integration and assess-

ment），②熔融塩の化学と特性

（Liquid salt chemistry and pro-

perties），③燃料と燃料サイクル

（Fuel and cycle），④材料と塩制御

（Material and salt control），⑤安全

性（Safety），⑥シミュレーション

コード（Simulation tools）。北大・

島津に対しては，①の中の炉物理分

野での貢献が要望された。

2．ALISIAプロジェクト報告会
および SUMO準備会合

翌日のALISIA プロジェクトの成

果報告会に出席。参加国・機関；

Euratom，フランス，チェコ共和国，

スロバキア，ドイツ，イタリア，ハン

ガリー，オランダ，ロシア，ノル

ウェー，英国。筆者の予想よりもはる

かに多い40～50名が出席し，欧州の活

発なMSR研究活動を明示した。

ALISIA プロジェクトの議長は上記

MSR SSC 議長の C. Renault 氏。熔融

塩の一般的な特徴のレビュー，MSR

の将来性を説明。フランス，ノルウェー

から検討状況紹介があり，島津が日本

での「国際トリウム熔融塩炉フォーラ

ム」の活動・検討状況を紹介。その後，

各研究機関より，MSRの炉心核，熱

解析，熔融塩化学，腐食，材料，燃料

塩処理等，幅広い検討状況の報告が

あった。終日，豊富な話題と熱心な質

疑応答が行われた。

最後に議長が，下記のとおり結論を

まとめた。

・ThベースのMSR（TMSR）は液体燃

料の有する優位性により，増殖・廃

棄物削減の新たな手段を提供でき

る。

・新提案の減速材なしTMSR概念

は，他の高速炉概念とは異なる優位

性を持つ。

・燃料塩候補の検討結果，組成の最適

化は今後必要なものの，FLiBe 塩の

妥当性が確認された。

・魅力的な性能の増殖型MSR設計は

可能。増殖炉ではTMSR（熱中性子

�高速中性子炉），MA燃焼には

MOSART（MOlten Salt Actinide

Recycler Transmuter）がある。今

後，実機の全体システムの概念設

計，現実的燃料処理工程の検討，材

料確認，安全解析などが必要であ

る。

・熔融塩，MSRは活動的な欧州ネッ

トワークが協調的に研究開発中。今

後 SUMOが他の科学的研究計画

（ISTC�3749）とともに継続される。

（欧州外部の新メンバーからの

SUMOスコープ内での貢献の提案

も歓迎するとのこと）

・MSRは将来の選択肢の一つとし

て，既存の炉型と基本的に異なる新

しい選択であろう。

以上，欧州においては，MSRの活

発な研究活動が広がりつつあることを

ご理解いただければ幸いである。

（北海道大学・島津洋一郎，

OECD�NEA・岡野 靖（JAEA派遣），

2008年 ５月15日 記）

GIFおよび Euratomにおける熔融塩炉研究の広がり
GIF SSC Meeting on MSR

2008年 3月 3～ 4日（パリ市，フランス）
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関東・甲越支部では，関東・甲越地区にある大学で原

子力・放射線を学ぶ学生を対象とし，学外での口頭発表

の機会を与えるとともに，大学間のより一層の交流を図

ることを目的として，「第１回学生研究発表会」を開催し

た。これは支部としても学会としても初めての試みで

あった。記念すべき第１回会場は，来年度に原子力安全

工学科が新設される武蔵工業大学であった。

学生研究発表会

発表会では，武蔵工業大学，東京工業大学，東京大学，

東海大学，新潟大学から33名の学生による口頭発表が行

われた。本発表会は，原則として各大学内で発表した卒

論・修論を持ち寄り発表することとし，４つのセッショ

ン（原子力プラントとその特性：９件，再処理と化学：

７件，放射線とその応用：９件，放射線分析と環境：８

件）が設けられ，創造的で夢のある研究成果が発表され

た。また，座長やタイムキーパーを学生が主体的に行う

形式がとられ，学生にとっても良い経験になりユニーク

で良かった。会場のベテラン学会員からは１件の発表に

つき，おおむね５件以上の質問やコメント・アドバイス

があり，学生からも活発な討論が行われた。また，特別

講演として，JSTの嶋林ゆう子氏より「科学技術の専門

家はどのように「説明責任」を果たせばよいのか」と題

し，科学技術者の専門性とその社会性についてご講演い

ただき，多数の市場調査に基づいた研究の結果，科学技

術の受容は有用性とリスクのバランスにあることを，非

常にわかりやすくご説明していただいた。

懇親会，表彰式

発表会終了後には，懇親会と発表者の表彰式が催さ

れ，参加者は50名前後と盛会であった。来年の第２回学

生研究発表会の実行委員長である吉田茂生氏（東海大学）

から，「３月14日は，「3．14」．π の日である。π といえ
ば円。すべてが丸く収まる日だ」という，非常に印象的

なご挨拶を頂き，乾杯した。表彰式では，優秀賞（２件），

奨励賞（10件）の順に発表があった。なお，優秀賞は下記

の２名であった。各発表の詳細については，関東・甲越

支部ホームページ（http：//wwwsoc.nii.ac.jp/aesj/shibu

/kanto/index.html）を参照願いたい。

優秀賞（ 2件）

・「PWR１次系の新添加剤開発に関する研究」

酒井健也（東京大学M２）

・「中性子ラジオグラフィ用カメラで発生するホワイト

スポットノイズ除去に関する研究」

柏木聡太（武蔵工業大学B４）

おわりに

学生に発表と討論，そして司会，さらに交流の場を提

供することとした本発表会の目的は十分に達成された。

今後，本発表会が様々な分野で活躍が期待される学生同

士の交流・情報交換の場としてもますます活用されてい

くことを期待する。

（荻野晴之，関東・甲越支部事務局�電中研，2008年４月１日記）

第１回学生研究発表会参加者による集合写真

支部便り

関東・甲越支部 第 1回学生研究発表会―原子力・放射線分野
2008年 3月14日（武蔵工業大学 世田谷キャンパス）

459支部便り（関東・甲越支部）
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原子力機関・研究所紹介 

私たちは，まだ残暑の厳しい９月５

日から22日までの約２週間，エネル

ギー環境に関連したシステム・機器の

研究開発を行っている㈱日立製作所

電力・電機開発研究所を訪ねた。新製

品・新技術開発に取り組み，社会への

貢献が非常に大きい日立製作所の中で

も，「地球にやさしい世界一の製品を

開発していく」を合い言葉に技術の高

度化を積極的に進めている。

今回，私たちは世界でも有数の大企

業である，日立製作所の電力・電機開

発研究所で，原子炉の構造や設計に付

随するような知識を深めることを目的

に，２週間という短い期間で実習を

行った。民間企業の研究所の内部を体

感したいというのも本実習の目的の一

つでもあった。

茨城県日立市にある電力・電機開発

研究所は本館と４つの分館から成り，

私たちは分館の一つにある原子力シス

テムプロジェクトで次世代原子炉内の

流動特性に関する実験や解析を行っ

た。

私たちが配属された原子力システム

プロジェクト機器熱流動グループで

は，実験設備も大規模で実機と同等の

大きさでの実験が行われている。実習

当初は今まで見たことのなかった大規

模な装置を前にして，このような大き

なプロジェクトの一環に私たちが携

わってよいのだろうかという不安な気

持ちも多少あったが，実りある実習が

できるのではという期待の方が大き

かった。大きな期待を胸に始まった実

習であったが，最初の１週間は膨大な

数値データの演算処理という作業が続

き，残り１週間で何ができるのかと非

常に不安になることもあった。しか

し，グループ内の研究員の方からの適

切なアドバイスや励ましを頂けたので

２週間という短い期間ではあったが，

有意義な実習を送ることができた。

私たちが配属されたグループでは，

実習最後の日に成果を発表する報告会

を開いていただいた。私たちはこのこ

とが非常に嬉しく，実習をする上で大

きな励みにもなった。図に示すよう

に，発表会後の記念撮影では私たち２

人とも笑みを浮かべ，実習を通して原

子炉の構造だけでなく，研究者として

の研究に取り組む姿勢を学ぶことがで

きた。

また，実習中は研究所だけでなく，

原子炉の炉内機器，使用済み燃料貯蔵

容器の製造現場，タービンの製造現場

等の見学をさせていただいた。大規模

プラントや新技術の開発現場の見学な

ど，普段，大学では体験することがで

きない貴重な体験をすることができ

た。

インターンシップの前夜には，研究

所の寮生の方々がインターンシップの

学生のために歓迎会を開いてくださっ

た。インターンシップの学生は基本的

に寮生活をすることになっていたが，

私たち２人は寮の定員の都合上，ホテ

ルに宿泊することとなっていたため，

先輩方との交流の場を作っていただけ

たことに感謝するばかりであった。そ

こでは，様々な年代の方がいらっ

しゃったのだが，雰囲気が和やかであ

り，まるで一つの家族のような感じが

した。縦や横の縛りのようなものがい

い意味で感じられなかったため，この

電力・電機開発研究所は懐がとても大

きいところだと感服した。

実習期間中はわからないことも多く

大変苦労したが，楽しかったことも

多々あった。そのひとつは休憩時間で

ある。昼休みなど一服する際に，先輩

方から企業の裏話的な体験談を聞くこ

とができたからである。数々の経験を

されている先輩方のお話は普段なかな

か聞くことができないため，大変興味

深いものだった。先輩方のお話を聞く

と企業の内面を知ることができ，また

先輩方の活躍や苦労を知ることができ

るため，今後の進路選択の手助けと

なっている。

最後に，インターンシップとして私

たちを受け入れてくださった原子力シ

ステムプロジェクト機器熱流動グルー

プの皆様，特にグループリーダーの西

田様，私たちの担当をしてくださった

片岡様，高橋様には深く感謝していま

す。この場を借りてお礼申し上げま

す。本当にありがとうございました。

（2008年 ４月18日 記）

㈱日立製作所 電力・電機開発研究所滞在記

東京大学大学院新領域創成科学研究科

人間環境学専攻修士課程１年 吉田 智，倉 健太郎

発表会後に臨海工場の前にて

（下段左２番目 吉田，下段左３番目 倉）
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抱 負

私の記事は普段から英語に慣れている皆様に

とってはごくごく当たり前すぎて，これまで書かれたエッセ

イに比べたら記事にするのも恥ずかしいくらいのなのです

が，社会人今年で２年生の微笑ましい話だと軽く読んで下さ

い。

学生時代，英語は読むだけで話す機会は全くありませんで

した。ところが社会人になって急に英語を話す機会が増えま

した。学生時代の研究室には，隣の席にインドネシアからの

留学生がいてほぼ毎日会話をしましたが，100％日本語で話

していました。今から考えると，なんともったいないことを

していたのだろうと思います。そんな私が本気で英会話を勉

強しようと思ったきっかけは，上司と一緒に海外の方の対応

をした時でした。対応といっても打合せに同席し，食事を一

緒にとった程度なのですが，自分で想像していた以上に聞き

取れない，いいたいことがすぐに英語にできない，と悲しく

なるくらい情けない状態でした。

これを機に，私は英会話スクールに通い始めました。週に

一度，終業後に約半年間通いました。そして多少なりとも英

会話に対する免疫ができたころ，海外へ出張する機会を与え

てもらいました。この時，私の英会話観を変える発見をしま

した。それは外国の人も英語を勉強するということや，時々

文法から離れた会話をするということです。その上，その国

独自の発音で英語を話すから，他の国の人が聞き取れなくて

も全く変ではないとわかったことが一番の大きな収穫でし

た。聞き取れなければ聞き直す，すると相手もわかってもら

うために一生懸命わかりやすい単語や文法を使って説明して

くれる。こう理解した私は自分も一人の外国人として会話の

中に入っていくことができました。様々な価値観を持った

様々な国の人と話した時間は本当に充実していました。

ただこれがわかっただけではまだまだ不十分で，もっと円

滑に会話をしようと思えばもっと勉強して，単語数を増や

し，正確な文法を習得する必要があると思い知らされたのも

事実です。これからも視野を広げ，国際人として活躍してい

くためにも継続して英語を勉強していきたいと思っていま

す。どうか諸先輩方暖かく見守り，時にはご教授いただけま

すようよろしくお願いいたします。

松石智美（原子力安全基盤機構）

京の案内人

外国や遠方の研究者や知人を迎えると，し

ばしば社寺仏閣に出向く。観光なので，清水寺，金閣寺，三

十三間堂などなど「とりあえずの有名どころ」にお連れする。

説明の立て札は随所にあるし，拝観時に配られるパンフレッ

トには一通り由来が書かれている。優美，重厚，絢爛豪華，

こちらが特段の解説をしなくても大変喜んで下さるのはこの

上ない。学生時分より日本史（の暗記）は最も苦手なものの一

つであったから，道中全く気楽でいいし，もてなしたという

達成感を覚えるのである。だが，何か物足りない気がしてな

らなかった。

一昨年春，京都の中で引越しをした。王城鎮護の比叡山の

麓にある離宮に近く，田の字からは少し離れた，よくいえば

閑静なところで，時折，猿や鹿が山から降りてきて平然と道

路を歩いているのに驚かされる。越して間もない頃，子らを

連れ，散歩がてら近所の寺に寄った。代表的名所とは対照的

な全くこぢんまりした寺で，休日なのにタクシーが連れて来

た数人の観光客以外見当たらない。小さな門をくぐり，楓や

銀杏の古木と一面苔の細い路を抜け，お堂の入口で下足，決

して華やかでもない仏様と僅かの展示物の先にはっとする光

景が広がった。薄暗いお堂の座敷の少し奥から，畳，柱，天

井，その向こうに陽に当たる縁側，池と石，まるで壁のよう

に上から覆い囲む青々とした葉を茂らせた楓が眼に入ってく

る。子らと静かに坐り，さてあの石や木は何を表現してるか

な，と京都通気取りであれこれ理屈を捏ねてみたがさっぱ

り，である。個々には派手さも荘厳さもないのに，無駄がな

く全く一つである。その後，時として忙しない現実に踊る小

生が，先生・学者・研究者とは何ぞや，などと問われている

気になるまでそう時間はかからなかった。何百年も前から

ひっそりと在り続けてきたことがそうさせるのか。以来，洛

内に幾つかのお気に入りができた。今では案内するとき，で

きれば締めはこうしたところである。こ

れまでと違う京と出会ったときの客人の

反応を見ることもまた愉しみだ。しかし

まあ相変わらず歴史に疎く，案内人とし

てもまだ半人前なのである。次は北山一

美さんにたすきをお渡しします。

佐々木隆之（京都大学）

さ ま ざ ま な人が，い ろ い ろ な視点から語ります���

話 静
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1．2007年度の学会誌の改革

2006年度のWebアンケート結果やその他の意見を基

に，会員が読みやすい学会誌を目指して，さまざまな学

会誌の改革を2007年度に実施した。その主なものを挙げ

ると，

� 2007年４月号から学会誌の呼び名を「ATOMOΣ」
にして，表紙デザインを一新した。

� 学会誌の発行日を2008年１月号から毎月１日に変

更した。

� 「特集」記事のページ数を減らした。

� 「高速炉」と「軽水炉」に関する新たな「連載講座」を

開始した。

� 新しい記事として，「時論」，「ジャーナリストの

視点」，「リレーエッセイ」等を採用した。

� 過去のWebアンケートで評価の高かった記事

を，参考例として，ホームページに掲載した。

� 学会誌送付時の封筒の透明ラップ化を図った。

� 原稿投稿時のページ数の見積もりを正確にするた

めに，「テンプレート」を作成した。

	 執筆者の便宜と，事務局の効率化のために，記事

投稿時のチェックリストを改訂した。


 執筆者に関する規定を設け，共著者数の適正化を

図った。

� ホームページに移動できる記事は移動し，ホーム

ページの有効活用を図った。

� 「記事広告」欄を創設した。

これらの改革の成果については，後ほど触れることと

する。

2．2007年度のアンケート回答者のプロファイル

2007年度のWebアンケートの回答者数の推移を第 1

図に示す。毎月の回答者数は，年間を通じて，３桁を確

保することができたが，これは部会モニターの協力によ

るところが大きい。

１年間の延べ回答者の年代構成を第 2図に示す。原子

力分野で中核を担っている40代が全体の１
３を占めてい

るのは，2006年度と同じであるが，20代の回答者数は，

2006年度８％から４％に減っている。20代の若い世代の

意見を増やすことが今後の課題であるが，若い世代を中

心とした座談会等を実施して，直に意見を聴く企画も考

えている。

第 3図には，延べ回答者の所属を示す。民間企業と研

究機関で全体の約80％を占めている。他の技術系の学会

原子力学会では，多くの会員の皆様からご意見を伺うために，学会誌に対するWebアンケートを2006年

４月から開始し，同年10月号より，毎月の集計結果を学会誌上で公開している。アンケート開始２年目の2007

年度には，前年度のアンケート結果を参考に，さまざまな学会誌の改革を行った。2007年度のアンケート結果

から，これらの改革の成果の検証と今後の課題の抽出を行った。

第 1図 Webアンケート回答者数の推移

第 2図 Webアンケート延べ回答者の年代別構成

第 3図 Webアンケート延べ回答者の所属

「読みやすさ」と「内容の充実」をめざして
2007年度のWebアンケートのまとめ（2007年 4月～2008年 3月）
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では，企業に所属する会員数が減少しているところもあ

るが，本アンケートに関しては，企業からの立場の意見

が多く寄せられていることがわかる。

3．記事別評価点

Webアンケートでは，各記事について，「内容」と「書

き方」に分けて，５点評価を実施しており，学会誌の企

画・編集作業において，その結果を利用している。第 1

表は，2007年度の月別平均評価点を示したものである。

2006年度と比較すると，各月ごとのばらつきが少なく

なっている。８月号の評価点が一番高くなっているが，８

月号は，「巻頭言」，「時論」，「NEWS」，「解説」，「連載

講座」の評価点が特に高く，全体の点を引き上げたもの

と思われる。

第 2表には，記事別の平均評価点の比較を示す。主な

分析評価は以下の通りである。

� 記事別の平均評価点では，新しく採用した「ジャー

ナリストの視点」，「時論」がトップ２を占めており，

次いで，「連載講座」，「インタビュー」，「巻頭言」が

続いている。新しく採用した記事が非常に好評だっ

たことがわかり，また，2006年度の結果において，

「書き方」の評点が非常に低かった（3．00点）「連載講

座」の評点が大幅に向上していることがわかる。ア

ンケート結果等を基に企画を十分に練った結果であ

り，関係者の努力に敬意を表したい。また，記事の

内容から見ると，ジャーナリストや政治家，評論家

など原子力分野外の執筆者の記事が好評で，読者が

外部からの視点に興味を抱いていることがわかる。

� 「解説」，「特集」といったような専門性の高い記事

に関しては，「内容」の評価点は比較的高かったが，

「書き方」の評点が相対的に低くなっている。専門性

の高い内容を扱っているので，ある程度は仕方がな

いと思われるが，「連載講座」のように「書き方」の評

点が大幅にアップした例もあり，改善の余地は残さ

れている。

� 2006年度の結果で，「内容」の評点が２点台であっ

た，「部会便り」，「セミナー報告」に関しては，３点

台に改善されている。また，全体を通じても２点台

の記事はなく，極端に不評な記事はないといえる。

4．自由記入コメント

Webアンケートでは，記事別の評価点以外に，各種

の自由記入欄を設けて，読者の意見を伺っている。第 4

図に，自由記入コメント数の推移を示すが，2007年度は，

全部で542件のコメントをいただいた。これらのコメン

トの傾向をまとめると以下のようになる。

� デザインを一新した表紙に関しては，おおむね好

評であるが，原子力に関連した題材を望む声も根強

第 1表 月別の平均評価点

号
評価対象
記事数

平均評価（５点満点）

平均 内容 書き方 差

2007年４月 17 3．39 3．43 3．34 0．09

５月 14 3．41 3．52 3．30 0．22

６月 19 3．40 3．50 3．29 0．21

７月 16 3．44 3．49 3．39 0．10

８月 15 3．60 3．55 3．44 0．11

９月 19 3．40 3．51 3．44 0．07

10月 19 3．45 3．51 3．39 0．12

11月�12月 20 3．40 3．48 3．31 0．17

2008年１月 18 3．41 3．48 3．33 0．15

２月 19 3．41 3．46 3．35 0．11

３月 20 3．48 3．51 3．45 0．06

平均 ― 3．43 3．49 3．37 0．13

合計 196 ― ― ―

第 2表 記事別の平均評価点

記事の種類
評価対象
記事数

平均評価（５点満点）

平均 内容 書き方 差

表紙 11 3．42 3．40 3．43 －0．03

巻頭言 11 3．63 3．67 3．59 0．08

時論 8 3．74 3．91 3．57 0．34

NEWS 11 3．55 3．63 3．47 0．16

Nuclear News を見て 4 3．26 3．39 3．13 0．26

解 説 26 3．46 3．61 3．31 0．30

特 集 2 3．33 3．63 3．02 0．61

連載講座 15 3．68 3．81 3．54 0．27

講 演 7 3．51 3．66 3．36 0．30

インタビュー 3 3．64 3．65 3．62 0．03

報 告 6 3．37 3．50 3．23 0．27

リレーエッセイ 6 3．50 3．43 3．56 －0．13

ジャーナリストの視点 2 3．75 3．85 3．64 0．21

対談，座談会 3 3．56 3．71 3．41 0．30

会議報告 20 3．15 3．15 3．15 0．00

新刊紹介，書評 9 3．31 3．29 3．32 －0．03

談話室 4 3．47 3．56 3．38 0．18

YGN報告 1 3．14 3．11 3．17 －0．06

学生連絡会 2 3．29 3．32 3．25 0．07

海外便り 5 3．36 3．37 3．35 0．02

私の研究から 4 3．25 3．35 3．15 0．20

私の主張 2 3．45 3．66 3．23 0．43

委員長等挨拶 4 3．25 3．17 3．32 －0．15

機関紹介，訪問 6 3．31 3．29 3．33 －0．04

支部便り 2 3．26 3．24 3．27 －0．03

セミナー報告 2 3．17 3．18 3．15 0．03

Short Report 2 3．45 3．58 3．32 0．26

Webアンケート結果 12 3．39 3．39 3．38 0．01

その他 6 3．37 3．33 3．41 －0．08

平均 196 3．41 3．48 3．35 0．13
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い。

� 学会誌の発行日を毎月１日に変更したことは，「非

常にすっきりした」と好評である。

� 以下のようなさまざまな記事のバランスを望む声

が多い。

・温故知新的な記事と最先端の研究の記事

・専門性の高い記事と頭の休まるような記事

・原子力分野の記事と他分野の記事

� 一方では，１つの号に同じようなテーマを扱った

記事をまとめ，異なった視点から見ていくのがよい

というコメントもあった。

� 新しく採用した「記事広告」は，カラーでインパク

トがあると好評であった。

� 記事内容に関しては，事故やトラブルなど「タイ

ムリーな記事」が増えたという声が多かった。

� 封筒の透明ラップ化に関しては，さまざまな意見

が寄せられており，まだ改善の余地がある。

5．今後の課題

Webアンケートの結果を，学会誌の企画・編集に利

用することにより，読者の要望に大分対応できように

なってきたが，以下のような課題も残されており，今後

の検討課題である。

� 上記，自由記入コメントの�，�のような高度な

要望に対して，どのように対応していくか。

� Webアンケートを今後も継続していくかどう

か。

� 紙ベースの学会誌において，Webをどのように

有効に活用していくか。

� 広告収入の増加。

（担当編集委員 小林容子）

第 4図 自由記入コメント数の推移
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1．高く評価された記事

Webアンケートでは，各記事の内容および書き方に

ついて，それぞれ５段階で評価していただいています。

３月号で高く評価された記事について，「内容」，「書き

方」に分けてそれぞれ上位４件をご紹介いたします。

竹村健一氏の巻頭言が「内容」，「書き方」ともトップで

した。

2．自由記入欄の代表的なコメント，要望等

� 「巻頭言」に関して，文章のテンポがよく，引き込

まれる書き方であった。

� 「巻頭言」に関して，専門外の人が，放射線に対す

る見解をうまく表現していた。専門家だけが見るの

ではもったいないので，このような専門外の人が書

いた記事を別途出版できないだろうか。

� 「解説」に関して，日本では，個人が公共的な問題

を考える時に，マスコミに振り回されているように

見える。物事のリスクを考えて意思決定できるよう

な教育が小さいときから必要である。

� 「会議報告」に関して，筆者が重要であると考えた

トピックスを具体的に紹介しているのが良かった。

� 「書評」は，常に参考にしている。今後も続けてほ

しい。

3．編集委員会からの回答

� 最近の自由記入欄のコメントでは，掲載記事に関

連付けて，物事の本質を問うような意見がよく見受

けられます。今後も，いろいろな議論を提起できる

ような記事を掲載していきたいと思います。

学会誌ではこれからも，会員の皆様により質の高い情

報を送りたいと考えております。記事に対する評価はも

とより，さまざまな提案もぜひ，Webアンケートでお

寄せ下さるようお願いいたします。

「原子力学会誌」３月号に対して寄せられたWebアンケートの結果をご紹介します。今回は142名の方から，

回答がありました。

第 1表 「内容」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評 点

（内容）

１ 巻頭言 あんたも放射線だしてるんですよ 3．96

１
ジャーナリ

ストの視点
「複雑さの壁」を乗り越えて 3．89

３ 解説

原子力立国にふさわしい原子力

法制を

―原子炉等規制法の問題点

3．84

４
連載

講座

軽水炉プラント―その半世紀の

進化のあゆみ（６）

軽水炉の改良研究（BWR）

―ドレスデンから敦賀１号炉へ

3．77

第 2表 「書き方」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評 点

（書き方）

１ 巻頭言 あんたも放射線だしてるんですよ 4．05

２
リレー

エッセイ

私の好きな作家たち�

ある日の我が家の風景より
3．83

３
ジャーナリ

ストの視点
「複雑さの壁」を乗り越えて 3．73

４ 海外便り

「スウェーデンの原子力の今」

―現地からの原子力をめぐる

現状報告

3．62

パンチのきいた巻頭言が好評
原子力界以外の人のわかりやすい文章に共感の声（3月号のWebアンケート結果）
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「ストレス抱える原発周辺住民」

山陰中央新報社 松村 健次

５年間の広島支社勤務を経て，島根県松江市にある

本社へ戻ったのが，2005年３月末。時を同じくして，

国際文化観光都市・松江に「原発を抱える全国唯一の

県庁所在地」という肩書きが加わった。

中国電力島根原発の立地する鹿島町が，隣接する松

江市など周辺７市町村と合併し，「新・松江市」に含ま

れたのが理由。広島在勤時に中国電力の本社を取材

し，合併直後の松江市政を担当することになった私に

「原発担当」の肩書きが付いたのは，自然の流れだっ

た。

他の原発立地市町村と比べ，松江市の原発に対する

スタンスは異質だ。象徴的なのが，核燃料サイクルの

一環として国が推進するプルサーマル計画への対応。

島根原発２号機での導入を目指す中国電力から事前

了解願を受けた島根県は，従来の原発設置の手続きと

同様，国の安全審査前に，受け入れの可否を判断する

方針を打ち出したが，松江市は，原子炉設置変更許可

申請を了承した上で，国の安全審査の結果を見て可否

判断する「二段階方式」の採用を決めた。

立地市町村と県は，協調して同時に結論を出すのが

通例。この極めて異例な「相違」については，06年５月，

フランス出張中だった松江市の松浦正敬市長から言質

を取って特ダネにしたのだが，市長の言葉に目からう

ろこが落ちた気がした。

市長は，地元の同意を得ながら検査データの不正問

題で計画がストップした関西電力高浜原発を挙げ，「事

前了解した後も，どんな事態になるか分からない」と

指摘。その上で「原子力の専門的なことは難しく，自

分たちでは容易に判断できない。国に安全性を担保し

てもらってから最終判断をしたい」と続けた。

「もちはもち屋」という言葉もあるが，行政のプロも

原子力に関しては素人。合併で二十万人になった市民

の安心・安全を考えると，慎重な対応になるのは当然

のこと。松江市は安全審査入りを認めた際も，使用済

みMOX（プルトニウム・ウラン混合酸化物）燃料の処

理方法についてなど14項目に及ぶ質問を国に提示し，

審査終了に併せ，文書で回答を求めるほどの念の入れ

ようだった。

一方，松江市にプルサーマル導入を申し入れた中国

電力はこの３年，元日の実業団駅伝での優勝やマラソ

ン選手の活躍で脚光を浴びる半面，負の面でも注目を

集めた。

北陸電力志賀原発の臨界事故隠しなどが表面化し

た，全電力会社による発電設備の総点検は，06年10月

に発覚した土用ダム（岡山県）をめぐる中国電力のデー

タ改ざん問題が発端。島根原発でも29件の不正，不適

切事案が見つかった。また，06年９月に原発の耐震指

針が25年ぶりに改定された際，内容を協議する分科会

では，島根原発をめぐる活断層の過小評価がやり玉に

挙がった。

原発をめぐる不祥事が相次ぐたび，心を痛めたの

は，島根原発周辺で暮らす住民だった。

不正の再発防止策を紹介するため，昨年７月に松江

市内で開かれた市民説明会でマイクを握った地元の男

性は「夫婦は縁が切れるが，地元で暮らす者は原発と

縁が切れない。私たちを裏切らないでほしい」と声を

張り上げた。この悲痛な訴えは，一歩間違えば甚大な

被害を及ぼしかねない原発と共存する住民の本音だ。

昨年末にインタビューした生活情報評論家の井上チ

イ子さんは，ある原発立地地域に足を運んだ際，次の

ような言葉を投げ掛けられたという。

「あなたたち都会に住む電力消費地の人たちは何も

考えずに電気を使いたいだけ使っているのだろうが，

その電気の供給地域に住むわれわれは，原発の危険性

を感じながら生活している」

冒頭に挙げた松江市の慎重な対応も，こうした住民

の不安をくみ取ってのものだ。

北海道洞爺湖サミットの主要テーマの一つが地球温

暖化対策。国や電力関係者は，原子力の安全性を強調

した上で，二酸化炭素（CO２）削減へ向け，原発の果た

す役割が大きいことを訴える。

私自身も取材経験から，安全であろうことは理解で

きるが，原発と共存する地元住民は「万が一」を想定

し，心の奥底にストレスを抱えている。それを少しで

も解消するためにも，国や電力会社，原子力関係者に

は，住民に対する情報公開の労を惜しんでほしくな

い。

松村健次（まつむら・けんじ）
山陰中央新報社 編集局報道部次長

鳥取県出身。東洋大文学部卒。1989

年山陰中央新報社入社。鳥取本社，米

子総局，広島支社などを経て，05年春

から現職。今春まで原発取材を担当。
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